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この報告書 は,日 本 自転車振興会から競輪収益の一部であ

る機械工業振興資金の補助を受けて昭和62年 度に実施 した

「地域における情報利用の高度化に関する調査研究」の成果

をとりまとめたものであります。
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は じ め に

情報化社会の進展に伴う情報基盤の格差是正が叫ばれて久しく,地 域において も,情 報利用のため

の環境整備の要請が高まり,各 所において情報化の促進がなされている。

当協会においても昭和54年 度から昭和58年 度の5カ 年にわたり,地 域情報拠点の育成事業を実施 し,

地域データの整備 ク リア リング機能の形成 データ交換利用を中心に地域情報化の基盤整備を推進

してきた。また,昭 和59年 度から昭和61年 度の3カ 年においても,地 域内オンライン・ネ ットワーク

による情報流通 システムに関する調査研究事業を行い,地 域活性化と情報の有効利用を目的に,地 域

内の情報流通 システムの ビジョン作成を行った。

この間において も,情 報処理技術,通 信技術の発達は著 しく,デ ータベースの構築やサービス化の

動向,デ ータ通信技術の向上,ニ ューメディアに代表される手段の多様化,法 制度問題の審議等,情

報流通のための諸条件が整ってきている。また,地 域において も産業,社 会,生 活のあらゆる分野で

情報化が急速に進展 してきている。しかしなが ら,多 種多様な情報を組み合せて利用する等の地域ニ

ーズに対 して,必 ずしも充分な状況とはいえないことも事実である。

こうした状況を踏まえ,地 域の実態に即 したかたちで,ニ ーズに対応 した情報利用の高度化を図る

ことを目的に,昭 和62年 度か ら3カ 年にわたり,「 地域における情報利用の高度化に関する調査研究」

事業を実施することとした。本事業は,福 岡地域をモデル地域 とした 「マルチメディアに対応 した地

域開発支援型情報システムに関する調査研究」及び名古屋地域をモデル地域とした 「名古屋地域にお

けるオンラインデータベース利用の高度化に関する調査研究」の二つの調査研究か ら構成されている。

本報告書は,「 地域における情報利用の高度化に関する調査研究」事業のうち,福 岡地域の 「マル

チメディアに対応 した地域開発支援型情報 システムに関する調査研究」について,昭 和62年度に実施

した内容をまとめたものである。

最後に,本 調査研究にあたって,御 指導,御 協力をいただいた委員はじあ,関 係各位に感謝の意を

表 します。

昭和63年3月
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1.事 業概要 とニーズ調査要約





1.事 業概要 とニーズ調査要約

1.1調 査 研 究 の 概 要

(1)調 査研究の目的

地域開発は,そ の時々の時代の要請として取り上げられており,こ れまでに全国総合開発計画

をはじめとして,モ デル定住圏構想 ・工業再配置計画 ・テクノポリス等様々な構想が打ち出され

実施 されて きた。

国の出先機関や地方公共団体では,地 域社会の一つの指針として ビジョンや長期計画等を作成

するとともに,地 域開発や企業誘致を推進してきている。

しかしなが ら,ビ ジョンや長期計画では全体としての方向性 は把握できても,具 体的に個々の

地域開発や企業誘致を推進す るための情報は別途収集及び分析 しなければならない状況である。

このうち,人 口 ・出荷額 ・所得等の数値データは比較的にシステム化が進んでいるものの,土 地

利用状況や交通体系等の図形処理を必要とする情報は,シ ステム化が遅れているため,手 作業に

依存する部分が非常に多い。

このような状況を踏まえ,本 事業では3カ 年計画でこれまでの人口等の数値情報に加え,土 地

利用台帳や交通体系等の文字情報,図 形情報及びマルチメディアに対応 した情報処理技術を活用

して,九 州地域における企業立地 ・技術開発 ・人材育成 ・リゾー ト開発 ・基盤整備等の地域開発

を支援するための情報システムにっいて調査研究を行う。

(2)実 施計画

①62年 度は,地 方公共団体や九州進出企業等を対象に,企 業立地 ・技術開発 ・人材育成 ・リゾ

ー ト開発 ・基盤整備等の地域開発における必要情報 ・情報の入手状況 ・システムの利用状況等

にっいて実態調査を行 うとともに,地 域開発支援型情報 システム(実 験 システム)の 概念設計

を行う。

②63年 度は,前 年度の概念設計に基づき,実 験 システムとして反映すべき具体的機能及びデー

タ等を明確に し,実 験システムの詳細設計を行う。

③64年 度は,前 年度の詳細設計に基づき,実 験 システムを開発し,実 用化に向けた評価を行 う。

(3)推 進体制

調査研究の基本方針,実 施内容等を検討するため,学 識経験者,情 報関連機関及び福岡通商産

業局等からなる 「地域開発支援型情報システム調査委員会」(以 下,本 委員会と略す)を 設置 し

た。また,詳 細な調査内容や概念設計を行うため,実 務担当者からなる 「地域開発支援型情報シ

ステム調査専門委員会」(以 下,専 門委員会 と略す)を 設置 して調査研究を実施 した。

一1一



(4)実 施経過

前記 の実施計画及び推進体制 に基 づ き,当 年度事業 を下記の とお り実施 した。

1.本 委 員会 ・専 門委員会の第1回 合同委員会(62.8.12)

・昭 和62年 度事 業計 画の検討

2.第2回 専門委員会(62.10.6)

・情 報ニーズ等 に係 るア ンケー ト調査票(案)等 の検討

3.第2回 本委員会(62.10.15)

・情 報ニ ーズ等に係 るア ンケー ト調査票等 の検討

4.第3回 専門委員会(62.12.15)

・情 報ニ ーズ等に係 るアンケー ト調査結果の中間報告

・地域開発支援型情報 システムの概念設計作成方針等の第1次 検討

5.第4回 専門委員会(63.2.10)

・ア ンケー ト調査結果及 び ヒヤ リング調査結果 の報告

・地域開発支援型情報 システムの概念設計方針及 び昭和62年 度 報告書 作成方針等の最

終検討

6.第5回 専門委員会(63.3.7)

・昭 和62年 度 報告書(案)の 検討

7.本 委 員会 ・専門委員会 の第2回 合 同委員会(63.3.14)

・昭 和62年 度 報告書の検討

(事業実施経過表)

誓 6 7 8 9 10 11 12 ㌣ 2' 3

*本 委 員 会
○
中
旬

○
中
旬

○
中
旬

*専 門委員会
○
中
旬

○
上
旬

○
中
旬

○
上
旬

○ ○
上 中
旬 旬

*実 態 調 査

.*概 念 設 計

*報 告書作成
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1.2ニ ー ズ調 査 要 約

本委員会の目的は,数 値情報 ・図形情報 ・文字情報等多種多様な情報を組み合せ,さ らに多様化 し

ているメディアに対応 した情報処理技術を活用 して,九 州地域における地域開発施策を支援するため

の情報 システムを調査研究・することである。

そこでまず 地域開発の主要要素と考え られる,① 企業立地 ②技術開発 ・人材育成 ③ リゾー ト

開発 ④基盤整備を行 う場合の情報ニーズや情報の入手状況を知るために,独 自のア ンケー ト調査を

実施 した。

以下アンケー ト調査結果について主な内容を列挙すると,次 の通りである。なお,こ の詳細 につい

ては第5部 「情報の収集や利用状況に対する実態調査」において記述 している。

(1)重 要情報名

企 業 立 地 技 術 開 発 ・人 材 育 成 リ ゾ ー ト 開 発 基 盤 整 備

順 位 情 報 名 頗 位 情 報 名 順 位 情 報 名 順 位 情 報 名

1 土'地 価 格 の 状 況 1 試 験 研 究 テ ー マ リス ト 1 土 地 面 積 1 人 口 構 造

2 雇 用 状 況 2 技術情 報提供機関の現況 1 地 形 の 状 況 1 産 藁 構 造

3 優 遇 措 置 等 の 状 況 2 枝術関 係補助金等の現況 1 道 路 の 状 況 3 工 業 構 造

4 土 地 面 積 4 民間企業の研究開発部門の現況 1 土 地 価 格 3 土 地 利 用 の 状 況

5 道 路 の 状 況 4 産学 官 等共 同 研究 等の 現況 5 レ ジ ャ ー 施 設 .5 農 林 水 産 業 の 状 況

6 企 業 の 状 況 4 研究開発 プロジェク トの現況 5 リ ゾ ー トの状 況 5 道 路 の 状 況

7 人 口 構 造 7 技 術 力 の あ る 企 業 の 概 要 5 対 象 地 域 ,7 工 場 立 地 動 向

8 商 業 構 造 8 種類別工業所有権の 出願件数 8 地 質 の 状 況 7 技 術基盤(そ の3)

8 県別就労者労 賃の状況 8 公 設 試 験 場 の 現 況 8 文 化 的 観 光 資 源 9 商 藁 構 造

8 電 力 事 業 の 状 況 8 産学官等連携 組織の現況' 8 人 口 構 造 9 財 政 の 状 況

8 工業適地 ・不適地の状況 8 地 場 産 案 の 現 況 ・9 工 業団地等の 状況

12 新規学率者就職者数 12 製造業の製品伸び率 ・特化係数 9 技 術基盤(そ の1)

12 産 業 公 害 対 策 の 状 況 12 研 究 者 人 材 リ ス ト 9 技 術基盤(そ の2)

12 官公庁の企業立地担当部署等 14 業 種 別 出 荷 額 14 土 地 面 積

12 工 業 用 水 施 設 の 状 況 14 加工 技 術 別 企 業 リス ト 14 企 業 の 状 況

12 都 市 計 画 の 用 途 14 技 術 指 導 事 業 の 現 況 M・ 雇 用 状 況

17 大規模 小売店舗の 状況 14 理 工系卒業者の就 職者数 14 工業適地 ・不適地の状況

18 世 帯 構 造 18 理 工 系 大 学 の 現 況 14 土 地 価 格 の 状 況

19 工 業 立 地 動 向 18 技 術ア ドバ イザーリス ト 正4 優 遇 措 置 等 の 状 況

19 河 川 ・地 下 水 の 状 況 18 教 育 訓 練 機 関 の 現 況 20 河 川'地 下 水 の 状 況

(注)企 業立地 ・技術開発 ・基盤整備は上位20位 まで,・リゾー ト開発は上位10位 まで。
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② 必要な情報形態 上段:割 合(%)

下段:数

総 数 図 説 そ 不
必 明
要 文 の

情 書
報 値 面 他 明
数

100.0 72.9 26.9 41.9 0.2 1.4

企 業 立 地
2,350 1,712 632 985 5 34

技 術 開 発 10α0 50.9 8.9 68.4 2.2 1.4

人 材 育 成 582 296 52 398 13 8

100.0 84.2 60.4 52.0 一 0.5

リゾ ー ト開発
202 170 122 105 一 1

100.0 86.5 46.4 52.6 0.1 0.9

基 盤 整 備
1,378 1,192 640 725 1

'
12

(3)必 要なデータ地域の範囲 上段:割 合(%)

下段:数

総 九 県 市 小 そ 不
必 州 区 学
要 全 町 校 の

情
報
体
の 別

村
別
区
別 他 明

数 み

100.0 10.5 58.3 48.3 3.6 0.7 1.4

企 業 立 地
2,350 246 1,370 1,135 84 16 33

技 術 開 発 100.0 20.4 68.9 17.0 0.2 5.5 0.7

人 材 育 成 582 119 401 99 1 32 4

100.0 6.4 65.3 57.9 4.0 7.4 0.5

リゾ ー ト開発
202 13 132, 117 8 15 1

100.0 2.4 62.1 82.7 7.8 1.6 0.2

基 盤 整 備
1,378 33 856 1,140 107 22 4
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(4)情 報の入手先 上段:割 合(%)

下段:数

総 自 白 官又他 市 外 デ そ 不
入 企 官 は |

手 業 公 公 官 部 タ の

可 内 庁 べ

能 又 内 庁 庁 販 | 他 明
数 は ス

100.0 9.4 77.3 29.0 4.8 4.7 1.5

企 業 立 地
2,248 211 1,737 653 108 105 33

技 術 開 発 100.0 9.8 61.7 41.2 6.6 11.1 0.2

人 材 育 成 488 48 301 201 32 54 1

100.0 28.7 65.3 47.5 13.9 25.2 一

リゾー ト開発

202 58 132 96 28 51
一

100.0 55.4 76.9 15.9 3.8 10.2 0.1

基 盤 整 備
1,360 753 1,046 216 51 139 1

以上の結果を要約すると,次 のとお りである。

(1)重 要情報名

必要度の高い情報は,企 業立地では

・土地価格の状況

・雇用状況

・優遇措置等の状況

技術開発では

・試験研究テーマリス ト

・技術情報提供機関の現況

・技術関係補助金等の現況

リゾー ト開発では

・土地面積

・地形の状況

・道路の状況

・土地価格

基盤整備(地 方公共団体)で は

・人口構造

・産業構造
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・工業構造

・土地利用の状況

などとなっている。前表を見て もわかるように,地 域開発の要素によってかなりの違いがみら

れる。

② 必要な情報形態

各業種とも 「数値」の要望が多い中,技 術開発企業では 「説明文・書」 リゾー ト開発や基盤整備

では 「図面」の必要度が他の業種 よりも多くなっている。

(3)必 要なデータ地域の範囲

データの地域範囲としては 「県別」または 「市区町村別」でよいとする企業が多 く 「九州全域」

といった広域 「小学校区別」といった小地域での要望は少ない。

(4)情 報の入手先

情報の入手先としては各機関とも 「官公庁」で入手する場合が最も多く,社 内に蓄積 している

割合は公共団体を除 くと少ない。
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2.デ ー タベ ース システムに対す る要請





2.デ ー タベ ー ス シ ステ ム に対 す る要 請

2.1情 報 蓄 積等 に対 す る要 請

2.1.1蓄 積すべき情報

データベース化すべき情報等(情 報内容 ・地域の範囲 ・時点数)は,そ の情報 システムの利用目的

によって異なるものであり,今 回のアンケー ト調査結果でも,地 域開発の4っ の要素それぞれごとに

必要とされている情報等は異なっており,ま た企業立地のみをみても,業 種等によってその違いがみ

られる。

こうした中で,地 域開発支援型情報 システムの在 り方を考えた場合,あ る程度利用 目的を明確にし

てデータベース化すべき情報を限定 しないと,有 用かっ効率的な情報システムが構築できないばかり

か,実 現が困難になる恐れもある。

また,デ ータベース化すべき情報等は比較的容易に入手でき,定 期的にデータ更新ができるもので

なければ,当 情報システムの有用性の確保及び円滑な運用が困難なものとなる。

ここではこのような点をふまえて,デ ータベース化すべきと思われる情報にっいて検討すると次の

ような分析が可能である。

企業(地 方自治体)が 求める情報 『 必要な情報形態

・各種統計情報 ・数値情報

・施策 ・制度情報 ・図面情報

・企業情報 ・説明文書

・人材情報

・技術情報 必要なデータ地域の範囲'

・情報源情報 ・九州全体

・地域情報
, 、 ・県 別

・文献情報 ・市区町村別

などとなっている。必要情報にっいては各分野に広 く分散 しており,い かに効率的に入手 し,蓄 積

を図っていくかが重要である。なお,情 報形態にっいては数値情報が従来からデータベース化の対象

とされていたが,本 システムでは図面情報や説明文書などの定性的な情報 も積極的に取り込み,ビ ジ

ュアル化を図る必要がある。また,地 域の範囲にっいては,市 区町村別を基準として収集する必要が

ある。

2.1.2格 納装置

データベース化の必要のある情報は,数 値 ・図面 ・説明文書等多様であり,情 報のボ リュームにも

かなり差違がみられる。そこでこれ らの情報を格納する装置を充分に検討 しておくことが必要である。
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現在,実 用化されている格納装置としては,次 のようなものがあげられ,そ れぞれの特徴は次のと

おりである。

(1}磁 気ディスク

円盤状の磁気ディスクを複数枚重ねて高速で回転させ,各 ディスクの両面にある多数の同心円

状の トラックに情報を記録する。

磁気テープに比べて記憶容量が大きいうえ,デ ィスクのどの部分に記憶させた情報 もす ぐ取り

出せるため,用 途に応 じた多様な使い分けができる。

データベースのような大量のデータを短時間で処理する必要があるシステムでは,磁 気ディス

クを固定ディスクとして利用することが望 ましい。

(2)フ レキシブルディスク装置

柔軟な薄い円盤に磁性体を付着させたもので,一 般にはフロッピーディスクとも呼ばれている。

フレキシブルディスクは交換が容易で,極 薄 ・軽量 ・安価であることから,小 型 システムを中心

に広 く,保 管等に利用されている。

(3)光 ディスク

画像,図 面あるいは大量の文書等を保管 ・検索するための手段として,光 ディスクが重視され

はじめている。直径約30cmの 光ディスクで約3.6Gbyte,直 径約12cmのCD-ROMで 約600Mbyte

の容量があり,そ れぞれ通常のフロッピーディスク(1Mbyte)の 数百枚から数千枚に相当する。

光ディスクは,高 密度で大容量,収 容量に対する収納 コストの低廉さ,ラ ンダムアクセス性,

磨耗に強い耐久性を備え,パ ーソナルコンピュータやファクシミリ等と組み合わせて多様な分野

への応用が可能である。

[

光 デ ィ ス ク

(Opticaldisk)

「 光記銅 能形ディスク
追記形光ディスク

一

一

一

・Opticalrecor輌gdisk

・DRAW(Directread

aftel'witing

」

[・WriteOnceOD・WORM]

一 書 換 形 光 デ ィ・ス ク

再生専用形ディスク

[Erasableoptict・ecOrdingdiskE-DRAW]

文書 フ ァ イル

画 像 フ ァ イ ル ‡

(オ ー デ ィオ フ ァイル)輯

コー ドデ ー タフ ァイ ル

(コ ンピ ュー タ ・バ ッ ク

ア ップ メモ リ)

‡:ア ナ ロ グ記 録 とデ ィ ジタル 記 録 が あ る。

‡‡:ま だ実 現 され て いな い。

CD-ROM

デ ィ ジ タル オ ー デ ィオ

デ ィ ス ク(DAD)

(コ ンパ ク トデ ィス ク=CD)

家 庭 用 ビデ オ デ ィス ク

資料:デ ー タベ ー ス振 興 セ ン ター編

図2-1光 デ ィス クの種類
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表2-1イ メー ジデータ ファイル システ ムの比較

製 品
光デ ィスク 磁気ディスク マイクロフィルム 紙/複 写

比較項目

収納容量/ス ペース ◎ △ ○ ×

コ ス ト ◎ × ○ ○

媒体の交換性 ◎ × ○ ×

検 索 処 理 △ ◎ × ×

(ア クセス) (0.3～1秒) (0.025秒)

入力叫 驚:間
◎

○

◎

○

×

◎

△

×

出力加工処理 ◎ ◎ × ×

他システム転送 ◎ ◎ × X

媒 体 輸 送 ◎(CD-ROM) × ◎ ○

内 容 変 更 ○ ◎ × ×

保 存 性 ○ × ◎ ◎

高 品 質 文 書 ○(16本/㎜) △ △ ◎

カ ラ ー 文 書 △(一 〇) × ◎ ◎

大画面(A2以 上) ○ × ◎ ◎

(◎優 ○良 △劣 ×不良)

(4)CD-ROM

光ディスクの一種であるが,ReadOnly(再 生専用)で 記録内容を書 き換えることができない

(データの更新ができない)が,デ ータベースとして辞書 ・辞典 ・特許情報 ・新聞記事 ・地域デ

ータベースなど,い わゆる電子出版の分野で多用されている。

CD-ROMは 文字をコー ドデータとして,図 形をイメージデータとして入力することが可能

であり,デ ザインや技術に関する情報等を詳細な解説と図面をっけてデータベース化することが

できる。

2.1.3地 理的情報の特質

地域開発支援の多 くの情報は地域の範囲と密接に関連 している。そして開発の場合における地域範

囲は,1っ の市町村内だけでな く,そ れをとりまく隣接市町村又は,そ れ以上の範囲に及ぶ ものであ

る。つまり狭域から広域へ多 くの地域階層を設定 して,情 報をとらえることが必要 とされる。
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z口

図2-2地 理的空間

図2-2の ように,広 域レベルから小地域 レベルに至る多階層でかっ多分野にまたがる情報が必要

とされるのである。っまり,こ うした情報は,地 理的空間と関連のある情報 すなわち地理情報であ

る。

地域開発支援 としての目的を達成するためには,広 域レベルから小地域レベルにいたる多階層で多

分野に跨がる膨大な地理情報の利用が必要となり,出 力においてはこれらを地図の形式で出力可能と

することが必要である。

2、1.4商 用データベースの活用

我が国では,近 年利用可能な商用データベース及び公的機関のデータベースがかなり流通 している。

ここで検討 している地域開発支援型情報 システムにっいては,こ れらの既に整備 されているデータ

ベースとの重複をさけ,整 合を図ることも考慮されねばならない。

表2-2に 現在,流 通 している主な商用データベースとその利用状況を掲げた。
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表2-2オ ン ライン情報サー ビス業(デ ィス トリビュータ)の 契約者数 ラ ンキ ング

出典:日 経ニューメディア昭和62年1月

パ ス ワ ー ド 数 対前年比

提供企業
シ ス テ ム 名 内 容 昭和62年 昭 和61年 昭和60年 伸び率

機 関 名 1月1日 1月1日 1月1日

現在 現在 現在 (%)

QUlCK QUICKビ デオーLQUICK 証券 ・金融 ・為替情 報 ‡15,800 13,000 10,850 21.5
一10
,ボ ン ドマ ネ ー シ ス テ ム な ど など

日経 テ レコン 国内企業 ・経済 ・金融

日本経済 NEEDS-IR・TS・BULK 情報など,米 欧経済デ
DRI,NEXIS 一 夕,北 米 ・欧 州 ・ア 10,892 6,638 3,956 64.1

新聞社 DJN/R フ リカ ・南 米 ・ア ジ ア

lnfoglobe,Textline の新聞記事情報

LEX/DB 判例 ・法令等全文DB
マ ネジメ ン ト情報 経営指標,業 界情報,

DB,BPS,TPS,DSS86 会社法務経営計画策定
TKC TKC,テ レコム景 気 ・投資 シ ミ ュ レー シ ョ ン及 び 9,050 6,534 3,825 38.5

日興の投資情報 DBサ ー ビス,納 税計

CAMS/DB 画策定 シ ミュレーシ ョ

ン及びDBサ ー ビス

DIALOG

QUESTEL/DARC 科学技術文献情報
丸 善 UTRAS,DIALINE 出版情報 5,350

医中誌 タイ トル ガイ ド,NOCS 新聞記事情報など
TONETS

日 本 電 気 C&C-VANデ ータベー ス 新聞記事情報 .4,610

企業情報

日本科学技術 JOIS(JICSTオ ンライン 医学・薬学及び理工学 4,300 3,300 2,300 30.3

情 報セ ンター ・インフ ォメー シ ョン ・システ ム)等 科学技 術文献情報

KINO-DIAL,DIALO 情報科学文献情報
紀伊國屋書店 G,hfoLine,HINET,CIS,洋 書 新 刊 情 報 な ど 3,653 3,551 2,987 2.9

QUESTEL:INKAな ど

コムネ ックス THESOURCE 文献情報 3,300 820 205 302.4

DELPHI,CompuServe

本 多 通 商 ‡‡JANIS 文献情報 2,500 2,300 350 8.7

日本特許 PATOLlS 特許情報 2,442 1,974 L502 23.7

情報機構

平和情報 HINET(テ クノサ ーチ,タ イ 科学技術文献情報 2,200 740 403 197.3

セ ン ター トルサー チ,朝 日新聞記事DB) 新聞記事情報

共同通信社 AP・DJ・ テ レ レー ト.AP・ 金融.株 価,商 品相場 2,048 920 200 122.6

DJ・ クォー トロン,DJN/R 情報一般記事情報

人物 ・人材情 報,図 書.

日外 NICHIGAIASSlST 内容情報,新 聞雑誌記
ア ソシエーツ 事情 報.'経 営 ビジネス

2,000

情報など

帝国デ ータ COSMOS-1,2,3 企業,個 人情報 1,963 1,526 528 28.6
バ ンク CCR

一11一



提供企業

機 関 名

シ ス テ ム 名 内 容

パ ス ワ ー ド 数 対前年比

伸び率

(%)

昭和62年

1月1日

現在

昭和61年

1月1日

現 在

昭和60年

1月1El

現在

日 本 エ ス ・

デ ィー ・シ ー

ORBIT(SDCサ ー チ ・サ ー

ビ ス,サ ー チ ・Jサ ー ビス な ど)

特許情報

科学技術文献情報

1,790 1,650 1,325 8.5

東京商工

リサーチ

TSR-BIGS

TSR-FINES

企業情報検索サービス

財務情報検索サービス

1,754 1,483 1,121 18.3

建設情 報

セ ンター

CORNET 建設材料,建 築作品

建設工法,公 的融資

1,666

東洋情報

システム

BRANDY,JUPTTER

DBS-JPM,DBS-MDI

JAPICDOC

商標情報,法 律

判例情報

医薬 ・医療情報

1,650 650 445 153.8

日本電子計算

hfostreao(BRSサ ー ビ ス,J

lP/AMD,JAPICDOC

な ど)

科学文献情報

地域情報など 1,530 1,131 972 35.3

化学情報協会 CASONLINE 化学情報 ‡⇔

1,000

国際 イ ンフ ォ

メー シ ョン ・

サ ー ビス

DJN/R,NEWSNET

Data-star,Datasolve

日経 テ レ コ ンな ど

国内外の企業・経済 ・
金融情報

医学 ・化学情報など

950

三菱総合

研究所

Dial加e(JAPAN/MARC,

日販MARC,日 経新聞記 事な ど)

一般文献情報,国 立国

会図書館情報など

900 400 250 125.0

日本出版販売 NOCS 新刊書誌情報 400 300 178 33.3

東京出版販売 TONETS

生活文化情報

出版情報,占 い

入試情報など

380 325 150 16.9

コ ー パ ス ツー カー情報 サー ビス パソコン情報

新聞情報

350 330 120 6.1

共 同VAN 共同VANデ ータベ ース ・サー ビ

ス

東洋経済「投資情報」
コスモ証券「財務情報」

240

東京カンテイ 首都 圏マ ンシ ョン ・デー タベ ース 不動産情報
229 230 218 一 〇.4

イ ン テ ッ ク 1GDS/1.P.Sharp

化学 製品市況情報,経

済,金 融,エ ネルギー

航 空,そ の 他情報

201 133 60 51.1

電通国際情報

サービス

MARK皿(SDB.TSR財 務

デ ータ ・バ ンク,時 事東証株価,

CITlBASEな ど)

金融,財 務,証 券情 報 183 153、 126 19.6

29オ ンライ ン情報 サー ビス業(デ ィス トリビュー タ)合 計 83,331 48,088 32,071 73.3

1,酬 末警。URCE。 会員、、輪 他、、本多通商。、,客・・無料会員・な。て・、・.・ ・URCE会 員・齪 ・

約1,500

‡村 日経ニ ュー メデ ィア誌推定

注)一 部 プ ロデ ューサとデ ィス トリビュー タの 重複を 含む。
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次に公的機関のデ ータベ ースの うち地域 開発 支援情報 と関連があ ると考え られ るものについてその

概要 を述べ る。

(1)日 本 科学技術情報セ ンター(JICST)の デ ータベース

JOIS(JICSTOn-LineInformationSystem)はJICSTが 独 自に開発 し,51年10月 か ら一

般 サー ビスを開始 した システムであ り,日 本中 どこか らで も電話網,ま た は第2種 パ ケ ッ ト交換

網 を介 してパ ソコン等の端末機を接続 し,約2,950万 件(昭 和61年12月 現 在)の 論文概要等 の中

か ら必要な ものを会話形式で手軽に,即 座 に検索 し,出 力(日 本語デ ータベースについて は漢字

湿 り出力)す ることがで きる リアルタイム ・オ ンラインシステムであ る。

昭和60年5月 か ら海外か らも利 用可能(国 産デー タベース に限る)と な ってい る。 さ らに,62

年 に は日本 ・米国 ・西独を結ぶ国際ネ ッ トワークSTN-Internationalの サ ー ビス も開始すべ

く,準 備を進めてい る。

<提 供デー タベー ス>

JOISの 提 供デー タベースは文献 フ ァイル(18種),研 究情報 フ ァイル(1種),お よ び研

修用 ファイル(2種)か らな っている。各 ファイルの概要 は以下の とお りであ る。

・JICST科 学 技術文献 ファイル

・JICST医 中 誌国内医学文献 フ ァイル

・JICST公 共 資料 ファイル

・JICST科 学 技術研究情報 フ ァイル

・JICST科 学 技術医学 文献 フ ァイル(英 文)

・日刊工 業産 業情報 ファイル

・MEDLINE医 学 文献 ファイル

・CASEARCH化 学 文献 フ ァイル

・TOXLINE毒 性 文献 ファイル

・CANCERLITが ん文献 フ ァイル

・EMBASE医 学 ・薬学 文献 ファイル

・BIOSIS生 物 学 文献 ファイル

・CAB農 学 文献 ファイル

・NTIS研 究 報告 ファイル

(2)テ クノマー ト

〈創設の趣 旨 〉

テクノマ ー トは,企 業活動 に直結す る付加価 値の高 い技 術情報を全国ベースで 円滑 に流通 させ,

異 業種間,地 域間 あるいは国際間等種 々の レベ ルで の技 術交 流,技 術移 転を促進 させ るた めに創

設 された技術取 引市場で あ り,技 術革新の時代のニ ューイ ンフラス トラクチャーであ る。
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テクノマー ト事業は,技 術を核とした地域経済の発展を目指すテクノポ リス建設促進のために

も重要な施策である。

〈テクノマー ト概要〉

① 組 織

昭和60年8月10日,財 団法人 「日本テクノマー ト」として,通 商産業大臣より設立が許可

され,東 京の本部を中心として,順 次全国に支部の設置が行われている。

② 事業内容

テクノマー トは付加価値の高い技術情報を本部(東 京)の コンピュータに登録 し,オ ンラ

インサービスを行うことにより情報の提供者と利用者を結びつける技術取引の仲介,斡 旋を

主要業務として行っている。 このほか,技 術情報誌の発行,新 技術新製品の展示会,講 演会,

セミナーの開催等を行っている。

③ 登録情報

テクノマー トに登録されている情報は,約6,000件 に達しており,こ れ らは

・技術(工 業所有権 ・ノウハウ等)の 売 り情報

・技術の買い情報

・研究開発パー トナーの受託または委託情報

・生産 ・販売パー トナーの受託または委託情報

・コンピュータソフ トウェアの売買情報

・新製品販売PR情 報

等広範囲にわたっており,企 業活動に直結 した付加価値の高い情報となっている。

④ 全国オンライン ・ネットワーク

テクノマー トの情報は,テ クノマー ト本部(東 京)の コンピュータに登録されており,全

国の各支部とオンラインネットワークで直結され,利 用者は自社に設置 した端末機を用いて

支部ヘアクセスすることにより,情 報を検索することができる(端 末機を設置 しな くとも本

部または支部において利用することも可能)。
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図2-3テ ク ノマー ト情報 ネ ッ トワー ク概念図



〈テクノマー トにおける技術取引の仕組み〉

① 技術取引の仕組み

・登 録

会員は,所 定の様式に従い技術取引情報をテクノマー トに登録する。情報は④タイ トル

情報,◎ 技術内容説明情報,◎ 商談情報か ら構成されている。

・検 索

会員は,テ クノマー トの端末から求める技術取引情報を検索 し,技 術の内容,取 引条件

等を知 ることができる。

・相対交渉(商 談)

検索過程を経て,具 体的な技術取引を行う者は,あ らか じめ秘密保持契約を結び,相 対

交渉を行う。この場合,必 要に応 じてテクノマー トが立合い等を行う。

以上のプロセスを経て技術取引が行われる。

② 技術取引の実績

これまで,テ クノマー トで把握 している範囲では,テ クノマー トを通 じた技術取引(成 約

・商談 ・引合)の 件数 は約230件 になっている。
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技術情報誌

テ ク ノ マ ー ト地 方支 部A

技術情報の
問い合わせ

技術情報の

問い合わせ

技術情報の

問い合わせ

登 録

技術情報の
問い合わせ

技術情報の
問い合わせ

有資格会員 仲介

斡旋
技術を売 りたい人 ・企業

技術 を買いたい人 ・企業

一 般 会 員

自らが所有する技術あるいは自ら

が求める技術を登録す ることがで

きる。技術取引情報を直接検索 し,

自ら取引を行 うことができます。

有 資 格 会 員

主として会員でない利用者か らの

依頼により登録 ・検索を行 う等,

技術取引に係る仲介,斡 旋,技 術

コンサルティング及びファイナン

スコンサルティング業務を行いま

す。

図2-4テ ク ノマー ト概念図
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③ 中小企業事業団のデータベ ース.

〈概 要 〉

中小 企業事業団情報調 査部 ・(中小企業情 報セ ンター)で は,各 種 中小企業関係機関に対 して,

中 小企業の経営,技 術に関す る情報を迅速 に提供す る事業を行 っている。

SMIRS(中 小 企業情報検索 システム=Smal1&MediumenterpriseInformationResearch

System)は,上 記 事業の一環 と しで昭和57年10月 か ら実施 してい る情 報 システムで あり,現 在39

の 府 県 に設置 された中小企業地域情報 セ ンター(以 下,地 域情報セ ンター とい う)に オ ンライン

で結 ばれて いる。

① 入 力内容

SMIRSは,中 小企業の経 営,技 術に関する幅広い情報 を入力対象 と してお り,現 在文献

情 報 ファイルと機関情報 ファイルの2っ の ファイルにデー タを入力 して いるる

文献情報 ファイル には,雑 誌記事等の文献情報,公 設試験場等の研究情報 や指導情報が入力

されている。

この うち文献情報は約8割 を占めており,650誌 から採録 した記事のほか,中 央官庁,業 界

団体等が発行した報告書などにっいて,そ のタイ トル,出 典 著者名,発 行機関名および要旨

(260字程度)等 を入力している。

また,機 関情報ファイルには,中 小企業関係の情報を保有 している中央官庁,研 究機関,業

界団体等の所在,事 業概要,情 報提供窓口等を入力している。

なお,入 力機関にっいては,い ずれも保有情報の公開が全部可能あるいは一部可能なものを

対象 と している。

SMIRSの 出 力例
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② 特 徴

SMIRSの 特徴は以下のとお りである。

・DDX回 線によるオ ンラインサービスにより,回 線利用料金等の地域格差がほとんどない。

・ 検索項目どして,文 献情報ファ'イルではキーワー ド,書 誌区分,著 者名,出 典,発 行年月

日等,機 関情報ファイルではキーワー ド,機 関名,業 種,所 在地(都 道府県名)等 いろいろ

な角度か らの検索が可能であ'る。 「

・ 検索者の熟練度に応 じて,コ ンピュータとの会話方式による検索方法(会 話型検索),画 面

上の検索項目に従い入力する検索方法(画 面検索),必 要項目を一括 して入力する検索方法

(一括検索)の 三段階の検索方法を用意 している。'

・ 用途に応 じて(標 題+出 典) ,(標 題+出 典+発 行年月日+要 旨)等 と出力項目が自由に

選べる。

・ 雑誌記事については.原 文のコピーサービスを実施 しているが,コ ピーサービスの依頼が

端末機よりオンラインでできる。

中小企業
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図2-5中 小 企業情報 ネ ヅ トワー クシステム構想 図 も
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(4)(助地域活性化センター(AAC)の データベース

㈱地域活性化センター(AAC)は,現 在全国各地で盛んに行われている街づ くりを支援する

目的で,昭 和60年10月 に自治省の外郭団体として発足 した。

当セ ンターの種々の業務の中でも,地 域の活性化に関する各種情報の収集提供業務は,そ の柱

の1つ である。情報は地域データと新聞デニタの2つ の項 目で入力されている。

地域データは,都 道府県と市区町村別に6っ の項目に分け入力してある。主な項目とデータ件

数(昭 和61年12月 現在)は,次 のとお りである。

街づ くりに関するデータ 約18,000件

特産物に関するデータ 約20,000件

企業 ・大学等の誘致に関するデータ 約60,000件

観光レクリエーションに関するデータ 約20,000件

イベ ントに関するデータ 約20,000件

アイデア事業に関するデータ 約2,500件

具体的な検索を,街 づ くりの項目を例にみると,事 業の種類 街づ くりの特色,事 業費,事 業

完成(予 定)年 という個別の検索項目と市区町村の人口,面 積,財 政規模等の各項目共通の検索

項目から検索することができる。他の項目にっいても同様に検索することができるが,ア イデア

事業とイベントに関するデータにっいては,事 業の内容を50字で要約 し入力してあるので,あ わ

せてキーワー ド検索も可能である。

新聞データは,毎 日,全 国の地方紙48紙 と中央紙4紙 の地域の活性化に関す る記事を,27文 字

以内で内容を要約のあと,活 性化新聞情報として入力している。これらは,40項 目に分けられた

記事分類 と地域 ・日付等の検索項 目,お よびキーワー ドにより検索することができる。

AACで は,昭 和61年10月 より公衆回線を使用 したオンライン化を目指 して,希 望する会員と

のオンライン提携を段階的に進めていく予定である。 この システム上の特徴は,ホ ス トコンピュ

ータと光ディスクを結合 させることにより,端 末からの指示により,光 ディスクに収録されてい

る原データそのものを,フ ァクシミリを使って受信できる点である。

以上のように,AACは,地 域の活性化に関するあらゆる情報を集積 し 全国のまちづ くり,

産業おこしの情報センターを目指 している。

2.2地 域 開発支援型情報 システムの機能 に対す る要請

地域開発支援型情報 システムの構築を検討するにあたって,シ ステムの機能に対する要請を整理す

ると次のようになる。
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2.2.1検 索条件についての機能

地域開発支援型情報システムにおいて,地 図情報は不可欠なものであり,検 索条件 としては,単 に

情報の検索条件を設定するだけにとどまらず,地 域を自由に設定できるという条件が必要 となる。例

えば,

① 検索 したい地域のみを自由に設定できる。

② 必要な地域をくくって,1っ の大きな地域 という観点か ら検索する。

③ ある地域からNkm圏 の地域だけを設定する。

など,場 を自由に設定す ることにより,通 常の検索条件よりさらに高度な検索条件が必要となる。

2.2.2出 力 につ いての機能

検索条件 に対応 して,出 力の機能 もリス ト・グラフ ・レーダーチ ャー ト等は もちろんのこと,構 築

されたデータベ ースをマ ップ と重 ね合わせ て出力す る機能を実現す るには,散 布 図 ・数値 ・分布 マ ッ

プ ・イメー ジ情報 など多様な図形での出力がで きる ことが前提条件 となる。

2.2.3デ ータ更新についての機能

構築されたデータベースは,常 に最新の情報に更新されてこそデータベースとしての意味があり,

データ更新の機能の良し悪しによってデータベースシステムの評価が決まるといって も過言ではない。

データを1っ1っ キーボー ドから入力する作業は,現 在の情報量の膨大さからみて も現実的にはか

なり困難である。現在,各 省庁 ・民間企業 ・業界団体などから様々なデータベースが提供されている

が,こ れ らのデータベースと互換性を持たせ,当 システム内への入力ができる機能を持たせ ることで,

その作業 は大幅に軽減することができる。

勿論,コ ス ト面から考えれば,ユ ーザーのキーボー ドからの入力機能をおろそかにできない。供給

されたデータそのものは,基 礎データが大部分である。現在のような情報化社会では,こ れ らの指標

を幾つ も組み合わせて,加 工 ・集計 してユーザー固有の指標によって新しい分析を行 う必要性が生 じ

ている。 このように,基 礎指標の組合せによる加工 ・集計は,欠 くべからざる必須機能であろう。

更に,地 図情報データベースという性格か ら,座 標データの入力機能も充分に検討 されていなけれ

ばならない。

2.2.4操 作面からの要請

要請された機能にっいて概要を述べてきたが,地 図情報 システムは単に地図とデータベースを重ね

合わせることで,そ の有用性は大幅に向上することは明らかである。

しか し,そ の半面 操作性 という点では煩雑化 して くることも考えなければならない。従 って,こ

のような地図情報システムでは,第 一に対話方式であることが必要である。
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さらにデータベースは,あ らゆるユーザーに対応性を持たせる意味から,'表現方法にっいて も充分

な配慮をする必要があるとともに,一 般的なレベルか ら専門的なレベルまでをカバーで きるものでな

ければならない。

また,ハ ー ドウェアの技術向上は急激なスピー ドで進歩 している現状を鑑みて,ソ フ トウェア機能

をハー ドウェア技術の向上とともに発展させていかなければな らない。そのため,シ ステムは将来の

拡張性を充分に検討 して設計 してお く必要がある。
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3.デ ー タベ ース システムの

技術 的可能性 の検討





3.デ ータベ ースシステムの技術的可能性の検討

地域開発支援型情報 システム構築の検討の一環として,こ こでは主として技術的な側面から,地 図

情報を扱うための図形処理技術の動向,な らびにデータの検索,ア クセズ等の管理を制御するデータ

ベース ・マネジメント・システム(DBMS)の 概略,更 にネッ トウーク関連技術の動向,ニ ューメ

ディアの動向にっいてもみておく。

3.1図 形 処 理 技 術 の 検 討

地域情報に代わるデータベースは 「地理的実体」を表象 してお り,こ の意味で地域情報データベー

スの構築に際 しては,同 時に地図情報データベースの構築を考慮することが必要である。

3.1.1地 域情報の表現モデル

地域情報システムの構築に際しては,地 理的実体を実状に近いかたちでモデル化す る必要があるが,

2次 元空間の諸情報を一定の単位でモデル化する方法として次の2っ がある。

メ ッシュ分割

ポリゴン(多 角形)分 割

2次 元空間をほぼ正方形で分割する方法

地図上の自然的 ・人為的境界で分割する方法

A.メ ッ シ ュ 分 割 B.ポ リゴン分割

＼ ＼

丈河川膓o
・

～o

n川(A河 川)

B河 川

図3-1地 域 情報の表現モ デル
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3.1.2地 域情報の表現単位

まず,デ ータベースを構築するときに明らかにしなければならないことは,表 現すべき地理的実体

が何であるか,ま た,そ の関係はどうなっているかということである。 この 「実体」と 「関係」は

「論理的」に考えられたものであって,コ ンピュータシステム上どう表現 されるかとは別問題である。

即ち,実 体を関係づける 「論理構造」とコンピュータ上どう表現するかの 「物理構造」とを完全に

切り離すことが,デ ータベース技術の大きな特色でもある。

地理的実体のすべては,「 点」 「線分」 「面分」で表現できる。この表現すべき実体が,既 に何 ら

かの方法で集約されている場合 も少なくない。集 約化された情報を分解することは,不 可能に近い。

従ってデータベースを構築する実体の基本単位としては,「 これ以上分割できない」という一番小さ

い認識の単位を採用する必要がある。特に,線 ・面データにっいては,十 分な検討により基本単位を

設定する必要がある。

3.1.3座 標 データベース構築の必要性

メ ッシュ分割データベ ースは,前 述の ように形状 ・面積 ・位置情報が固定 されて いるので,座 標 デ

ータを必要 と しないが,ポ リゴ ン分割 データベー スの場合は,地 図を見ればわか るよ うに形状 ・位置

情報が不規則であ り,特 に,線 ・面 にっ いて はポ リゴン分割 データベ ースに組み入れ ることが,ま ず

不可能 に近 い。

そ こで,ポ リゴ ン分割デー タベースには同時に座標 デー タベース も作ることによりデー タベースシ

ステム としての機能を完備 させ る。

ポ リゴン分 割

値 デ 一夕ベー

地 理 的 物 体座 標
___レ

デ 一 夕 ベ ー ス の検 索

加 工 ・編 集

マ ッ ピン グ

数 表 ・

グ ラフ等

喝
図3-2座 標 デー・一夕べースの位置づ け

3.1.4座 標 デ ータベース構築 のための機器構成

地域情報 システム構築の前提 と して座標 データベ ースの構築が必要で あるが,近 年,コ ンピュータ

・グラフィ ックの発達 とともに さまざまな周辺機 器が 開発 されてい る。

その名称 のみをあげると次のよ うにな ってい る。
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(1)入 力 関係

① デ ィジタイザー

③ フライ ングスポ ッ トスキ ャナ

⑤ コ ンピュ一 夕入 力用 ファクシ ミリ

(2)出 力 関係

① グラフィックデ ィスプ レイ

③ 静電式 プ ロッタ

⑤ ステ レオプ ロッタ

② ドラムスキャナ

④ ビデオスキャナカメラ

⑥MSS(マ ルチ スペ ク トルスキ ャナ)

②XYプ ロ ッタ

④ インクジェ ッ トプロ ッタ

⑥ グラフィ ックCOM

3.1.5文 書情報の検索

今回の情報ニーズ調査の結果をみると,各 地域開発要素とも文書情報に対するニーズはかなり高い。

従 って当システムにとって文書情報の検索機能は重要なものとなっている。

この文書情報の外部記憶装置への格納方法を大別すると,イ メージデータとして光ディスク等へ格

納する方法 と文字データとして磁気ディスク等へ格納する方法が考えられるが,両 者は検索手法の面

で大 きな違いがみられる。

っまり,現 在の一般的検索技術から考えると,前 者(イ メージデータとして格納された文書情報)

の検索を行 うためには,文 書の格納時にその文書と検索用のキー(文 字データ等)を リンクさせてお

き,格 納後に当該検索キーを指定することにより検索されるものである。

一方,後 者(文 字情報 として格納された文書情報)の 検索にっいては,前 者と同様の方法 も可能で

あるが,別 の方法として単に検索対象文書内に含まれている文字列を検索条件として指定するだけで

も,検 索できるという機能が実現可能である。 しか し,こ の方法は処理能力の大きな機器で実現 しな

ければ,運 用上使用に耐えないものとなる。

3.2デ ー タベ ー ス ・マネ ジメ ン ト・シス テム(DBMS)の 検 討

データベース ・マネジメン ト・システム(以 下,DBMSと 言 う)は,デ ータベースの中のデータ

へのアクセスを統一的に管理 し,制 御する一群のプログラムである。

具体的には,デ ータを論理的に,ま たは,物 理的にも順序づけて蓄積 し,あ るいはその中か ら利用

者の要求により所望の情報を検索 し,ま た,そ れらを利用者の要求に沿うように編集 し,順 序づける

機能をもつ ものであり,い わば情報処理をよく運用維持するための道具とも言える。
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業務1

デ ータ ベ ース

マ ネ ジ メ ン ト

シ ステ ム

(DBMS)

業務2

業務3

●

テ ー タ ヘ ー ス

●

●

図3-3DBMSの 機 能

3.2.1DBMSの 機 能

DBMSの 機 能 として一般 に次 のよ うな点があげ られ る。

(1)複 雑 なデー タ構造 が取 り扱 え るよ うになって いる。

② データベー スの多様なア クセスが可能 にな って いる。

エ ン ドユ ーザー機能を持 って いる(誰 で も利用で きる機能)。

(3)デ ー タとプ ログラムの独立性 を保障 してい る。

(4)デ ー タの安 全性 を保 障 してい る。

① デー タのチ ェ ック ② デー タの障害対策

3.2.2デ ー タベースの構造化 モデ ル

データベースの構築 に際 して,多 様 なアプ リケー シ ョンに耐 え うるかたちで データをモデル化 して

お く必要があ る。

主なモデルは次の とお りであ る。

(1)関 係型 モデル(リ レーシ ョナルモ デル)

② 親子集 合型 モデル(ネ ッ トワー クモデル)

(3)階 層 型モデル(ハ イア ラキーモデル)

(4)実 体/関 連型モデル(正 確 にい うと構 造化モデ ルで はな い)

以 上4種 データモデル を比較 してみ ると,階 層型と親子集合型 データモデ ル(ネ ッ トワークモデル)

は,共 に リンクとレコー ドタイプか ら成 って いる。それに対 して,関 係型,実 体/関 連型 モデル は関

係形式だ けを使用 し,従 来か ら使われている 「表」 と似てお り,な じみ深 い ものがある。

将来のアプ リケー シ ョンの拡張性を考えた場 合とか,あ らか じめア プ リケー シ ョンが充分設計で き

ない場合には,階 層型デ ータモデ ル及 び親子集合型 モデル(ネ ッ トワークモデル)よ りも,関 係型 モ

デル(又 は実体/関 連型)を 作 っておいた方が得策 と言 えるか もしれない。
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しかし,実 現上の立場から各モデル化の方法 ・比較にっいての結論を今ここで引き出すべきではな

い 。

3.2.3主 要 なDBMS

デ ー タベ ース ・マネジメン ト・システム(DBMS)は 国 内外の学校,ソ フ トウェア会社および コ

ンピュータメーカー等で開発 され,数 多 く発表 されてきたが,歴 史 も古 く,ユ ーザ ー も多 いのがIB

M社 の 階層型 モデルを中心概念 と したIMSで あ る。

ここに,デ ータモデルの レベルでの分類によ るDBMSを 整理 し,デ ータベ ースシステム構築実現

化の参考 とす る。

(1)階 層 型DBMS

IMS IBM(lnformationManagementSystem)

SYSTEM2000… …MRIシ ス テムズ社

(2)ネ ッ トワー ク型DBMS

TOTAL

IDMS

DMS-1100

ADBS

ADM

AIM

シ ン コ ム ・シ ス テ ム ズ 社

Cullnanc社(lntergratedDatabaceManagementSystem)

ユ ニ パ ッ ク社(DataManagementSystem-1100)

日 本 電 気(AdvancedDataBaceSyste皿)

日 立(AdaptableDataManager)

富 士 通(AdvancedInformatiollManager)

(3)関 係型DBMS

DB2

ADABAS

INQ

IBM

西 独 ソ フ トウ ェ アAG社(AdaptativeDataBaseSystem)

日 本 電 気(lnformationQuery)

(ADABASとINQは,疑 似関係型DBMSで あ る)

3.2.4デ ータベース関連技術の動向

データベースの普及はコンピュータとその関連技術の発展に依存 しているが,デ ータベースの構纂

には依然として膨大な時間と労力が必要である。更に便利で使いやすいシステム利用のために,総 合

的な見地に立 った技術開発やソフ トウェア開発が進められていくものと考えられるが,参 考までにそ

の現状と課題を示す。
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表3-1デ ータベース関連技術の現状 と今後の課題

現 状 中期(3～5年 先)課 題 長期(6～10年 先)課 題

オ ン ラ イ ン 収 集 デ ータ交換 を容易にす るハー ド,ソ フ ト環境 マ イコン

その他電子技術の活用

デ
電 子 出 版 1次 出版電子化の促進 標準化 2次 情報自動抽出

19 手操作入力系が主流

夕 パ ター ン認識系 は一部 実用

べ 入 力 技 術 化

1 カナ漢字変換入力用辞書

ス

生

印刷漢字OCR,音 声認識

産 加 工 技 術 自動索引 自動抄録

技

術 辞 書 の 充 実 シソー ラスか らの統制語 の 自然語→統制語自動変換

選択,検 索 キー入力 は人手

作成のための標準化 データ作成標準化,計 算機ファイル入力用及び処理用コードの標準化

ファイルフ ォーマ ッ トの標準化,DBMS標 準化等

近隣検索,わ たり検索

利用者属性による出力

専 用 メ ニ ュー ・フ ァ ン ク シ ディ クショナ リによる管理 音声による検索

ヨン ・キー による利用 者負 用語 管理,評 価 ツールの整

情 報 検 索 技 術 担軽減 備 あいまい検索

デ 汎用DBMSに よる情報検

1

索

自然言語に基づく共通検索
言 ≧五
口O口

夕

大 規 模 デ ー タベ ー ス技 術 単 一プ ロセ ッサ 分散処理システム
べ 大容量化 異種データモデルの統合

1 汎用マ イクロプ ロセ ッサに ス トリーム処 理.フ ァイル 大型用とPC用 に分化

デ ー タベ ース マ シ ン技 術 よるDB管 理 セ グメ ンテー ション

ス パイプライン処理等 知識ベ ースマ シン

関 広域 ネ ッ トワーク向 き分散

分散型 型DBS,異 種 データモデ 分散型大規模データベース

連 デー タベ ース ・シス テム ルの統合,高 速 の狭域 ネ ッ

トワー ク向 き分散型DBS

計

高信頼 性DBMS マ ルチプ ロセ ッサ による 多重故障や負荷配分要求に

算 耐故障性の向上 対応可能 なオーデ ィタ

機 デ ー タ 圧 縮 と 復 元 データの種類に応じた個別 複数のデータ圧縮手法の組 新 しい符号 を使 った デー タ

の圧縮手法 合せ 圧縮手法

技
様 々なワー クステ ーシ ョン マルチ メデ ィア と分 散型

術 マルチメディア対応技術 で共通に支えるメディア表 デー タベ ース技術の 融合

現方式の標準化

データベー ス定義操 作の容 知識処理,自 然言語処理の

デー タベ ース定義 と操作 専門家向 易化(抽 象データ型の機能 研究成果の活用

の導入)
、
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現 状 中期(3～5年 先)課 題 長期(6～10年 先)課 題

データベー スのデ ータ配 布 磁気 テープオ フライ ン配 布 オンラ インー括配布

デ 通信プ ロ トコルの標準化

1 広 域 ネ ッ ト ワ ー ク 技 術 電 話網,デ ィジタルデータ ISDN,加 入者光通信 路等

交換網,VAN
タ

異種システム 国際標準プロトコル 通信プ ロ トコル用LSI 通信,映 像 デー タを含んだ
べ 接 続とプ ロ トコル 異種システム相互継続

| 文献検索結果のFD蓄 積 パ ソコン ・デ ィスクの大 容 出版 物類の ダ ウンローデ ィ

ダウンローデ ィング 出力 量化によ るデー タベ ース ・ ングによる端末蓄積,監 査
ス サブシステムの実現 条件

流 LANと ゲー トウェイ接続

外部との有効な結合 結合アダプタ
通

図 形文字のハ ー ドコピー

技 イメー ジ情報 の ファクシ ミ

マルチ メデ ィア出力 リ出力 映像メディア
術 音声メディアを利用したデ

一夕べ ース出力

デ LSI/VLSIの 採用

「 ハ ー ドウェアの 故障検出回路等の装備 ネ ッ トワー ク トー タルな

夕 信頼性技術動向 遠隔保守 信頼性確保
べ

ー

光ディスク記録媒体 一

ス ソフ トウェアの 生産管理方式を導入 障害回路機能
高

信
信頼性技術動向

頼 内部 セ キュ リテ ィ機能

性 運用 ・セキ ュ リテ ィ IDカ ードによ る入 出力管理 情報フ ロー制御

技 アクセス制御,暗 号化1
術 ICカ ードパ ス ワードチ ェヲク

デ マルチメデ ィア インタフ ェ 音声認識,自 動翻訳
| マンマ シンインタフ ェース 標準 キーボー ド 一ス,習 熟度 対応の イ ンタ 知的 インタフ ェー ス

タ
ベ

フ ェ ー ス

| パ ソコ ン端末,エ ンジニ ア 高知能化
ス 端 末 技 術 リング用端末,OA端 末等 高機能WS 快 適 性
利 ポータブルWS,簡 易型WS 軽疲労性
用

技 マルチメディアデ一 夕ベ ー 音声入出力による自然言語
術 検 索 言 語 会話型検索言語 ス対応 自動翻訳による外国語DB

自然言語検索 の利用

8ビ ッ ト,16ビ ッ ト,32ビ

共 マ イクロコ ンピュー タ技 術 ッ トCPU データベ ース操作性の大幅 次世 代 コン ピュー タ研究

フ ァイル操作用 にプロセ ッ な向上 成果の活用
通 サ専用化

基 機 械 翻 訳 機械翻訳シズテムの試行 対象分野の拡大 言語学の研究の進展

大規模辞書集大成
盤

文字 ・文節単位→複合文節 知識ベース導入による自然
技 日 本 語 処 理 単位 言語処理

術
文書形式の標準化

AI及 び アル ゴ リズ ムの確立 とLS デー タベー スへ の人工知能
エキ スパ ー トシステ ム 1化 技術の本格的適用

(注)中 期課題お よび長期課題 と,各 時点 において試用 レベル以上にあ ることが見込 まれ る技 術開 発課題で あ り,一 つ

の 目安 と して の時 期を付記 してあ る。
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3.3ネ ッ トワ ー ク 関 連 技 術 の 動 向

望 ましい情報 ネッ トワー クとデータベース構成 にっいて,こ こでは主 に技術的な側面 か ら検討す る。

3.3.1コ ンピュータ通信技術

(1)情 報ネッ トワークの特徴

情報ネットワークとは,情 報処理を行うためのコンピュータを中心に,情 報を伝達するための

通信網,及 び端末機を統合 し,コ ンピュータと電気通信設備を利用して行 う情報の伝達 ・処理 シ

ステムのことであり,次 のような特徴を持っている。

① ソフ トウェアの共有

使用頻度が低いソフ トウェアまたは共同で使用できるソフ トウェアを共有することにより,

効率が高まり重複投資が避けられる。

② データベースの共有

一既存のデータベースを利用することにより,自 己開発の必要がなくなるとともに,自 前デー

タベースを他のデータベースと組み合わせて利用することにより利用価値が高められる。

③ ハー ドウェアの共有

単独では保有できない他のコンピュータや特殊な情報機器で もネットワークを通 して利用す

ることができる。

④ 複数システムへのアクセス可能性

単独の端末機か ら複数の システムやデータベースにアクセスできる。

⑤ 拡張性'

他のネットワークへ接続 して機能拡張ができる。

このほか,特 にコンピュータ ・ツー ・コンピュータのネットワークの場合には,さ らに次の

特徴が加わる。

⑥ 処理負荷の軽減

あるコンピュータの処理負荷がオーバーロー ドした場合 他のコンピュータの利用によって

負荷を軽減できる。

⑦ 信頼性の向上

複数のコンピュータのバ ックアップにより,コ ンピュータや通信網の障害への対策が容易と

なる。

⑧ 能力の補完

複数のゴンピュータの接続によって単独の場合以上の能力 ・機能の向上が期待できる。
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(2)情 報 ネ ッ トワークの基本構 成

情報 ネ ッ トワークの主要な構 成要素 は次 のよ うな ものである。

① ホス ト計算機

情報 ネ ッ トワークの中核 と して,情 報 の処理 ・蓄積 と情報の授受を行 う。大規 模なデー タベ

ースを扱 う場合
,一 般には汎用 コンピュータが用 い られ るが,情 報ネ ッ トワー クにおいて はパ

ー ソナルコ ンピュータで もホス ト計算機 とな りうる
。

装
置

網
制
御

図3-4情 報ネットワークの基本構成(公 衆回線形式)

② デ ータ端末装置(DTE)

キ ャ ラクタ端末(TTY),デ ィスプ レイ端末(CRT)の ほか,コ ンピュータやパ ソコン

など,情 報ネ ッ トワー クに接続 され る端末機器の総称。

特 に近年 は,デ ィジタル通信技術の発展 に伴 って,異 なるメデ ィア間の変換 が容易 とな り,

フ ァクシ ミリや ビデオテ ックス(キ ャプテ ン ・システムを含む)な ど多様 なマルチ メデ ィアへ

の関心が高 まっている。

③ 通信網

私設通信回線は別と して,日 本電信電話㈱(NTT)の 通 信回線 は,一 般 に従来 の加入電話,

電 信サー ビス,回 線交換 データ網,パ ケ ッ ト交換 データ網等か らなる 「公衆回線形 式」 と一般

専用サー ビス,INS,ISDN等 の 高速デ ィジタル通信網や衛星通信 サー ビス等 か らな る

「専用回線形式」 とに分 け られ る。

一31一



表3-2通 信回線の比較

A.機 能

通 信 網

主 要 機 能

公
衆
電話

網

回線
デ

交|換
夕
網

パ 換

ケ デ

ッ1

ト タ

交 網

専
用
回
線

L

A

N

衛

星

網

↓

R

情
報
メ
デ
ィ
ア

立 「ゴ=
日 戸コ ○ ○ .○ ○ ○

文 字 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

デ ー タ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

画像(静 止) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

画像(動 画) ○ ○ ○ ○

情 形

報 態

ア ナ ロ グ ○ ○

デ ィ ジ タ ル ○ 0 ○ ○ ○ ○

速

度

低 速 ○ ○ 〃 ○ ○ ○

中 速 ○ ○ ○ ○ ○ ○

高 速 ○ ○ ○ ○

通 処

信 理

有 ○ ○

無 ○ ○ ○ ○ ○

B.利 用 分野

ディ ジタル

デ ー タ 網

回 線 交 換 網
通信密度が高 く,1日 当りの通信時間が長 くない,

中距離の通信に適 している。

パケット交換網 通信密度が低 く,中 距離以上の通信に適 している。

既 存

アナログ網

公衆電話回線網 通信密度が低 く,近 距離の通信に適 している。

専用通信回線 通信量の多い場合に適 している。

資料:小 野欽 司 「コ ンピュー タ通信 」(昭 和61年)
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・ISDNと は

従来の電気通信網では,伝 送される情報に対応した通信網が作 られていたが,多 様化する

通信のニーズに経済的にこたえるために一つの通信網で異なるタイプの情報メディアを扱っ

たり,一 つの端末で複数の情報を扱うマルチメディア通信の必要性がでてきた。また通信網

のディジタル化,端 末のインテ リジェント化が進むなかで,通 信と情報処理の融合 した高度

な情報通信システムが出現 し,音 声,デ ータ,画 像を統合化 して伝送 ・交換するサービス総

合ディジタル網(ISDN)の 開発が進められ,今 春より稼働の予定である。

専用回線の場合は,通 信が特定の相手に限定され,使 用頻度が少ないとコス ト高になること

から,通 常は公衆回線が比較的多 く利用されている。

他方,公 衆回線の場合は回線の通信時間に比べて接続時間が長いこと,通 信速度が通常1200

bit/secに 限定 されること,ノ イズが少なくないことなどの問題が指摘 されている。但 し,

回線交換,パ ケット交換等のディジタル通信技術の普及にっれて急速に改善されつつあるが,

大量データの転送にはなお多くの問題をかかえている。

情報ネ ットワークに用いる通信網の選択にあたっては,特 に利用者の立場からすれば通信料

金が問題となるため,通 常の量 と頻度および距離を考慮する必要がある。

④ データ回線終端装置(DCE)

通信回線とデータ端末装置(DTE)の 間で相互の電気的 ・物理的な信号交換を行 う。公衆

電話網のようにアナログ回線の場合には変復調装置(MODEM),デ ィジタル回線のときに

はディジタル回線終端装置(DSU)が 用いられる。

⑤ 網制御装置(NCU)

公衆回線において,デ ータ通信に先立 って相手先をダイヤル信号で呼び出し,交 換接続を行

う。

⑥ 音響カプラ

電気的な信号を可聴周波信号に変換す るもので,電 話機の送受話器を用いてデータ転送が行

える。

なお,最 近ではモデム(MODEM),網 制御装置(NCU)お よび製品によってはプロ ト

コル(通 信制御手順)を 内蔵 した電話機(モ デムホン)が 比較的廉価で普及 している。プロ ト

コルとは,異 なるコンピュータ,端 末,通 信網等の構成要素間の手順と規約を定めたものであ

り,こ れによって情報ネットワークの分散処理やデータベースの共同利用等が保証 される。

(3)情 報ネットワークの形態

情報ネットワークの組み合わせパターンは,ホ ス ト計算機の地理的所在,ト ラフィック量,デ
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一夕端末の数 などによって ツ リー型 ,交 換型な どさまざまなバ リエー ションが考 え られ る。基本

的なパ ター ンはポイ ン ト・ツー ・ポイ ン ト型,バ ス型(マ ルチ ドロップ型),ス ター型,リ ング

型(ル ープ型)お よびメ ッシュ型の5種 類であ り,大 規模な ネ ッ トワー クだけでな く,LAN

(ロ ー カルエ リアネ ッ トワー ク)な どに応用 されてい る。

A.ツ リー 型 B.交 換 型

ホ ス トコ ン ピ ュー タ

端末

コ ソ ピ ューータ1
嬬末

図3-5ネ ッ トワークの組み合せパ ター ン

資料:江 村潤郎編 「コンピュータ百科事典」(昭 和61年)

① ポイント・ツー ・ポイン ト型

最も単純な類型であり,1本 の回線にホス ト計算機と端末が接続されることもある。この場

合の通信回線は直通回線 と呼ばれる。

② バス型(マ ルチ ドロップ型)

伝送路の途上にある多数の端末を1本 の回線で接続する。分岐型ともいう。回線 コス トが比

較的軽減される。直通回線に比べて,多 数の端末のデータを転送する必要があるので,ト ラフ

ィック量が多いときには端末で回線接続待ちの状態になることがある。

③ スター型

中央のホス ト計算機が通信を集中制御する。初期のデータ通信 システムはほとんどこの類型

に属する。ター ミナルコン トローラ(TC)を 介在させることによって,よ り少ない回線でよ

り多 くの端末を収容できる。PBXを 用いた構内電話交換 システムもスター型といえる。ホス

ト計算機に集中的に依存しているため,障 害時に対応 して装置を二重化するなどの措置を講 じ

る必要がある。
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④ リング型(ル ープ型)

幹線となる伝送路において各ノー ド(ス テーションともいう)間 を環状に接続する。ノー ド

を通 じてコンピュータと端末は,任 意の間で通信できる。

スター型,バ ス型(マ ルチ ドロップ型)と ともに, .LANや 構内通信 システムなど比較的小

規模なネットワークに多 く使われる。コンピュータや端末間の高速通信に適 している。なお,

専用のループコン トローラを必要とする場合には,各 ノー ドが対等関係にある リング型 と区別

してループ型と呼ばれることもあるが,区 別は曖昧になりつっある。

⑤ メッシュ型

すべてのコンピュータ,端 末間を直通回線で結ぶ。一般にn台 のコンピュータ,端 末を接続

するにはn(h-1)/2本 の通信回線が必要となる。大規模なネッ トワークでは,障 害や ト

ラフィックの輻綾(一 時的に通信要求が集中して交通渋滞に似た状態になること)に よる通信

状態の悪化を防 ぐため,幹 線部分をメッシュ型にすることが多い。
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A.ポ イ ン ト ・ツ ー ・ポ イ ン ト型

コ ソ ピ昌一' 抱 末

B.バ ス型(マ ルチ ドロ ップ型)

D.リ ング型(ル ープ型)

コ ンピュー タ

E.メ ッ シ ュ 型

コ ン ピ ュー タ1

C.ス タ ー 型 コ ン ピ ュ'一 夕2

端末3

資料:江 村潤郎編 前掲書

図3-6ネ ッ トワークの基本パ ター ン
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(4)パ ソ コンネ ッ トワーク

パ ーソナル コ ンピュータ(パ ソコン)の 普及を背景 と して
,郵 政省では昭和59年1月 「パ ーソ

ナル コンピュータ通信 に関す る調査研究会」を設置 し,昭 和60年1月,OSI基 本 参照モデル

(ISO:国 際 標準化機構 の標準に もとつ くモデル)に 依拠 してパ ソコン通信用の プロ トコルを

標準化 し,日 本語 テ レックスの場合 と同様,推 奨通 信方式(JUST-PC)と して告示 した。

その内容は,通 信回線 と して公衆電話網を用 いる こと,通 信プロ トコルはアダプタまたはパー

ソナル コンピュータに内蔵 され た もの とす ること,画 像情報 を通信で きること,と いった もので

あ る。

電 子 掲 示 板

『

一

ー

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 電 子 会 議
一

一

電 子 メ ー ル
一

オ ンライ ン
ショッピング

ホ ー ムバ ンキ ン グ

一 トラ ンザ ク シ ョ ン ー

一 トラベル(予 約等)

一 ゲ 一 ム

文献データベース等

デ ー タ ベ ー ス

一 一 般 情 報 提 供

SIG,フ ォーラム

一般掲示板

リアル タイム型

非同時型

オンライ ン電子 メール

通常 メール

テ レックス接続

図3-7パ ソ コンネ ッ トワー クの主要 なサー ビス

パ ソコ ン通信人 口は全国で5万 人をこえ るといわれ
,メ ーカー系列の ネ ッ トワー クのほか,各

地 に同好のネ ッ トワー ク ・グループが増加 している。 パ ソコンネ ッ トワークの主 要なサー ビスは

次の ような ものであ る。
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① 電子掲示板(BBS)

パ ー ソナル コンピュータを用 いた公衆掲示板(BvlletinBoardSystem)で あ り,現 在 のパ

ソコンネ ッ トワー ク ・サー ビスのなかで最 も多 く利用 されて いる。

アメ リカのTheSource,CompuServe等 の 商用データベ ースで は,SIG(SpecialInterest

Group)と 呼 ばれ る細かな ジャンルを設 けて,利 用者が任意 の場所 にメ ッセー ジを送 ったり,他

の利用者 のメ ッセー ジを読んだ りす ることがで きる。

② 電子 メール(ElectronicMail)

利 用 者の専用の登録番号(ID番 号)に 対応 したボックスをホス ト計算機の メモ リ上 に与え

られ,他 の利用者 との間で当該の ボ ックスを通 じて メ ッセー ジをや りとりす る。

.③ 電子会議(ElectronicConference)

複 数 の利用者が コンピュータを通 じて特定のテーマにっ いての討論を行 う。必ず しも リアル

タイムで行 う必要はな く,メ モ リに貯 え られた情報 をいつ,ど こか らで も呼 び出せ るので 全

員が同時 に参加す る会議 とちが って,各 自の時間を有効 に利用 しなが ら会議 を進 めることがで

きる。

なお,最 近 は以下の ような通信 ソフ トウェアの整備によ り,パ ソコ ンネ ッ トワー クがデータ

ベース検索 に広 く用 い られて いる。

・メニ ュー方式 によるホス トシステム選択機能

・通信時のパラメータを前 もって登録で きるパ ラメータセ ッ トア ップ機能

・VAN等 の データ通信網 に対す る接続手続を 自動化す るオ ー トログオ ン機能

・データ通信時の通信速度 とプ リンタの印字速度のちが いを調整す るフロー コン トロール機能

・データフ ァイルの送受 機能

・オー トダイヤル機能

参考:パ ソコンネ ッ トワー クの事例 －COARA

COARAと は,大 分パ ソコン通信アマチ ュア研究協会(Computer-Comm-Unicationof

OitaAmateurResearchAssociation)の 略称 であ り,昭 和60年5月 に同好 グループと して

発足 した ものであるが,現 在 の事務局 は閲大分県地域経済情報セ ンターに置かれて いる。

現在 の会員数 は,県 外か らの参加者 を含め400人 を こえる。昭和61年 度 には地域INS

推 進 事業 に指定 された。地域 外の メーカー系列等のパ ソコン ・ネ ッ トワークとオ ンライ ン

での接 続 も進め られて いる。昭和62年4月1日 か らは,ホ ス ト計算機をパ ーー一・一ソナル コンピ

ュ一 夕か らミニ コンに代替 し,通 信回線を4回 線か ら8回 線に増設,う ち2回 線をパ ケッ

rト交換対応 とす るなど国 内で は最大級の地域 ネ
ッ トワークシステム となる ことが見込 まれ

て いる。
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注:ホ ス ト計算機 は昭和62年4月1日 か ら ミニコン(パ ナファコムA-30)に 代 替 され る。

図3-8パ ソ コンネッ トワー クのCOARAの 概 念図

現在 のCOARAは,パ ソコンネ ッ トワークと地域づ くりに関心 を持つ人び との同好の

域 を必ず しも脱 して いな いが,今 後は中小企業事業者 の会員を増 や して同業種 ・異業種交

流の機会の拡大,ミ ニ コ ンによるデータベ ース機能 の拡 充などを計画 して いる。

なお,㈹ 大分県地域経済情報セ ンターで は,昭 和62年4月 より汎用 コン ピュー タを中核

に した地域 情報 ネ ッ トワークシステム 「コロンブス」(Co㎜ －UnicationLocalNetworkBus

System)が 稼 動 す る。

「コロンブス」は,中 央 データベース(JOIS ,日 経NEEDSな ど)と 公衆回線 で,

中小企業事業団(SMIRS)や 他県 の情報セ ンター とはDDXで 結 び,さ らに県下11カ

所 の情報拠点(市 区町村 ・商工会議所 ・商工会)の 端末を結んでネ ッ トワーク化 し,当 面,

中小企業の情報収集の代行検索等 を行 う。

料金等が確定 した段 階で,中 小企業者のパー ソナル コンピュータ等 と接続す ることが検 討

されて いる。

3.3.2相 互運用性(イ ンターオペラビリティ)

相互運用性 とは,各 種の情報機器,デ ータベース等の情報システム相互間の最も広い意味での互換

性のことである。ある情報機器と情報 システムを異なる機種の上に置換できることだけでなく,利 用

者の眼からみればあたか も同じ装置を使いっづけているかのようにみえることを相互運用性があると

い う。

た とえば,同 じ技術情報 に関す るデ ータベースであ って も,プ ロデ ューサやデ ィス トリビュー タが
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違えば操作メニューやコマン ドの形式が異なり,利 用者にとっては不便を強いられることが多い。 し

かもこのように眼にみえる部分だけでな く,デ ータその ものを表現する物理的 ・論理的構造が異なる

ためシステム間での交換が必要であったり,さ らにその変換方法がシステムによって異なるなど,相

互運用性にかかわる課題は数多 く残されている。

このような問題を解消するため,工 業技術院における 「電子計算機相互運用データベースシステム」

をはじめ,標 準化の方策が検討されているが,今 後,こ れ らの動向を踏まえ,地 域内外のデータベー

スを活用するための相互運用性の問題を検討 しておく必要があろう。

3.3.3ニ ューメディアの応用

近年の画像通信技術,音 声応答技術等の発達と多様化する情報ニーズの増大は,電 話 ・新聞 ・テレ

ビ等旧来のメディアとは異なった,あ るいはこれ らが相互に融合 した,新 しいメディア ー ニューメ

ディアー の出現をもたらした。企業誘致や リゾー ト開発促進のための地域行政情報(優 遇措置の状

況,基 盤整備 ・開発計画の概要等)や 観光ガイ ド等のアメニティ情報の提供にっいては,ニ ューメデ

ィアの利用 も有効と考えられるのでその動向にっいて もみておく。

従来のデータベースは,構 築にコス ト・時間を要 し,情 報内容は専門的な ものが多 く,検 索方法 も

代行検索業者を必要とするほど複雑であり,ま た出力形態も文字 ・数値等が中心であった。これに対

しビデオテックスに代表されるニューメディア型のデータベースは,IP(InformationProvider:

情報提供者)と して容易に参入が可能であり,情 報内容は経営情報 ・天気予報 ・ショッピング情報 ・

タウンガイ ド等広範囲にわたり,テ レビ受像機やパソコンを使うため検索方法 も比較的分り易 く,ま

た出力形態も数値 ・文字に加えて図表 ・音声等による形態 も可能であるなどの特徴を有する。

今後ニューメディアの進展とともに,デ ータベース市場は拡大 してい くことが予想されるが,同 時

に専門家向きの従来型データベースと万人向きで汎用的なニューメディア型データベースとの二方向

に発展 していくものと考えられる。

ニューメディア型データベースは,今 後 レジャー ・趣味 ・生活情報等家庭や個人生活 レベルにまで

浸透 してい くものと予想されるが,そ の普及 ・拡大に際しての課題は,い かに利用者の情報ニーズを

把握 し,そ のニーズに対応 した安 くて使い勝手の良いデータベースを構築 していくかにかかっている

と思われる。

〈ニューメディア型データベースの例〉

このようなデータベースのための新 しいメディアの代表的なものとしては,ビ デオテックス,VR

S,CATV,パ ソコンネッ トワーク,文 字多重放送(テ レテキス ト),ANSER等 があげ られる。

以下にこれ らの概要を述べる。(な お,パ ソコンネットワークにっいては別項を参照されたい。)

(1)ビ デオテックス

ビデオテックスは,コ ンピュータとテ レビ受像機 パソコン等の端末を通信回線を介 して結び,
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静止画像情報を提供する双方向図形通信システムで,通 信と処理の融合によって生まれた新しい

メディアの一つであり,日 本では1984年11月 に 「キャプテン1が 商用サービスを開始 した。

ビデオテックスには,一 般公衆を対象としたパブリック型 ビデオテックスと特定の企業や地域

を対象としたプライベー ト型 ビデオテックスとがある。とくに最近,パ ブリック型に加えて,プ

ライベー ト型にも関心が高まってきている。特定の企業グループや地域の需要にきめ細かに応 じ

ることのできるプライベー ト型 ビデオテックスは,企 業における社内情報や地域社会での生活関

連情報などを提供するための広報メディアとして有力なツールであることから,次 第に普及 しつ

つあり,公 共行政,観 光,シ ョッピング,求 人求職など各種地域密着型情報分野での利用が期待

されている。

表3-3各 国のビデオテックス開発年表

年 内 容

1973 イ ギ リス 「ビューデータ」 プロ トタイプ公開

1976 イ ギ リス 「プレステル」パイ ロッ ト実験

イギ リス 「プレステル」商用実験

1978

フ ラ ンス 「アンテ ィオープ」プ ロ トコル発表

イギリス 「プレステル」商用開始

1979 カ ナ ダ 「テ リドン」プロ トコル発表

日 本 「キ ャプテ ン」第一期実験

西 ドイツ 「ビル トシルムテキス ト」 フィール ド実験
1980

カ ナ ダ 「テ リドン」 フィール ド実験

フラ ンス 「テ レテル」実験

1981 カ ナ ダ 「グラス ツール」サー ビス開始

AT&TPLP発 表

フランス 「電子電話帳」サービス開始
1982

日 本 「キャプテン」第二期実験

NAPLPS北 米標準に設定される
1983

ア メ リカ 「ビュー トロン」サー ビス開始

「ビル トシルムテキス ト」商用 開始

1984
「キ ャプテ ン」商用開始

(出典:通 産省 「高度情報処理システム動向調査」)
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(2}VRS

VRS(VideoResponseSystem:画 像応答システム)は,コ ンピュータとテレビ受像機等を

・結んだ画像情報システムである。このシステムの特徴は,広 帯域伝送路を使用 しているため音声

付カラー静止画または動画を提供できる点にある。

NTTで は1977年 以来実験サービスを行 っており,将 来は医療,不 動産,観 光,教 育等の分野

における利用が期待される。

(3)CATV

CATV(有 線テレビジョン放送)は,も ともと難視聴対策を目的とした施設が大部分であっ

たが,最 近になってCATVの 双方向機能と情報提供手段としての有用性が注 目され,'高度情報

化時代のニューメディアの一つとして,い わゆる都市型CATVに 対する関心が高まっている。

1986年2月 現在,13件 の都市型CATVが 郵政省の許可を得ている。将来CATVは,文 化 ・教

育,福 祉 ・医療 地域行政,セ キュリティ,レ ジャー等の分野での利用が期待される。

(4)テ レテキス ト(文 字多重放送)

テレテキス トとは,テ レビジョン放送電波のすき間を利用 して,放 送中の番組とは別に文字や

図形で構成 された静止画情報を提供するものであ り,現 在はNHK等 テレビ局や新聞社が中心に

なって事業化に取 り組み,サ ー ビスが開始されている。

テレテキス トは,放 送局等の情報提供者から送 られる数多 くの情報の中から,受 け手がニーズ

に応 じて欲する情報を随時に選択できる点に特徴があり,天 気予報 ・ニュース ・交通情報 ・ショ

ッピング情報 ・レジャー情報等の各種生活関連情報や広報広告情報など,幅 広い分野の情報提供

ツールとしての可能性を有 している。

(5)ANSER

ANSERは,電 話機からの問い合わせに対 し,コ ンピュータからの対応を音声等に変換 して

出力するメディア変換システムであり,音 声 と符号という異種 メディアによる通信を行うマルチ

メディア通信システムの一種ともいうことができる。現在は,残 高照会や入金通知,解 約受付,

オーダ ・エントリーなどに利用されている。

一42一



4.地 域開発支援型情報システム構築
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4.地 域開発支援型情報システム構築における基本方向の検討

41地 域開発支援型情報 システムの概要

4.1.1シ ステムの全体像

(1)シ ステムの基本方針

地域開発支援型情報システムは,企 業立地 ・技術開発 ・人材育成 ・リゾー ト開発 ・基盤整備等

の地域開発を促進するために,マ ルチメディアに対応 した情報処理技術を活用 して,こ れ らに必

要な地域情報(数 値 ・文字 ・文書 ・図形 ・地図情報)を 企業 ・地方自治体 ・関係機関等に提供す

るものである。

従って,そ の目的 ・利用ニーズ及び運用上の観点から,当 システム構築に係る基本方針を下記

のとおりとする。

① 数値情報,文 字情報,文 書情報,図 形情報,地 図情報の処理及び表現を主体とするビジュア

ルでわかりやすい情報を提供できること。

② 日本語 メニ ューや対話型の操作方式により,操 作を簡易にすること。

③ データの入力 ・更新が容易であること。

④ 汎用性が高 く,シ ステムの拡張が容易で且つ他のシステムとの連係が可能であること。

⑤ コンパク トで,コ ス トパ フォーマンスの高いコンピュータシステムであること。

⑥ システム及びデータはセ ンター側で一括管理する集中管理システムであること。

⑦ データ収集から分析 ・計画にいたる作業過程で,省 力化 ・合理化が図られること。

以上の基本方針に基づいて,以 下に地域開発支援型情報システムの概要をまとめてみる。

(2)提 供情報

地域開発支援型情報 システムで提供する情報 ・情報形態 ・地域範囲は以下のとおりとする。

① 提供す る情報にっいては,今 回実施 したア ンケー ト調査結果に基づき,重 要度の高い情報か

ら,ま た比較的に入手が容易な情報から優先的に整備 してい く。

② 情報形態にっいては,各 情報の特質に応 じて,数 値(人 口 ・面積等の統計情報)を 中心に,

文字 ・文書(企 業名簿 ・観光ガイド等)や 図形(開 発計画図 ・地形図等)の 形態で提供できる

ものとする。

③ 情報の地域範囲については,市 区町村を中心に,地 域ブロックや県及び九州全体の単位で提

供するとともに,施 設や路線等の情報にっいて も提供できるものとする。

(3)ソ フ トウェアの構成

本システムのソフ トウェアは,大 きく分けて,デ ータベース ・DBMS・ 地理情報 システム ・

各種応用 システムから構成する。
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データメ ンテナ ンスシステム

(数 値 ・文字 ・文書 ・図形 ・

地図デー タの更新)

計画 ・立案 ・意思決定支援

システム

(条件検索システム等)'

計画 ・評価 ・予測 シ ミュレー

シ ョンシステム

…一ーi外部DBと の 情報 ネ ッ トワー クシステ ム

ー一…i末 端利 用者 との情報 ネ ッ トワー クシステムi

図4-1地 域開発支援型情報システムのソフ トウェアの構成

次に,地 域開発支援型情報 システムを構成するソフ トウェアにっいて,一 部その概要を述べる。

① データベース

本システムのデータベースは,指 標系データバンクと座標系データバンクとで構成する。な

お,指 標系データバ ンクは数値データ ・文字データ ・文書データ ・図形データで構成し,座 標

系データバ ンクは地図データで構成す る。

また,構 造化モデルを使用する場合は,応 用システムの拡張性等を考えると,現 段階では関

係型モデルが適当であると思われる。

② 地理情報システム

・デ一夕メンテナンスシステム

デ一夕の初期入力は,作 業効率等の点か ら,一 括作成バ ッチ処理で行 うことが望ましい。

また,デ ー タの修正.更 新 は,そ の作業⑳ 大・]・等が考 え られ るため,一 括作成バ ・チ処

理又は会話方式の両方式により行えるものとする。
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・データ指定検索システム

データ指定検索については,情 報のみならず地域の検索が不可欠である。また,情 報の検

索については,数 値や文字はもちろんであるが,文 書や図形の検索 も実現する必要がある。

・画像処理システム

画像処理機能としては,地 図データ(座 標データ)の 画像化 ・カラー表示,ラ ンク別のハ

ッチング,部 分拡大縮小等の機能を実現するとともに,光 ディスク等によるイメージ処理機

能の活用にっいても,検 討 しなければならない。

また,座 標データによる地図とイメージデータによる地形図との重ね合わせ機能について

も検討する必要がある。

・各種応用システム

計画 ・立案 ・意思決定 システム(デ ータ条件検索システム等)に っいては,末 端利用者の

ニーズに応 じて,利 用頻度が高いと思われるものから順次開発する。

シミュレーションシステムについては,地 域経済分析等の一環 として,比 較的に多 く利用

されている商圏シミュレーションや将来人口予測 システム等の開発から開始 し,各 システム

の有用性 ・操作性の向上を図っていく。

将来的には,AI技 術等の動向を注視 しっっ,「 地域経済分析 システム」や 「地域開発計

画策定 システム」等の高度な機能を有 したシミュレーションシステムの開発を行う。

(4)ハ ー ドウェア等の構成

ここでは,分 散処理 ・集中管理を基本方針にした 「地域開発支援型情報システム」を運用する

ために必要と思われるハー ドウェア等の概要にっいて述べる。

なお,こ のハー ドウェアシステムの構築にっいては,投 資効率の観点から,一 挙に大掛りなも・

のを構築することは適当でなく,最 初は当該情報システムのセンターとなる機関の現有機器を活

用するなど,比 較的小規模なハー ドウェアシステムか ら開始 し,利 用率の増加に応 じて逐次理想

的なシステムにしていくことが肝要である。

(全体のネットワーク構成)

① 本システムにおいては,基 本的には当該情報 システムのセンターに蓄積されているデータベ

ースを,各 末端利用者の端末機から自由に利用できるものとする。

なお,端 末機への出力形態として,画 面表示 ・プリンター印字 ・ダウンロー ド機能を実現す

る。また,フ ァクシミリへの出力について も可能とする。

従って,図4-2に 示すようなネットワークシステムを構築する。
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外部DB

FAX
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キ ー ボ ー ド

`

コ

国

難,

光 ディスク 情報 セ ンター

コ

回
関係機関

向

‥

…

画
地方自治体

図4-2末 端 利用者 との情報ネ ッ トワークシステム

② 通信手段については,現 段階では利用料金等の点から,ま ず電話回線(ア ナログ)網 を使 っ

たパソコン通信の利用が考え られるが,通 信速度や通信手順の問題があり,将 来的にはISO

等のインターオペラビリティの動向を見っっ,ISDNな どを利用することが望ましい。

③ 外部データベースの利用については,基 本的には当該センターがデータの効率的蓄積の一環

.と して,磁 気テープ等(オ フライン)に よるデータ入手を行 う場合やダウンロー ド(オ ンライ

ン)に よるデータ入手を行う場合とが考えられ る。

また,企 業等の各利用者に対 して,外 部データベースの代行検索サービスを行うことも可能

であるむ

なお,末 端利用者(端 末機)が 当該センターのホス トコンピュータを介 して,外 部データベ

ースの利用を行うという形態を考えた場合,地 域開発支援型情報 システムにVAN機 能を付加

し洛 外部データベースに係る操作↑生の統一化やガイ ド撒 を具備することにより沫 端利用



者の利便性が向上 し,利 用の促進が図られることになろう。

しかしなが ら,こ の利用形態には利用契約上の問題があり,各 末端利用者のID登 録や情報

料金負担等の問題を解決 しなければならない。

(センターのハー ドウェア構成)

① センターのコンピュータは全システムの中枢であり,セ ・ンター処理機能はもちろん,各 種の

'オ ンライン処理機能を有するとともに
,各 末端利用者の端末機を管理できる機能を持つことが

重要である。 この管理機能の一つとして,利 用状況を把握するためのロギング機能が必要とな

るが,こ れについては企業秘密に係る問題 もあることから,ロ ギング情報の漏洩防止対策を講

じなければならない。

また,セ ンターではデータの入力 ・蓄積 ・出力等のための周辺機器を設置 しなければならな

い。従って,セ ンターには主に図4-3に 示すような機器が必要となる。

集鶯 ▽_/国
磁 気 ← 一一一→レ
テ ィスク

集 中 デ ータベー ス

肇零 一 ー

データベースのバ ックアップ

データベースの保 存

ディスプレイ ← 一ー ーー レ

キャラクターデ ィスプレイ

漢 字 デ ィスプレイ

グラフィックデ ィスプレイ

各 ハ ー ドコ ヒ。一

タ イ ム シ ア リン グ

処 理

会 話 型

リモー トバ ッ チ

処 理

トラ ンザ ク シ ョ ン

処 理

リモー トバ ッ チ

処 理

M鵠　
一 デ ィ ジ

タ イザ

ー 一([}D
ドラムキ ャナ ・イメージスキャナ

ローカルバツ孟
理 一 →6ヲ(フ ラット～ ト型'

XYプ ロッ タ ー

図4-3セ ンターコ ンピュータに必要 とされる機器

② 座標データは,デ ジタイザー及び ドラムスキャナー等により入力できるが,外 注による方法

も考えられるので,機 器の導入に当たっては両者の経済性を十分に検討することが肝要である。

③ 当該情報 システムでは,数 値や文字データの他にイメージデータの要請があるため,磁 気デ
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イスク装置や磁気テープ装置はもちろん光ディスク装置やイメージスキャナについても必要と

なっている。

④ また,図 形情報の出力ではカラー表示が重要であり,そ のためグラフィックディスプレイや

カラープリンタ及びXYプ ロッターが必要となる。

(末端利用者のハー ドウェア構成)

末端利用者の端末機 としては,一 般的にパーソナルコンピュータが適当であり,周 辺機器と

して磁気ディスク装置やフロッピィディスク装置及びシリアルプリンタ又はレーザープリンタ

やファクシミリを接続 したものを基本構成にすることが望ましい。

また,こ のパソコンにはOAツ ールを装備する必要がある。つまり,セ ンター側のデータベ

ースか ら端末機側にダウンロー ドしたデータを一旦磁気ディスクやフロッピィディスクに格納

し,再 度そのデータを端末機が持つOA機 能を活用して編集 ・加工等を行うことにより,情 報

の有効利用が可能となる。

端末機

セ

ン

タ

ー

コ

ン
ピ

ュ

ー

タ

図4-4末 端 利用者のハー ドウ ェア

4.1.2実 現性から見たシステムの構想

データベース構築にあたり,開 発コス トの主要な部分は,1っ がシステムそのものであり,も う1

っはデータの入力である。

データベースシステムの技術は,地 理的実体を実現する論理構造のモデル化技術,物 理的表現の技

術,デ ータベースマネージメントの技術,座 標データベース関係の技術 操作性を向上させるための

ハー ドウェア技術等,い ろいろな技術を必要としている。

これ らの技術的問題を1っ1っ 解決 して システムの開発を行うためには多大な時間と共にコス トを

要するものである。

現在のハー ドウェアの技術的進歩を見ていると,加 速度的なスピー ドで進歩しているが,そ の反面

ソフ トウェア関係の技術の極端な進展は,望 むことはできない状況下にある。
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そのため,最 終 的 システムを最初 か ら築 き上 げるのではな く,ま ず,ス タ ン ドアロー ン型のパイ ロ

ッ トシステムでの開発 を行 い,そ の上で,充 分 な運角テ ス トを重ねた上で,パ イロ ッ トシステムのバ

ー ジョンア ップを図 りなが ら最終 的な情報 システムの形を築 き上 げてい く方が ,コ ス トパ フォーマ ン

スの視点 か ら考えて も,有 効で ある と思 われる。'

以 降はこのパ イロッ トシステムの概要 を述べて い くことにす る。

4.2パ イ ロ ッ トシ ス テ ム の 概 念 設 計

4.2.1ハ ー ドウェアの構成

地域開発支援型情報 システムのパイ 『ッ トプラ ンと して,ス タン ドアロー ン型の システムの最小構

成単位 と して図4-5の 様 な機 器構 成で 検討す る。

パ ー ソ ナ ル

コ ン ピ ュ ー タ

固 定ディス ク

40MB

160MB

図4-5地 域開発支援型情報 システムのハー ドウェア構成図

4.2.2ソ フ トウェアの機能

(1)シ ス テム構成

地 域開発支援型情報 システムのデ ータベースは,「 指標 データバ ンク」.と 「座標 データバ ンク」

か らなる。

さらに,こ れ らのデー タバ ンクの情報 は,「 面 」(市 区町村区画等)「 線」(河 川 ・鉄道 ・道

路等)「 点」(施 設等)の3っ の要素か らな っており,「 面 」～ 「点 」は図4-6の よ うな階層

性を持 った構成 とす る。
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/

A
/府 県＼
/器醗 ＼
小学校区レベル

/町 丁又は.。 シ。レベル＼

/ 街区。ベル ＼

図4-6デ ータバ ンクの階層

これらのデータバ ンクから,多 角度な地域情報を検索 ・加工編集 した結果を,自 由な組合せに

よって,リ ス ト・統計表 ・マップ ・グラフなどのかたちで出力できるものとする。

大 きくは,出 力系と入力系に分かれ,出 力系では下図のように大きく分けて3階 層に分ける。

① 出力条件の設定
出力条件の設定

マップや リス ト等,出 力に必要な設定を行 う。

② データファイル編集

データファイル 出力に必要なデータを設定条件に合わせてデータファイルの編集

の 編 集 を行 う。

③ 出 力

編集 されたデータファイルによって,各 々の出力方法(マ ップ ・
出 力}

リス ト等)で 出力する。

また入力系では,出 力系と同様3階 層で構成する。

入力条件の設定 このように,オ ペ レーション,運 用性,さ らには,拡 張性を考え

力

て,処 理システムの簡素化を計り,シ ステムを設計することが重要

入

であると思われる。

次に今度は操作面から,

に分類 される。

システムの構成を見て行くと,次 頁の様

データファイル

の 編 集
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1
1.情 報 の検索 ・出力

2.条 件 検 索

3.情 報 の入力 ・修正

11

情報の検索 ・出力における

出力条件の設定

条件検索における

出力条件の設定

情報の入力 ・修正における

入力条件の設定

出 力 出 力 入 力

実際 の画面(メ ニ ュー)で は,図4-7の 様 な対話型の メニ ューとする。

① 情報の検索 ・出力

② 条件検索

③ 情報の入力 ・修正

この3つ のサブシステムは,シ ステムを

起動 したとき,最 初にディスプレイに表示

する起動画面(図4-7)か ら,必 要な作

業を選択することにより,容 易に使い分け

ができるようにする。'

必要な作業を番号で選択 し,テ ンキーか

ら入力すると,そ れぞれの作業が開始され 図4-7デ ィスプレイに表示される

るが,そ れからはディスプレイに表示する 起動画面

画面の中で,そ の作業に必要な事柄を逐一表示し,操 作する方は,そ れに応答するという形で,

あたかもコンピューターと対話を楽 しみながら気軽に作業が進められるように配慮する。

データベース(数 値および座標)を 利用した検索 ・画像処理 システムは,シ ステムの基本方針

に記載のとおり,操 作が簡単で日本語 メニュー対話型により地図情報を主体とする情報を取扱 う

わかりやすい情報システムでなければならず,そ の機能は複雑多岐にわたる。

検索ならびに画像処理の主な機能は次のとおりであり,こ れ らの機能を組み合わせ システム

構築を行 う。

1.地 域開発支援型情報システム

1情 報の検索 ・出力

2条 件検索

3情 報の入力 ・修正

0終 了

次の作業を選択して下さい 口 ばん
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図4-8検 索ならびに画像処理の主な機能
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出 力 情報 の元 定 出力方法あ指定

地

域

開

発

支

援

型

情

報

シ

ス

テ

ム

指定 した

ブロックの検索 ・出力

指定した

市町村の検索 ・出力

指定 した施設の

周囲Nkm圏 の検索 ・出力

指定した市町村の

周囲Nkm圏 の検索 ・出力

指定した路線の

線側N㎞ 圏の検索・出力

全域 の検 索 ・出 力

指定 した

..ブロックの検索 ・出力

指定した

市町村の検索 ・出力

'

離 した職 の

周囲N㎞ 圏の検索 ・出力

嘉定し姉 町村・

周囲N㎞ 圏の検索 ・出力

蒜 篇 。.、カ

1.1ブ ロック情報の

入力 ・修正

2'
・輌 情報《

,.修 正

a
、酬 襯 の入か 修正

図4-9

市 町村情報

個 別 情 報

路 線 情 報

ブロック情報

市 町村情報

個 別 情 報

指標の追加 ・修正 ・削除

デー タの入力 ・修正

指標の追加 ・修正 ・削除

データの入力 ・修正

指標の追加 ・修正 ・削除

名称の登録 ・修正 ・削除

データの入力 ・修正

指標の追加 ・修正 ・削除

データの入力 ・修正

シ ス テ ム の 全 体 構 成 フ ロ 一
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(2)機 能の概要

地域開発支援型情報システムの主要機能は,次 のような内容とする。

表4-1地 域開発支援型情報 システムの主要機能

出 力範 囲 出力範囲の内容 出力情報 出 力 内 容

全 ブロ ックの ブロック情報を プロッ

全 ブロック情報

情報ファイル ク単位で出力する。
域

(例 えば福岡県 な 全市町村の市町村情報を市町村単位
の 市町村情報

ど)の 全域を検索 ・ で出力する。
検

出力の対象にする。 全施設の個別情報を施設単位で出力
1 索 個 別 情 報

す る。

●

出

力
〕

路 線 情 報
全路線の路線情報を路線単位で出力

す る。

情
指 指定したブロックのブロック情報を

ブロック情報
報 一 定 地域情報ファイルの ブロック単位で出力する。

し 中か ら指定 したプロ 指定した市町村の市町村情報を市町
の 部 市 町村情報

た ック(複 数指定可) 村単位で出力する。

検 地 ブ につ いて のみ検索 ・ 指定 したブロックの個別情報を施設
個 別 情 報

口 出力の対象にする。 単位で出力する。
索 域

ツ 指定 したブロックの路線情報を路線
路 線 情 報

● の ク 単位で出力する。

指定 した市町村のブロック情報は
出 検 指 ブロ ック情 報

地域情報 ファイルの 出力不可。
{

力 索
疋

中か ら指定 した市町 指定した市町村に関する市町村情報
し 市町 村情 報

■ 村(複 数指定可)に を出力する。

出
た

っいてのみ検索 ・出 指定した市町村に関する個別情報を
市 個 別 情 報

力の対象にする。 出力する。
力 町

指定した市町村に関する路線情報を
村 路 線 情 報

出力す る。

一54一



出 力 範 囲 出力範囲の内容 出力情報 出 力 内 容

指 地域情報ファイルの 指定 した施設の周囲nkm圏 内のプロ

定 中か ら指定 した施設
ブロック情報

ック情報を出力する。

し (例えば○○駅など 指定 した施設の周囲nkm圏 内の市町
市 町村情報

た 周 複数指定可)を 中心 村情報を出力する。

施 囲 に半径nkmを 設定 し 指定 した施設の周囲n㎞ 圏内の個別
1 一 個 別 情 報

設n その圏内の情報を検 情報を出力する。

■ 部 のkm 索 ・出力の対象とす 指定 した施設の周囲nkm圏 内の路線
路 線 情 報

圏 る 。 情報を出力する。
情 地

指 地域情報ファイルの 指定 した市町村の周囲n㎞ 圏内のプ

報 域 定 中から指定した市町
ブロ ック情報

一

ロック情報を出力する。

し 村(複 数指定可)を 指定 した市町村の周囲nkm圏 内の市
の の 市 町村情報

た 周 中心として半径nkm ド

町村情報を出力する。

検 検 市 囲 を設定してその範囲 指定 した市町村の周囲n㎞ 圏内の個
個 別 情 報

町n 内の情報を検索 ・出 別情報を出力する。
索 索

村km 力の対象とする。 指定 した市町村の周囲nkm圏 内の路
路 線 情 報

■ ● の 圏 線情報を出力する。

地域情報ファイルの 指定 した路線の線側nkm圏 内のプロ
出 出 指 ブロック情報

{
中から地域内を通過 ック情報を出力する。

力 力
疋

する指定 した路線 指定 した路線の線側nkm圏 内の市町
路 線 市 町村情報

(例えば鉄道・道路・河 村情報を出力する。
線 側 }川など)を中心

に幅n 指定 した路線の線側nkm圏 内の個別
のn 個 別 情 報

km

kmを設定 してその線 情報を出力する。

側圏内の情報を検索 指定 した路線の線側nkm圏 内の路線
圏 路 線 情 報

・出力の対 象とす る。
1

情報を出力する。
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情報 作 業 の 内 容

条件検索は,デ ータの検索 ・出力を行う際に,あ る制限条件をあらかじめ設定 し
H 各

て,そ の条件に適合 したデータを検索 して加工 ・集計を行い出力する。
■

種 例えば,人 口総数が5000人 以上の市町村を対象に,そ こに住む20才 代人口がどれ
条

くらい居住しているか?と か,○ ○駅の周囲4km以 内の市町村の工業出荷額がど
件 情

れ くらいか?な ど業務の目的に合せて,種 々の条件を設定 して検索することがで
検
報 きることとする。条件は同時に3っ まで設定するとする。

索
検索 メニ ューはrI.情 報 の検索 ・出力」の場合 と全 く同 じとす る。

情報 作 業 種 別 作 業 の 内 容

皿

・

情

報

の

入

力

・

修

正

プ

ロ

ツ

ク

情

報

指標の

追加 ・修正 ・削除

追 加 ブロック情報のファイルに新たに指標を追加する。

修 正 既に入力されている指標を修正する。

削 除 不要になった指標を削除する。

名称の

登録 ・修正 ・削除

登 録 ブロック名称の新規登録を行う。

修 正
ブロック名称の修正を行う。(但 し,特 別な理由が生

じたときのみ修正する)

削 除 ブロック名称の削除を行 う。

データの

入 力 ・修正

全対象の単一項目の修正:全 てのブロックについて,そ れぞれ

に含まれている共通の指標や項目を修正する。

単一対象の全項 目の修正

ある特定のブロックに含まれる指標のすべての項目を修正する。

市

町

村

情

報

指標の

追加 ・修正 ・削除

追 加 市町村情報のファイルに新規指標を追加する。

修 正 既に市町村情報に入力している指標を修正する。

削 除 不要になった指標を削除する。

名称の

登録 ・修正 ・削除

登 録 市町村名の新規登録を行 う。

修 正 市町村名の修正を行う。

削 除 市町村名の削除を行う。

デー タの

入力 ・修正

全対象の単一項 目の修正:全 ての市町村について,そ れぞれに

含まれている共通の指標や項目を修正する。

単一対象の全項目の修正

ある特定の市町村に含まれる指標のすべての項目を修正する。
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情報 作 業 種 別 作 業 の 内 容

皿

.

情

報

の

入

力

・

修

正

個

別

情

報

指標の

追加 ・修正 ・削除

追 加 個別情報のファイルに新規指標を追加する6

修 正 既に個別情報に入力している指標を修正する。

削 除 不要になった指標を削除する。

名称の

登録 ・修正 ・削除

登 録 個別情報の施設名称を新規登録する。

修 正 施設名の修正を行う。

削 除 不要になった施設名の削除を行 う。

データの

入力 ・修正

全対象の単一項目の修正:全 ての施設について,そ れぞれに含

まれている共通の指標や項 目を修正する。

単一対象の全項目の修正

ある特定の施設に含まれる指標のすべての項 目を修正する。

路

線

情

報

指標の

追加 ・修正 ・削除

追 加 路線情報のファイルに新規指標を追加する。

修 正 既に路線情報に入力している指標を修正する。

削 除 不要になった指標を削除する。

名称の

登録 ・修正 ・削除

登 録 路線名称の新規登録を行う。

修 正 路線情報の施設名称の修正を行 う。

削 除 不要になった路線名の削除を行 う。

デー タの

入力 ・修正

全対象の単一項 目の修正:全 ての路線にっいて,そ れぞれに

含まれている共通の指標や項目を修正する。

単一対象の全項目の修正:あ る特定の路線情報の施設に含まれ

る指標のすべての項目を修正する。

作業種別 作 業 の 内 容

フロッ ピーデ ィス クの データを,ハ ー ドディスクに入力 して,フ ァイル

登 録
IV の登録を行う。
・

デ

ー

タ

ハー ドデ ィス クに登録 されてい るデータを,フ ロッピーデ ィス クに保存

す る。
の 保 存
保
存
・

登

(ハー ドディスクのエ リアを空けるため削除する前に,デ ータを保存する

必要があるとき使用する。)

録 ハ ー ドデ ィスクの ファイル とデータを削除す る。

削 除
(ハ ー ドデ ィスクのエ リアを空 けるときに使用する。)
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(3)基 本的な画面 と作業の流れ

① 共通画面と特定画面

このシステムを使用 して作業を行 う場合,デ ィスプレイの画面と対話形式で,そ の都度画面

上に作業内容が表示され,作 業者が これに応答する形で作業を進める。

作業の進行中,ど の作業でも必ず出て くる基本的な画面を 「共通画面」といい,特 定の作業

で出て くる画面を 「特定画面」とよび,多 くの作業は一定のパターンで共通画面が出てくる形

の中に,必 要に応じて特定画面が登場するという流れにする。

② 基本的な作業の流れ

1)手 順1の 画面

起動画面の次に必ず出て くる画面である。

この画面は,地 域別の情報ファイルを指定するための画面で,1～4の 番号をテンキーか

ら入力すれば自動的に次の画面に進む。

情報ファイルは新規に登録すれば,増 すことも可能であり,ま た,順 序を入れ替えること

もで きるものとする。

手爪1{Atuフ ァイルの指定

手順2出 力樋口の指定
手爪3出 力情任の指定

手M4出 力方法の指定

手爪5出 力

1.福岡市全域

2.1高岡市中央区 ・13多区

3.tl岡 市早良区

一
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2)手 順2の 画面

手順1に 続 く画面。ここでは出力範囲を指定する。

範囲は,手 順1で 指定 した地域の全域か,ま たは一部の限定した地域を指定することで決

ま る。

必要な情報の内容により指定する。

【tnfQの 検 席、 出力 】

手Ml{n任 フ7イ ルの指定:福 岡 ㌣

手煩2出 力範囲のlva
手M3出 力t,1Qの 指定

手爪4出 力方法の指定

手m5出 力

L全1ま
2.指定 したゾーン(1まr2tr`定可)

3.指定 した町丁(次 敗脂定可)
4.指定 した施設の田田Nkm囚0又 写戊脂定可)

5.指定 した町丁の田田Nkm図(ra;kts定EJ)
6.指 定路線のは餌Nkm図

猫r…賄

〔 】ttん
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3)手 順3の 画面

手順2に 続 く画面。1～4の 情報の

中か らどれかを指定すると,そ の指定

に従って矢印で示した画面に流れて行、

きそれぞれの作業を行う。

(情 報の検索、出力 】

手順1情 賃ファイルの指定:東 京6副鹿西3区

手順2出 力範囲の指定 ‡全域

手順3出 力M報 の指定

手順4出 力方法の指定手順5出 力

1.ソ ーン情 報

2.町 丁1服

3.日 別情趣

4.路 線情 報

一

1路轟,"ty"),g,"

{★ 分 離 】

A.工 躍によ壱》1貝

8.文 連:‡…件によ●」書損!没

1.臼』
2,退■

3.「`1迫

`

1小 分sq】

小分双e毒 刃て■宣して下Sい

α]∪一
1符広図6の 遭膓{1 【aヨ/払 ロ 】

P柘ε1'1

5弓 筒 口z ■号m嘱z 岳'} 描 桔 名
《1腿栖環 9区 間距劇'

10厩 切定紋一 ・鐙 詣
東芝田〔ξ口∫5擦

京王活量芹の軍旗
曳量漏玉川囎
.小 田急電ξt」8■F

.

トン皐ル迫堤11
1z揚 熔徒口

13

.

早故是1字民
`

ロ コ

指杁コを●弓で選択して下●い[===】 もξん

一 腿ユ…

1人 分m】

A.況 隙t二よる分限
1.公 共系

2.叙`系
;.烏 貝・句卜ービス爪

4.信授 ・tU弼rt
5.ttV.文 化慕

,6.庄 断
7.宿 泊 ⑳レツ?-r,

8.又 脳 件による18惣没
8.烏 曝上の:n只 只

(小 分sa1
●

1,膨培即?
2.鞄万躍礪

3.m互 讐{lf
4.口開金田

5.生o口 恥
6.」…PAli

小分頚⑦●弓て冑宣して下きい

0口iflt－
t旋n!nreの 遣n, t金 融x…/邸 市sglrハ

白目を誘弓て選択して下きい 口 ばん

,1'

大 半1
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4)手 順4の 画面

出力する範囲や情報の指定が終 ると,検 索結果を画面に表示する出力方法を決めなければ

ならない。画面に出力する方法は次の9種 類で検討する。

口 ばん

実際に画面に出力するには,選 択した指標のデータ形式及びデータの属性あるいは指標の

選択数などによって,出 力できる方法に制約がある。

手順1～3の 指定により,デ ータを検索 し,集 計 ・加工 ・編集する過程で,出 力可能な方

法を自動的に判断 し,画 面中段の枠内に出力方法を表示する。従 って,枠 内に表示された出

力方法のどれかを指定することになる。

5)出 力指定の確認

この画面は,今 までの作業で指定した内容をもう一度確認することと,コ ンピュータの出

力体制を整える為に設け られたものである。

手順1か ら4ま での指定 した項目を確認する。
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{拍 碇のt貝;r,,出 力1

乎1町〔・1{n仮 フ7イ ル の1旨定:栢 岡m

手M2出 力範 囲 の指定:全3
tf・lq3出 力`nl日 のtli;it:肋 別{,1tH

乎M4出 力方 法 のlsu:リ ス ト

界川5出 力

当翻

出 力1旨定 に`11UいhttlVtUt

Yliiキ ー(PF6}を 押 して 下 きい.

6)出 力

手順1～ 手順5で 設定された出力条件に従って検索,フ ァイル編集を行い,設 定された出

力方法に従って出力する。

次頁に出力例を示す。これらの各出力表示においても,各 出力単位の機能として以下の機

能が必要であろう。・

リス ト・グラフ:・ データ値によって昇順 ・降順に並べ替える。

・各地域の構成比を表示する(リ ス トの場合)。

・各指標の平均 ・合計値を表示する。

マ ッ プ=・ 表示された地域の名称が確認できる。

(階級値 ・数値 ・分布)・ マップの任意の地域において拡大 ・縮小が自由にできる。

・階級値マップにおいては,ラ ンクを自由に設定できる。

散 布 図:・2指 標間の相関を回帰式と相関係数か ら知ることができる。

・2指 標の相関を基に地域をタイプ別に分割 し,そ れをマップで表

示できる。

一62一



リ ス ト

【リ ス ト 〕 全 域 のlli区 町 村 相 相
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1
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階級値マップ

階級区分 件裏

目
o.7

4.4 98

目
a2

0.7 98

閨
一〇.3

0.2 99

園
－a7

一α3 99

目
一2a8

一匠7 99

町村情報

圃 人口62年(人)
tsoOo)nm

－ 平均26218PCI[E1/33

45000060COOO古0000

グ ラ フ

[グラフ]全 域

リヨ お

通学流入臨く%)

め

一・平 均

o
市
市
市
市
市
市
区
市
区
区
区
区
区
市
区

。

島

保
西
米

北
南

本

69
分
簡

良
質
多

児

世
相
留

倉
倉

 嚥
纏
頭
吠
蟷
碓
訟

鏑
課

鎧

碓
鵡
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散 布 図

)万

-

(

店

3

益 ・

1

②

田 l

X

全域

広域市町村圏

X軸:人 口62年

(人)
Y軸:小 売業商店数

(店)

×

XO由 中 位 数:143255

Y軸 中 位 数:2249.

Y=462919

十12844.624

R=ag92

X癖
遮/

∬

e

X軸:

1

人 x1Pl21(万)

2

PF6 終 了
PF7 次の作業
PF10 コ ピ一

口62年
ノ 士

と

騒

国
画

l

n

o

W

PF6

FF10

PF12

.コ ー

認
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分布マップ

匡亟=回 匠亜=亘 国璽[=刀[亘画=圃

㊥
地 域
九州全域

6A福 岡銀行門司
6A'福 岡銀行門司駅前
5A福 岡銀行若松
5A福 岡銀行二島
5A福 岡銀行戸畑
5A福 岡銀行沢見
5A福 岡銀行三萩野
5A福 岡銀行小倉
5A福 岡銀行小倉西
5A福 岡銀行城野
5A福 岡銀行南小倉
5A福 岡銀行北九{印】
5A福 岡銀行北九市

レ ー ダ ー チ ャ ー ト

C

A

.

・n【・.

F

..

、、、

ー

/''
'
'

、、、

''

'
''

'

5

印

-

留1

●一

〆

ゴ

/.'''

、、、

.、

''

'

/
/
f

、、、

、

＼

・直

8

.
.
・

`

hU

・

.
●
,

.

.

.
・
ぶ
4

.

.

E

レーダーチャート

指定された市区町村名

中間市

記号 指標名

(全 域の平均)

A:入 口62年

(26218.2)

B:事 菊 所紙数

G(1353.7)
C:建 …登業事菊1斤数

《117.4)

D:製 造 業事業所数

(98.6)

E:卸 ・小売事業所数

(675.3)

F:金 融 ・保険事業所

(21.2》

G:ザ ー・ビス業事業所

戦 ・平均との割合(%)、,(蒜 差㌔ 獅 数
(44.1)
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(4)シ ミュ レーシ ョン

アプ リケーシ ョンの ソフ トとして は,テ ーマによって各種 の ソフ ト開発が考 え られ るが,利 用

頻度 と開発 コス ト等を見 きわめて,ど の よ うなソフ トを整 備すべ きかを決定すべ きである。

ここで は,地 域計画 の策定 におし・てよ く用 いられ る 「商圏 シミュレー ション」 「人 口予測 シ ミ

ュ レー シ ョン」について,そ の概要を述べ る。'

① 商圏 シ ミュレー ションシステム

あ る商業施設 を配置 した場合,そ の施設が どれだけの購買力を吸引す るか,ま た既存の商業

施 設にどの程度の影響を与え るのかを測定す るためには普通,小 売吸引モデル によるシ ミュ レ

ー シ ョンが用 い られ る
。

1)モ デ ルの説明

小売吸 引モデル は,通 常,パ フモデル ・パ フ修正モデル ・MCIモ デ ルが用 い られ るが,

その概要 は次の とお りであ る。

表4-2小 売吸引モデルの概要

モ デ ル 名

モ デ ル 式
変 数 名 モ デル式の意味 適 用

Uij 【引i地 区の消費者にとっ {P小 売吸引力によって3つ の

=買 物施設1がi地 ての買物施設jの 魅力度 公式はいずれも2っ の競合都

区にいる消費者に Uijは 」の規 模 と. 市の相互関係を対象としたも

対 して持つ魅力度 ij間 の時間距離 と2つ の であ るが,パ フモデ ルは

(吸引力) の変数によって きめ られ (都市内の)多 数の商業集積間

Pij る 。 における消費者の空間的な選

=居 住地区iに いる 択行動をモデル化したもので

パ フモデル
消費者が所与の買 〔2}Uijは 比率Sj/T ある。

※D.L.Mf.1964
物施設jへ 買物出 ijλ に正比例するとみ ② パ フモデルによ って商圏域

Uij
Pi卜 ・

向する確率 なす。 を推定することが できる。

OUij Sj また圏域内の各地図からの買

Σ

1・1

=買 物施設 」の規模
{3}i地 区の消費者が買物 物出向確率をそれぞれ推定す

Si
Tij 施設jを 選 ぶ確率は,利' ることがで きる。

－
Tijλ

=

=消 費者の居住地区 用可能な買物施設のそれ (3}各 競合買物施設別の吸引顧

"Sj iか ら買物施設j それの魅力度の総和の中 客数を推定することがで き

Σ 一
」・lTijλ

への時間距離 に占めるj施 設の魅力度 る。

λ の割 合に等 しいとする。 {4}こ のよ うにパ フモデルは,

=種 々な買物出向に はじめての本来の意味での小

ついての移動時間 ω パ ラメー タの λは商品 売商圏モデルと称することが

の効果を反映する 別の買物行動実態調査結 できる。

ように経験的に推 果に もっと も良 く適合す ⑤ 買物施設が変化したさいに

定 され るパ ラメー るよ うに推定 され る。 消費者の買物行動がどう変わ

タ るか(づ まり.各 買物施設 そ

n れそれの吸引顧客数がどう変

=利 用可能な買物施 化するか)を 予測することが

設の数 できる。
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モ デ ル 名
変 数 名 モデル式の意味 適 用

モ デ ル 式

Pil・Sj・Tijλ U}基 本的な型 はパ フモデ {Dパ フモデルの改良 型であ り

・nは パ フモデ ルの ル と同 じで ある。 ただ, 精度 もパ フモ デルよ り良 くな

場合と同じ パフモデルでは規模Sの る。

パフ修正モデル ベキ指数 を1と し,時 間

距離Tの みにベキ指数をμ

Pij =種 々な買物出向に 使用しているのを改めて

Sjμ っいての規模の効 規模のべキ指数μ,時 間
一
Tijλ 果を反映するよう 距離のべキ指数をλとし

=

'Sjμ に経験的に推定さ て買物出向確率を求める。

Σ 一
」・1Tljλ れ るパ ラメー タ (2)μ と λと2っ の パラ メ

一夕は実態調査結果に基

つ いて推定 され る。

(3)モ デル式 の意味 はパ フ

モデルの場合と同様

Pil 消費者の買物施設選択行 U}パ フモデル ・ハ フ修正モ デ

=i地 区の消費者が 動は規模と距離との2要 因 ル ・MCIモ デルを総称 して

MCIモ デル
j買 物施設へ出向 だけで規定されるものでな

"パ フ型 モデル'と 呼称す る と

(Miultiplicative
する確率 く,そ の他 に各種の定量 的 すれば,左 の数式で示される

Co皿pctitive

Xkij 定性的要因によって作用さ モデル(MCIモ デル)は,

InteractionModel )
=i地 区 の消費者が れ るとす る。

"パ フ型のモデ ル"の 一般型 と

※
買物施設に対して み ることがで き る。

中西&Cooper.1974
もっk番 目の買物 Pil=f・(規 模 ・距 離 ・そ

パフモデルの場合は

. 施設特性 の他の要因)
βIX

`i」 →Sj

Pil
βk β2

×2u→Tij－ λ
8βk'

nx駕`」
k●1

=k番 めの施設特性
ハフ修正モデルの場合は

に関 す るPijの 感= βlX
l川 →Sjμ

nρ

ΣnX村 、i
・1

応度を示すパラメ

ータ
β2×
2i,→Til'λ

(2)規 模と距離以外の要因としa

=買 物施設特性を示 て は,業 態 ダ ミー,大 型店 ダ

す変数の数
ミー,業 種数,全 業種 と規模

n
立地点 ダ ミー,ア メニテ ィ

=買 物施設の数 (快 適度)な どが考 え られ る。
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2)シ ュ ミレー シ ョンモデルの結果 ・出力事例

シュ ミレー シ ョンの条 件指定が完了す ると,下 図 メニ ューで 出力情報 を指定す ることによ

り出力事例1～5を 自動 的に出力す る。

シ ミ ュ レ ー シ ョ ン 計 算 ・ 出 力
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出 力 事 例3

施設名

.居1 .ヒ地 名
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出 力 事 例4
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出 力 事 例5

1h圏 内

入 店

2㎞ 回 内

B店

3㎞ 圏内

G店

H店

買回品の 市内モデル でのシ ミュ レーシ ョン姑来
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0』00

251539.2256171⑨ ら

3.1933.252

10.4938.845

53695.454645.8

1s6981.728

10.380

O.366

11.044

791.7

0.308
15.}54

39037.5

.694

13.083

346750.0

2.466

10.789

40S2.

0.726
10.662

979.9

0.492
15.180

172ら.9

0.375

e.998

816.8

0.317

39899.2
1.732
11.164

3532S8.2

2.512
9.11E

4135.8

0.741

8.823

1007.4

0.SO6

12.800

ケ ー ス4'ケ ー ス5

28000,02ら000.O

S8705.2`7377.8

2.097、1.974

24230.5、25`98.2

.44?1.S23

3.32s-1.733

260826.9265472.9270062.6

3.3113.3703.428

7.1885.5353.902

55599。656550.057487.3

1.758・1.7881.818

7.202S.6164.051

1763.81802.51840.6

0.3830.3920.も00

6.9474.9062.898

842.2867.8.893.3

0.3270.3370.347

9.9557.219.496

ら0750.641581.342382.ら

ln7681.8051.839

9.2697.4195.63S

3S9783.1366274、6372666.1

2.5592.6052.650

7.4365.7664.122

4216.9

0.7SS
7.034

1034.6

0.520
10.461'

420S.O

O.769

5.312

1060.6

0.533

8.192

4369.1

0.783

3.679

1085.7

0.545
6.023

② 将来人口予測

人口の予測にもいくつかの方法があるが,こ こでは,傾 向線のあてはめによる予測を掲げる。

モデル式

1)単 純延長法による(人 口)予 測であり,過 去の傾向がそのまま将来とも続 くとの仮定を前

提 とした推計法である。

都市人口を時間の関数として表わ し,当 該都市の過去の人口の推移か らモデル式を決定 し,

求めるべき将来の時間を代入 して回答(将 来人口)を もとめる。モデル式の決定の方法は最

小二乗法による。

P=f(t)(P:人 口,t:年 次)

一般に次のような種類がある
。
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①
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③
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⑤ ロジスティ ック曲線

y=
K

1十me-at

ノ
K

K
－2

m
o

κ

」
・

・>o

t

x'-5で 唯一 の変曲 点をも5,c

の変曲点 に回 して対 称である.

⑥ ゴンペルツ曲線

y=K・obt

ソ

1〈

5… 一;?:<1…

ロくもほ コ

。」一 「一 「

X、-llre.一 の変曲点をGS.ζ

の震曲点に対 してヲ1…幻祢 である.

操作の基本的流れ

(開 始)

起 動

データ設定

データ加工

傾 向分 析

予 測

出 力

(終 了)

a.キ ーボー ドにより時系列データを入力する。

b.又 は,DBの 中から該当する時系列データを選択する。

データ設定で選択 したデータに対 して,時 点情報を付与 し

たり,期 型を変更 したりして加工を行う。

a.時 系列をグラフで表示 し,あ てはめるモデルを選択する。

b.パ ラメータを推計 し,モ デル式を作成する。

モデル式に予測年次を代入 して予測を行う。

結果の出力(グ ラフと数表)
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4.3フ ァ イ ル の 構 成

当システムば 複数地域のデータを臓 可能 とし,そ の1個1個 の単位を情報・・イルと呼・sミ・

× × ××01

情 報 プ ア イル

× × × ×02

情 報 プ アイル

ー ー 一 一 一 一 一 一]

× × × ×03

情 報 フ ァ イル

× × × ×ON

情 報 フ ァイル

図4-10情 報 ファイルの構成

データの展開は,情 報 フ。イル単位 で出力す る.図4-1・ の 様 に共通 フ・イルとN個 の情報 フ ・イ

ルとで構 成す る。

共通 フ ァイル とは,各 情報 フ ァイルに共通す るフ ァイルであ る。

また情 報 。 。イルは,・ 。イル名の後 に"・1","・2"… ・という様・・翻 を付 けて他の情報フ ・

イル と区別す る。

な いが,ワ ー クファイルは作業用 フ ァイル

であ り,常 に内容が書 き換え られ るものと プ ロ グ ラ ム

な る。

情報 。。イル もまた詣 縣 ・ 。イルと座繰 ・ ・イルとに区別す る・座標 ・・イル は,マ ・プ表

示す る際泌 要 なX,Y座 標 の ポ… が 入 ・た・・イルで あ・・指縣 ・・イルは・上言己以外のす

なわち,デ ータ値 や町丁 名等 が登録 された ファイルで ある。
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このシステムで使用する情報ファイルは図4-11の ような構成で,対 象とする地域の様々なデータ

を,情 報 レベルに応 じて整理 し,容 易に検索可能なデータベースとして編成する。

情 報
.名 称

指 標 デ ー タ

面

の

情

報

地 域

1

ゾー ン情報 ← ゾ ー ン 名 ← 一 ゾー ン指標 糾→ デ ー タ

⊥ 1

川

↑ ↑

自動 集 計

↑ ↑

巨情 糾

→

→ 町 丁 名

→

』 町 麟 一 デ ー タ

T「 「[「]一

``●

自 動 集 計

点

の

情

報

↑ |
個 別 情 報 ← 施 設 名 ←坤 施 設指 標 杵→ デ ー タ

線

の

情

報

路 線 情 報 ←→ 路 線 名' ・ 路 線 指 標 糾→ デ ー タ

図4-11地 域 情報 ファイルの構成

地域情報は,ゾ ーン情報 ・町丁情報は面の情報,個 別情報は点の情報,路 線情報は線の情報に分類

整理 し,そ れぞれの情報は検索 ・出力する選択に応 じて互いに有機的に結び付いて出力情報を編集す

ることとする。また,そ れぞれの情報にファイルされているデータは,対 象に応 じた属性 と,情 報 レ

ベルに対応 した内容を持ち,指 標というデータ名によって代表 させる。

このシステムを使用 して作業をするとき,必 要な資料を得る為には,ど の情報 レベルのどのデータ

を検索 ・出力するか判断する手掛かりとして,各 レベルの情報にファイルされている指標名を,予 め

知っていると便利となる。
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このようなデータベースの構築にあたって本 システムでは,ま ずその元 となるデータを大きく 「指

標系」と 「座標系」に分けて説明することとする。

[指標名]

・指標を下表に示すように面 ・点 ・線の3つ の要素に区分する。

1.面 の情報

校区 ・町丁 ・メッシュ等の区界線で囲まれた区域全体でもつ情報,人 口 ・事業所数等

.の定量情報と用途地域等の定{生情報がある。

2.点 の情報

駅 ・公共施設 ・商業施設等の各種施設や,交 差点 ・橋 ・インターチェンジ等,点 の性

格をもった情報群である。

3.線 の情報

道路 ・鉄道 ・河川等,線 の性格を もった情報群である。

ノ

・また本 システムで は,指 標 を構築す るとき,図4-11の よ うな地域 レベ ルに従 って ファイルを作

る。

図4-11指 標構築のための地域 レベル

・この場合各地域レベルは以下のように定義する。

地 域:単 数市区町村または複数市区町村から形成される一定の領域

ゾーン:任 意の町丁を組み合わせて形成される一定の領域

町 丁:○ ○町○丁目で表現され る領域

[座標系]

・座標系のデータも,指 標系と同様に面 ・点 ・線の3つ のファイルから構成する。

・この座標系に要求される事の中で最 も重要なことは,「 場の考え方の相違によって起こりうるい
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ろいうな要求への柔軟な対応」を可能にするデータベース機能をいかに持つかであり,本 システ

ムではこの点を考慮 して前掲 した地域 レベルのピラ ミッド図の下方に向かって地域を 「細分化」

していく機能と逆に上方に向か って地域を 「括る」という両方向への自由な作業選択の中で各種

情報をファイルし,検 索 ・加工 ・集計 ・編集できる機能を もたせる。

地区を分散する機能 地区を括る機能

4.4具 体的方向の検討と今後の課題

地域開発支援型情報システムの開発及びデータベースの構築は,先 にも述べた通 り,パ ソコン上で

パイロットシステムを開発 し まず運用テス トから始めて徐々にシステムアップを図って行 くという

長期的な計画のもとに逐次実施 していく必要がある。従 って,シ ステム化の推進にあたっては,次 の

ような方法をとることが望ましい。

4.4.1パ イロットシステムの構築

第1ス テップ:ま ず,本 格的な地域開発支援型情報システムの構築に先立って,シ ステムに対する

ニーズを明確にする。

第2ス テップ:第1ス テップでのニーズを踏まえて,パ イロッ トモデルとしての地域開発支援型情

報システムの開発を行 う。

第3ス テ ップ:上 記パイロッ トシステムにより,実 際の運用を通 して機能,操 作性,ニ ーズ等の再

検討を行い,シ ステムの拡大,デ ータベースの再構築を図って行 く。

なお,パ イロッ トシステムの開発に当っては,ま ず昭和63年 度において,パ イロットシステムとし

て対象とすべき地域開発分野の絞 り込みや末端利用者の明確化及びデータベース化すべき具体的情報

の選定やモデル地域の選定を行うとともに,実 現すべき地理情報システム及び各種応用システムの具

体的機能等を明確にした上で,そ の詳細設計を行わなければならない。
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さらに,昭 和64年 度においては,詳 細設計に基づいてパイロッ トシステムの開発を行うとともに

その運用及び評価を行うこととす る。

4.4.2情 報収集体制の確立

データベースシステムが有効に稼動 していくたあの条件の1っ は,こ のシステムで処理する情報を

いかに効率的に入手 し,蓄 積を図っていくかということであり,関 係機関との協力のもとに安定的か

っ効率的に収集するシステムを確立す る必要がある。

4.4.3経 済性の追求

データベースの構築運営にあたっては,ハ ー ドウェア ・ソフ トウェアに加えて,シ ステムの価値を

決定づけるデータの収集 ・作成などの初期投資及び情報の更新等の運営資金など多額の費用が必要と

なる。

従 って,ネ ットワークの設備やコンピュータ資源の効率的な利用により財政面からの負担の軽減を

図ることが肝要である。

そのため,外 部データベースの活用や現有のコンピュータ資源の有効活用を行うとともに,常 に情

報処理機器及び情報処理技術の開発動向を注視 し,廉 価で高性能なものへの更新についても配慮する

必要がある。

4.4.4そ の 他

システムの実際の運用に当っては,運 営主体及び利用料金にっいても,検 討 してお くことが必要で

ある。
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5.情 報の収集や利用状況に

対する実態調査





5.情 報の収集や利用状況に対する実態調査

5.1調 査 計 画

5.1.1調 査 の 目的

(1)調 査目的

本調査は企業立地 リゾー ト開発 技術開発 基盤整備の地域開発を支援す るにあたり,必 要

としている情報,収 集方法及び利用実態等を把握し 「地域開発支援情報 システム」の概念設計を

するうえでの参考資料とする。

② 調査の対象

企業立地関係 管内及び東北地域進出企業

技術開発 ・人材育成 管内の主要企業

リゾー ト開発関係 現在または将来,リ ゾー ト開発に進出,ま たは進出を予定 して

いる企業

基盤整備 管内各県と管内中核都市

⑧ 設定サンプルと回収状況

分 野 サンプル数 回 収 数 回 収 率

企 業 立 地 164 93 56.7

技術開発 ・人材育成 40 27 67.5

リ ゾ ー ト 開 発 10 9 90.0

基 盤 整 備 27 23 85.2

合 計 241 152 63.1

(4)調 査方法

郵送法(一 部 ヒアリングを含む)

(5)調 査時期

昭和62年10月27日 ～11月21日

㈲ 調査機関

地域開発支援型情報システム調査委員会
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5.1.2標 本 構 成

(1)業 種 別

商 情 研 そ 一サ 工
ン 電器製 報
プ 気具造 処 究 の

ル 機 業 理
数 業 械 業 業 所 他

100.0 69.9 17.2 20.4 6.5 3.2
一

企 業 立 地
93 65 16 19 6 3

一

100.0 88.9 一 7.4 一 3.7

技術開発 ・人材育成
27 24

一 2 一 1

100.0 22.2 一 一 一 77.8

リ ゾ ー ト 開 発
9 2 一 一 一 7

(2)経 営組織別

㌻
プ

抹

茶
云

有

理
云

合

套
云

合

負工

組1
;
他

個
人企

ル 社 社 社 社 合 法 業
数 人

100.0 98.9 1.1
一 一 一 一 一

企 業 立 地
93 92 1 一 一 一 一 一

100.0 100.0
一 一 一 一 一 一

技術開発 ・人材育成
27 27

一 一 一 } 一 一

100.0 100.0
一 一 一 一 一 一

リ ゾ ー ト 開 発
9 9

一 一 一 一 一 一

(3)資 本 金 別

サ 5 51 13 35 510 1050 50

ン 千 千 億 億 億 億 億 億 億 億 億 億
プ 万 万 円 ～ 円 ～ 円 ～ 円 ～ 円 円
ル
数
円 未
満
～ 未
満
未
満
未満 未
満
未
満
以上

100.0 12.9 14.0 24.7 8.6 7.5 11.8 20.4

企 業 立 地
93 12 13 23 8 7 11 19

10α0 33.3 7.4 18.5 7.4 7.4 14.8 11.1

技術開発 ・人材育成
27 9 2 5 2 2 4 3

100.0 11.1 一 22.2 11」 一 一 55.6

リ ゾ ー ト 開 発
9 1 一 2 1

一 一 5
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(4)従 業員数別

サ 『 1 50 100 300 500 1,000
ン ～ ～ ～ ～ ～ 人
プ 49 99 299 499 999

ル 以
数 人 人 人 人 人 上

100.0 8.6 10.8 16.1 9.7 21.5 33.3

企 業 立 地
93 8 10 15 9 20 31

100.0 11.1 7夕4 25.9 14.8 22.2 18.5

技術開発 ・人材育成
27 3 2 7 4 6 5

100.0 11.1 11.1 11.1 一 11.1 55.6

リ ゾ ー ト 開 発

9 1 1 1 一 1 5

(5)本 社所在地別(企 業立地のみ)

サ ンプル数 九 州 管 内 九 州管 外

全 体
100.0

93

41.9

39

58.1

54

(6)県 市別(地 方公共団体のみ)

サ ンプル数 県 市

全 体
100.0

23

26.1

6

73.9

17

5.2調 査 結 果 の 解 説

5.2.1企 業 立 地

(1)立 地因子

① 立地地域の選定理由

進出企業が立地地域を選定する場合をみると,第1位 が 「労働力の確保」56%,第2位 「市

場への輸送の便」43%,第3位 が 「県市町村の助成協力」34%と 続 き,第4位 以下はかなり少

なくなっている。

・ 業種別にみると,工 業では上位3項 目に対する比率が特に高く,中 でも電気機械器具製造

業では 「労働力の確保」や 「県市町村の助成協力」に対 しての要望がより高 くなっている。

なお,商 業では,「 人口密度」や 「他出店 ・競合状況」といった方により傾斜 している。
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・ 本社所在地別では,九 州管内の企業に比べ,九 州管外の企業の方が 「労働力の確保」・や

「市場への輸送の便」といった点により重きをおいている。

0
●

便

`

市
場
へ
の
輸
房

9.

oo

6。

0

0

0

0

0

5

4

3

2

1

0

」
交

通

の

便

人

口
竃

響

・馨

状

無

回

答

図5-1立 地 地域の選定理由ベス ト8(N・93)

表571業 種別 ・本社所在地別[iZ地地域の選定理由

サ 労 市 禦 人 交 関 他 原 無

ン 働 場 翰 市 助 口 通
連 出 銭 御 入

プ カ の へ 送 町 域
毒

の 会 の 店 台' 頼 手 回

ル 億 の の 村 協 便 社 近 ・ 状 の

数 保 便 の カ
馨

く 況 便 答

全 体

100.0 55.9 43.0 34.4 12.9 10.8 6.5 6.5 5.4 5.4

93 52 40 32 12 10 6 6 5 5

工 業

100.0 70.8 55.4 43.▲ L5 7.7 6.2 一 7.7 1.5

65 46 36 28 1 5 4 一 5 1

業
電気機械 100.0 93三8 50.0 62.5 一 12.5 12.5 一 6.3 一

器具製造業 16 15 8 10 一 2 2 一 1 一

種 商 業
100.0

19

5.3

1

10.5

2

10.5

2

57.9

11

2L1

4

5.3

1

26.3

5

一

一

10.5

2

情 報 100.0 66.7 一 一 一 16.7 16.7 16.7 一 16.7

処 理 案 6 4 一 一 } 1 1 1 一 1

別
10軌? 33.3 66・7 66.7 一 一 一 一 一 33.3

研 究 所
3 、1 2 .2 一 _」

'

二一
一 一

.
1

本
社 九州管内

100.0 38.5 28.2 30.8 28.2 7.7 10.3 12.8 2.6 10.3

所 39 15 11 12 11 3 4 5 1 4

在
地
別

100.0 68.5 53.7 37.0 L9 13.0 3.7 L9 7.4 1.9

九州管外
54 37 29 20 1. 7 2 1 4 1
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② 立地地点の選定理由

次に,立 地地点の選定理由では,第1位 に 「地価」をあげる企業が61%と,他 を大きくリー

ドしている。以下,「 県市町村の斡旋」29%,「 輸送施設の便」27%,「 道路状況 ・交通の便」

20%と 続いている。

・ 業種別にみて も,各 業種とも 「地価」をあげる割合が相当多いが,そ の他電気機械器具製

造業では 「電気 ・ガス ・水道などの安定供給」,商 業,情 報処理業では 「道路状況 ・交通の

便」など業種による相違が うかがえる。

・ 本社所在地別では,九 州管内の企業に比べ,九 州管外の企業で 「地価」,「 輸送施設の便」,

「県市町村の斡旋」などを重視する割合がより高 くなっている。

co

60

50

40

]e

20

10

61.3

無

回

答

羅▲
通

勤

の

便

居

住

.環

境

籔

蓮

輸
雇

護
の
便

ー
地

価

0

図5-2立 地 地点の選定理 由ベス ト8(N==93)
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表5-2業 種別 ・本社所在別立地地点の選定理由

サ 地 県 輪 道 居 通 工 電 無

気
ン 市 送 施 路 交 住 勤 場 立 ・ な

ガ ど

プ 町 の 設 状 通 頂 の 地 ス の 回
・ 安

ル 材 幹 の 況 の 境 便 頂 水 定
道 供

数 価 旋 便 便 境 給 答

100.0 6L3 29.0 26.9 20.4 12.9 11.8 10.8 9コ 6.5

全 体
93 57 27 25 19 12 11 10 9 6

100.0 70.8 35.4 36.9 9.2 15.4 12.3 13.8 13.8 3.1

工 婁
65 46 23 24 6 10 8 9 9 2

業
電気機械 100.0 68.8 313 31.3 12.5 25.0 6.3 25.0 43.8 一

器具製造婁 16 11 5 5 2 4 1 4 7 一

100.0 4τ4 15.8 5.3 47.4 5.3 一 一 一 10.5

種 商 業
19 9 3 1 9 1 一 一 一 2

情 報 100.0 16.7 一 一 50.0 16.7 33.3 一 } 16.7

処 理 業 6 1 一 一 3 1 2 一 一 1

別
1①0.0 33.3 33.3 一 33.3 一 33.3 33.3 一 33.3

研 究 所
3 1 1 一 1 一 1 1 一 1

本 100.0 5L3 23」 12.8 30.8 10.3 5.1 7.7 5.1 ▲2.8

社 九州管内

所 39 20 9 5 12 4 2 3 2 5

在
地 100.0 68.5 33.3 37.0 13.0 14.8 16コ 13.0 13.0 L9

別 九州管外
54 3了 18 20 7 8 9 7 7 1

③ 企業進出時の重要情報

企業進出時に重要視 している情報を10種類あげてもらった。

それによると,第1位 が 「土地価格の状況」の52%,第2位 が 「優遇措置等の状況」,「 雇

用状況」各39%,第4位 がF道 路の状況」38%,第5位 が 「土地面積」31%,第6,位 が 「人口

構造」30%と 続いている。

企業進出にあたっては,地 域の持つ人口,労 働力や地価などが重要な指標となっているが,

それにも劣らず自治体の協力が欠かせないものとなっている。

・ 業種別にみると,工 業に比べ電気機械器具製造業では全体に情報に対するニーズが高 く,

特に 「土地価格の状況」や 「雇用状況」をあげる割合は8割 を越えている。なお・商業では

「人口構造」や 「商業構造」が特に多いほか,研 究所で 「優遇措置等の状況」が第1位 にな

っている。

・ 本社所在地別にみると,九 州管外の企業では第1位 が 「土地価格の状況」,第2位 が 「雇

用状況」,第3位 が 「優遇措置等の状況」,第4位 が 「企業の状況」であるのに対 し,九 州

管内の企業では,ト ップの 「土地価格の状況」は変わらないものの,第2位 以下は,「 道路

の状況」,「 人口構造」,「 商業構造」などがあがっている。
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図5-3重 要 情報ベ ス ト10(N=93)

表5-3業 種 別 ・本社所在地別重要情報

サ 土 優 雇 道
.
土 人 県 労 企 鹿 討

.
商 無

'
・

ン 地 過 書 用 路 地 口
'別 賃

秦 要 領 察

プ 価 の 措 の 伏 の 面 構 就 の の 公 の 檎 回

ル 格 状 置 状 況 状 積 造 労 状 状 書 状 造

数 況 況 況 看 視 況 況 答

全 体

100.0 5L6 38.了 38.7 37.6 31.2 30.1 29.0 26.9 25.8 23.7 16.1

93 48 36 36 35 29 28 27 25 24 22 15

工 業

100.0 6L5 47.7 50.8 35.4 32.3 ▲6.9 33.8 29.2 35.4 62 16.9

65 40 31 33 23 21 11 22 19 23 4 11
婁
電気機械 100.0 81.3 62.5 8L3 62.5 37.5 凪8 37.5 31・『 5軌0

.

12.5 『

器具製造業 16 13 10 13 10 6 3 6 5 8 2 一

100.0 31.6 5.3 一 47.4 26.3 73.7 10.5 10.5 一 73.7 15.8

種 商 業
19 6 1 一 9 5 14 2 2 一 14 3

情 報 100.0 16.7 16.7 33.3 33.3 16.7 33.3 33.3 50.0 一 50.0 16.7

処 理 婁 6 1 1 2 2 1 2 2 3 一 3 1
別

研 究 所
100.0 33.3 100.0 33.3 33.3 66.7 3a3 33.3 3a3 33.3 33.3 一

3 1 3 1 1 2 1 1 1 1 1 一

本 100.0 43.6 28.2 20.5 4LO 33.3 4LO 23.1 12.8 17.9 4LO 17.9
社 九州管内 .

所 39 17 11 8 16 13 16 9 5 7 16 7

在
地 100.0 57.4 46.3 5L9 35.2 29.6 22.2 33.3 37.o 3L5 11.1 14.8
別 九州管外

54 31 25 28 19 16 12 18 20 17 6 8
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(2)情 報の必要度

進出企業が立地地域を選定する上で必要 と思われる66の情報を提示 し,そ の必要度を大 ・中 ・

小 ・不要に分けて回答 して もらった。

まずその中で,必 要度が最 も高いと思われる大(情 報)は15%,次 いで中(情 報)が14%,小

(情報)が10%と,数 字でみるかぎりでは半数以上が不要ということになる。なお,1社 当りの

平均必要情報数は大(情 報)で10種 類,中(情 報)9種 類,小(情 報)7種 類となり,必 要情報

の数は合計すると26種類となる。
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図5-4情 報の必要度

(3)情 報 名

先の問で提示 した情報名にっいて必要割合をみたが,こ こではその必要度順(大 ・中 ・小 ・不

要)に 具体的な情報名(ベ ス ト20)を あげてみていく。

① 必要度(大)

まず最初に最 もニーズの高い情報名からみていくと,第1位 が 「土地価格の状況」の53%,

第2位 が 「雇用状況」40%,第3位 が 「優遇措置等の状況」36%,以 下 「土地面積」,「 道路

の状況」と続いている。

・ 業種別にみると,工 業では 「土地価格の状況」が特に多いほか,電 気機械器具製造業で

「雇用状況」,「 優遇措置等の状況」,「 道路の状況」,「 電力事業の状況」,「 産業公害
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対策の状況」などのニーズが高 くなっている。また商業では 「商業構造」,「 大規模小売店

舗の状況」をはじめ,「 人口構造」や 「世帯構造」といった店舗や消費者に関する情報が,

情報処理業では 「企業の状況」を重視する割合が,他 の業種に比べると多く業種間での相違

がみられる。

・ 本社所在地別でみると,九 州管内の企業では 「商業構造」や 「大規模小売店舗の状況」と

いった商業関係のデータのニーズが高いのに対 し,九 州管外の企業では 「雇用状況」,「 優

遇措置等の状況」,「 企業の状況」,「 工業適地 ・不適地の状況」など地域情報に対するニ

ーズが高 くなっている。
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表5-4業 種別 ・本社所在地別必要度(大)

サ 土 ■ 優 土 道 企 人 商 県 労 電 工 斬 産 制 官 工 施 栖 大 店 世 河
1

工 施1

ン 埴 用 遇 等 旭 路 裏 口 婁 別 箇 カ
室
適
塘
坦 戟 寅 頃

公
庁
の
集 投
市
叶 用
百 途
親 日 帯 川 水

i

貢 設1

プ 価 の 伏 槍 の 面 の の 購 構 就 の 事 の ・ の

不
学 吐 公 の 企 粗

宴 当
用 の 法 地
の 域
襖 の 檎 ・ の 用 の

ル 格 状 虎 ■ 伏 積 伏 状 造 適 労 状 類 状 適 状
地
卒 者 書 状 立 部

自 書
承 伏 の

範
小 伏 冶 地 状 木 伏

救 硯 況 況 況 者 混 況 況 者 数 混 等 況 囲 売 況 下 視 況

100.0 527 39』 35」5 故3 盟」3 29.O 2ao 24コ 24.7 24.7 24.了 21.5 215 2L5 21.5 2L5 20.4 1息4 la3 恨3

全 体
93- 49 37 臼 31 .30 27 26 23 圏 盈 羽 ⑳ 20 加 20 20 19 18 1丁 17

土 墳 .

100.0

65

6t5

40

4a1

田

41.5

27

3a8

2

27.7

18

頒2.

口

ほ4

亘

4.6『

3

24.6

16

32」3

21

33.8

22

2L5

14

29.2

19

1a5

12

29.2

19

1&5

12

1.5'

1

al

2

羽L1

15

24.6

16

穎 「

電気筒械 loo.o 750 6&8 56.3 訂.5 聞,3 側L8 凪8 旦3 50.0 田.3 3L3 3L3 田.3 3L3 4a8 2io } 一 25.0 50.0

器具製造禦 16 12 11 9 6 9 7 3 ▲ 8 9 5 5 9 5 7 4 一 一 4 8

100」0 3仕8 21.1 10.5 31.6 52L6 2u 68.4 89.5 田.3
一 一 53 一 31.8 一

42」1 89.5 68.4 53 　

槍 商 寮
19 7 4 2 6 10 4 13 17 5 一 一 1 一 8 一 8 17 13 1 一

16.7 一

情 報 100.0 凪7 66.7 33」3 16.7 IS7 100.o 50.0 3a3 1吐7 凪7 一 6a7 一 1a7 一 一 1息7 33」3

処理 婁 6 1 4 2 1 1 6 3 2 1 1 一 4 一 1 一 一 1 2 1 一

別
100.0 鳳3 33.3 68.7 66.7 33」3 一 一 33.3 3a3 田.3 鳳3 錐3 33」3 識3 3a3 一 一 孤3 一 3a3

研究 所 一 13 1 1 2 2 ! 一 一 1 1 1 1 1 1 1 1 一 一 1

本 100.o 4a7 30.8 30.8 3氏9 359 狽}.5 3a5 4&7 25.8 20.5 154 128 ほ4 28L2 128 2&2 4&6 3a5 10.3 12」8

社
所
九州管内

39 19 12 12 14 14 8 15 19 lo 8
.

6 5 6 11 5 11 17 15 4 5

在
地 Ioo.o 556 」&3 38L9 3L5 拍.6 箔」2 20.4 7.4 24.1 27.8 3L5 27.8 田9 凪7 27.8 1&7 a7 5」6 24.1 2z2

別 九劔管外
別 加 . お 21 1了 16 19 ll 4 13 15 17 15 14 9 15 9 2 3 13 口

② 必要度(中)

次に,ニ ーズとしては中程度にあげられた情報名をみると,第1位 が 「産業構造」33%,第

2位 が 「優遇措置等の状況」と 「工業構造」各29%,以 下 「県別就労者労賃の状況」,「 企業

の状況」,「 新規学卒者就職者数」,「 人口構造」と続き,ど ちらかといえば経済構造に関す

る情報が上位を占めている。

・ 先の必要度(大)の 情報名と比較すると,上 位20位 の中にはいっていなかった 「産業構造」

と 「工業構造」が ここで1位 と3位 にラシクされたのが注目されるほか,必 要度(大)の 情

報が上位のうち半数近 くを占めている。

・ 業種別にみると,工 業では 「優遇措置等の状況」や 「産業構造」,電 気機械器具製造業で

は 「工業構造」や 「工場立地動向」,商 業では 「産業構造」や 「土地利用の状況」などの必`

要性が高 くなっている。

・ 本社所在地別にみると,九 州管内企業に比べ,九 州管外の企業で 「優遇措置等の状況」や

「工業構造」並びに 「産業公害対策の状況」などの必要性がより高くなっている。
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図5-6必 要度(中)(ベ ス ト20)(N=93)

表5-5業 種別 ・本社所在地別必要度(中)

,

サ 産 優 工 県 労 企 斬 人 産 婦 工 土 県 土 行 雲 工 官
公
連 部
市
梅
域
工
婁

■

ン 集 百 害 婁 別 賃 類 貫 就 口 黄 箪 場 立 地 民 埴 政 談 類 書 庁 槍 計 用 開 憧 再 指 用
の 画 途 尭 定 配 電

プ 構 借 の 構 戟 の の 学 識 構 公 の 埴 判 の 経 の 面 ・ の 団 の 企 但 窺 の 接 地 法 埴 置 旭 伏
窺 当 の 域 の 域 法 域

ル 造 置 伏 造 身 状 状 卒 者 造 書 状 動 用 吠 済 伏 債 文 伏 塘 状 立 田 状 の の の の 配
.

埴 署 範 範 範

数 況 者 況 況 者 敗 況 向 混 況 教 混 況 等 反 囲 囲 囲

100.0 33L3 29.0 2息o 24.7 2a7 2a7 226 21.5 21.5 21.5 20.4 20.4 蹴4 加L4 19L4 1駄4 19.4 凪3 17.2 田d

全 体
93 31 酒 ・訂 田 22 2 21 20 20 20 19 19 19

.

19 18 18 18 17 16 15

100」0 32」3 33L8 30』 24.6 24.6 2駄2 27.7 30』 30」8 16」9 123 1己9 21.5 27.7 21.5 2し5 ほ4 21.5 24.6 1底9

工 婁
65 21 22 加 16 16 17 18 加 20 11 8 11 14 18 14 14 10 14 16 11

某
電気機械 too.o 4&8 37.5 50.0 凪8 2SO 31.3 37.5 }a8 5ρo 1a8 12」5 12L5 37.5 125 250 125 !巳5 31.3 37.5 2駄O

器具製造票 16 7 6 8 3 4 5 6 3 8 3 2 2 8 2 4 2 2 5 6 4

100.0 拡1 2L1 2a3 2U 26.3 21.1 1α5 一 一 42.1 舗L8 36.8 158 53 2u 鳳5 31.6 5.3
一 158

種 商 婁
19 8 4 5 4 5 4 2 一 一 8 7 7 3 1 4 2 6 1 一 3

憎 相 100.0 16.7
.

一 阻3 33.3 一 1a了 一 一 一 16.7 馴).o 16.7 33.3 一 一 33L3 一 胞7 一 18.7

処 理 案 6 1 一 2 2 一 1 一 一 一 1 3 1 2 一
二 2 一 1 一 1

別
100」0 333 3a3 一 333 3a3 一 3〔L3 一 一 一 33L3 一 一 『 一 一 66.7 皿3 一 一

研 究 所
3 1 1 一 1 1 一 1 一 一 一 1 一 一 一 一 一 2 1 一 一

本 100.0 33」3 20.5 23L1 23L[ 20.5 2α5 1τ9 1之8 1τ9 256 2吐5 258 20.5 12」8 15.4 17.9 抵6 128 26 L54

社
所
在

九州管内
39 ▲3 8 9 9 8 .8 7 5. 7 10 8 lo 8 5 6 7 10 5 1 6

地 100.0 斑3 35」2 閃L3 259 259 259 25」9 27.8 24.1 1a5 20.4 止7 20.4 25」9 22L2 2軌4 14.8 22」2 27.8 1吐7

別 九州管外
詞 18 19 18 14 14 14 14 15 t3 10 11 9 11 14 12 n 8 12 15 9
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③ 必要度(小)

ニーズとしては小さく,あ まり重きをおかれていない情報名としては,回 答率自体は小さい

'が 「官公庁
の企業立地担当部署等」や 「県民経済の状況」並びに 「産業構造」など3情 報が19

%で トップとなっている。以下 「物価の状況」,「 住宅状況」と続いている。

なお,「 物価の状況」と 「住宅状況」を除 くと,そ のほとんどが先の必要情報の中で上位に

ランクされ,こ こにあげ られたからといって必ず しもニーズが低いという訳ではない。
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表5-6業 種別 ・本社所在地別必要度(小)

サ}官 県 産 物 住 肩1娯 労 認 エ1部 遡1厚
.

壇 竹 箆 技^ 教
.
人 情 工 工

i公 市 市 蟻 婁ン 庁 民 季 価 宅 用 別 箇 計 脂 章 借 用 路 生 開 指 政 談 術 そ 胃 0 カ 適 場 立の 画 定 i途 発 足 埴プ 企 担
案 当
経 の 鵠 の 伏 状 就 の 桂… 区

の 域
a 日… 埴
の 域

の 隻 の 任 地
の 域

・ の

文
基 の 用 の ■ ワ の ・ の

不
埴

ル

数

立 部
地 ●
等

済 状

況

造 状

況

況 況 労 状

苦 況

の
範
囲

造 の
範
囲

状

況'

殴 状

配

の
範
囲

状
敏
況

盤1

)

填 状

況

造 霞 状

況

遍 伏
地 況

動

向

「 全 体
100.0 1α4 胞4 】a4. 1a3 1a3 険1' 1θ」1 日.1

'1&1 i51 慮1 14.0 14.0 ",0 ".0 14.0 民0 12「9 )2L9 129

93 18 18 18 17 17 15 15 15 15 14 14 13 13 13 13 」3 13 12 12 12

工 婁
100.0 26.2 2al 2輻5 凪5 18.5 鳳4 1息5 1&5 ほ5 1s4 胞9 2αO 13.8 1a5 16.9 1a9 123 1a8 鳳4 毘3

室
65 17 15 M .12 12. 10 12 」2 12 10 11 13 9 12 11 H 8 9 10 8

電気鰻櫨 100.0 25.0 37.5 18L8 2ao 4a8 一 凪8 江0 お」o 1&8 a3 125 18L8 125 凪8 2鼠o ▲8.8 1息8 3L3 18L8

器具製造察 16 4 6 3 4 7 一 3 4 ` 3 1 2 3 2 3 .4 3 3 5 3

目 商 婁
10qO 一 1こ8 2LI 2L1 21.1 2し1 鳳8 1α5 15.8 158 15.8 一 1丘8 鼠3 1〔L5 5.3 版8 53 53 ほ8

19 一 3 ` 4 4 4 3 2 3 3 3 一 3 1 2 1 3 1 1 3

情 報 100.0 一 一 一 1〔17 凪7 一 一 16.7 一 1&7 一 一 一 一 一
」6.7 16L7 1底7 16.7 16コ

処 理婁 6 一 一 一 1 1 一 一 1 一 」 一 一 一 一 　
」 1 1 1 1

別
100.0 泊」3 一 一 一 一 3a3 一 一 一 一 一 一 3a3 一 一 一 3a3

研 究所
凪3 一 一

3 1 一 一 一 一 1 一 一 一 一 一 一 1 一 一 一
∫ 1 一 一

本社
九州管内

100.0 154 1τ9 17.9 17.9 口9 17.9 鳳4 128 154 103 1α3 1〔L3 1τ9 τ7 "L3 1〔L3 1証4 1立3 τ7 7.7

所
在

39 6 7 7 7 7 7 6 5 6 4 4 4 7 3 4 4 6 4 3 3

地
別 九州管外

100.0 222 204 20.4 Ia5 1a5 148 la7 1a5 1a7 1&5 1&5 凪7 11.1 凪5 1《口 16.7 Iao 14.8 1息7 16L7

闘 12 11 11 10 10 8 9 10 9 10 10 9 6 10 9 9 7 8 9 9

④ 不要情報

不要情報としては,「 鉱物資源の状況」'をトップに,「 森林資源の状況」,「 漁業権の状況」,

「農水産 ・畜産資源の状況」,「 土地改良事業等の範囲」,「 建築の状況」,「 農工法の工業

導入地域の範囲」など資源に関する情報が上位にランクされている。

・ 業種別,本 社所在地別にみて も差はなく,不 必要情報に関してほぼ共通の傾向がみ られる。
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サ 舷 白 ぬ 良 土 類 建 ■ 観 貿 モ 文 レ 篭 ス 貰 侵 金 財 ガ そ 港 鹸

ン

プ

物

資 の

林

資 の

裏

白 の

本
直
.

畜 資

.㎏ 等

改 の

墨

の

工
法 導
の 人
工 ㎏

是 等

篭 の

男

の

1
タ
リ
ゼ の

化

施 の

ジ 綾

ヤ の

ポ 設

1の

林 葉

水 の

融

某 の

政

の

ス

事 の

の

酷1湾
篭1の

遭

の

ル 員 伏 原 状 状
痘 苗
の 良 品 伏

皐 域
の 投 伏 状

イ
シ 伏 投 伏 1状 ツ 状 産 状 状 伏 賞 状

墜
の 伏 状

敦 反 況 混
状
況

,

廻 田 況
範
囲 混 況 ・

ヲ
ン 況 況 況 況 況 況 況 況

状
況 況 況

全 体
100LO

93

100.o

臼

瓢9

92

925

薗

朗.2

「

83

87:1

81

鎖5.0

脚

82L8

η

828

η

田」8

η

80.6

.了5

8⑭6

百

80.6

75

了9.6
」

.

74

78L5

η

7臥3

71

7a3

71

査3

70

花3

70

74.2

69

η.1

田

100.0 100.0 98.5 go』 go.8 87.7 89.2 76.9 肌6 瓜[ 90L8 86.2 84.6 8a1 87.7 7&5 7a5 ηL3 8L5 72L3 754

工 室
馬 伍 伺 59 59 57 田 50 55 図 61 田 55 54 57 51 51 47 53 47 49

竈
電気機憧 100LO 100.0 100し0 750 虹8 門LO goL8 田.3 鳳0 87.5 訂L5 阻8 6a8 62」5 ga8 苗.3 68」8 56.3 8L3 go.o 5⑤3

墨良製造類 16 16 16 12 15 12 15 9 12 {4 14 11 11 10 15 9 ll 9 口 8 9

`00.0 100.0 100.0 100.0 84.2 7ag 73」7 100.0 78L9 了a7 31.6 6a2 6a4 68」4 52」6 7a7 7a7 財.2 4τ4 7&τ 6&4

檀 商 類
19 19 19 19 16 15 t4 19 15 14 6 12 13 13 10 14 14 16 9 14 13

情 報 100.0 100.0 100.0 100.0 8a3 100.0 ε臥3 臼」3 66.7 100.0 83L3 66.7 66.7 83.3 66.7 50.0 弧0 66.7 飼L3 8a3 50.0
噛

処理 貢 6 6 6 6 5 6 5 5 4 6 5 4 4 5 4 3 3 4 5 5 3

用
1《ぬ0 100.0 .1000 6a7 100.0 100.0 100.0 100.0 Ioo.o 100.0 100.0 100.0 toO.0 66.7 6a了 100」0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

研究 所
3 3 3 2 3 3 3 3 3 3 3 3 3 2 2 3 3 3 3 3

'3

本 100.o 100」0 100.0 ほ4 旬,7 風6 了軌5 923 821 74.4 64.1 7息9 79.5 7L8 7L8 74.4 821 7駄5 6}.5 74.4 74.4

社
所
在

九州管内
39 39 鵠 36 鵠 33 31 36 泣 29 25 30 3` 28 28 29 泣 31 別 拍 田

地 100」0 loo.o ga1' 926 8ag 8ag go.了 759 臼L3 88」9 麗」6 8a3 81.5 肪.2 風3 η.8 722 花2 肪.2 74.1 722

別 九州管外
訓 図 臼 印 姻 48 49 41 45 48 50 45 " 46 4S 42 39 39 ll6 40 39「
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(4)必 要な情報内訳

必要度情報(大,中,小 の合計)の ベス ト20位までの情報内訳(ベ ス ト3)を みtgの が(表5

-8)で ある。

・ まず,第1位 にランクされた 「土地価格の状況」の内訳をみると,工 業で工業用地推定価格,

商業で商業地の地価公示価格が高いなど,業 種によって明確に2分 される。

・ 「雇用状況」では,情 報処理業のニーズがやや低いほか業種間での差はみ られない。

・ 「産業構造」では,商 業で産業別事業所数や産業別の従業者規模別事業所数などが工業に比

べニーズは低 くなっている。

・ 「優遇措置等の状況」では商業に比べ工業でのニーズが高 く,電 気機械器具製造業では税制

上の措置に対するニーズは100%で ある。

・ 「企業の状況」では,各 内訳とも商業に比べ工業でのニーズが高 くな っている。

・ 「県別就労者労賃の状況」では、業種間で特に大きな差はみられない。

・ 「人口構造」では年齢別人口や男女別人口での差はみられないが,人 口集中地区人口は商業

でのニーズが高 くなっている。

・ 「道路の状況」では,商 業では交通量 工業では路線名のニーズが高 くなっている。

・ 「土地面積」では,工 業では総面積,商 業で人口集中地区の面積のニーズが高 く,対 照的な

結果となっている。

・ 「工業構造」では,全 体に工業でのニーズが高い中,商 業で業種別従業者数に対するニーズ

がより高 くなっている。
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表2-8必 要 な情報内訳(ベ ス ト20)

1.土 地価格の状況 2.雇 用状況

回 工 住 商
業 宅 地 業 地
用 地 価 地 価

答 地 維 の 公 の 公
定
価 鶏 喬

示
価

数 格 格 格

10α0 π5 4ぴ5 36.6
全 体

71 55 33 26

100.0 96.2 45.3 18.9
工 業

53 51 24 10

業 電気機械 100.0 100.0 6仕0 13.3

器具製造業 15 15 9 2

100.0 6.7 46.7 ga3
種 商 業

15 1 7 14

情 報 1000 10α0 100.0 100.0

別 処 理 業 2 2 2 2

10α0 100.0 一 一

研 究 所
1 1 一 一

本 100.0 51.7 4a3 58.6
社 九州管内
所
在

29 15 14 17

地 100.0 952 45.2 2L4

別 九州管外
42 40 19 9

回
覆 》
求 1人

答 職 ン 材

姦
希 リ望
ス

数 の ト

100.0 657 62.7 52.2

全 体
67 44 42 35

100.0 7L4 6a3 46.9
工 業

49 35 31 23

業 電気機械 100.0 66.7 6ρ0 8ρ0

器具製造業 15 10 9 12

100.0 727 727 72.7
種 商 業

11 8 8 8

情 報 100.0 20.0 40.0 40.01

別 処理 業 5 1 2 2

100.0 一 50.0 100.0

研究 所
2 『 1 2

本 100.0 56.0 64.0 6&0
社 九州管内 1

所 25 14 161 17'
… 1

在
地 1000 .71.4 61.9 429

別 九州管外
42 30 26

'
18

3、 産業構造
'

4.優 遇措置等の状況

回 産 産 規.

答

業
別

業 模
別 別

窪藁

数 讃 韓
`

全 体
10α0

64

625

40

5L8

37

3駄1

25

工 業
100.0

44

72.7

32

523

23

3&6

17

業 電気機械 1000 78.6 521 42.9

器具製造業 14 11 8 .6

100.0 3σ8 76.9 15.4
種 商 業

13 4 10 2

情 報 100.0 66.7 50.0 100.0

別 処 理 業 、 6 4 3 6

100.0 一 1帆0 一

研 究 所
1 一 1 一

本 10σ0 45.5 54.5 18.2
社 九州管内
所 22 10 12 4

100.0 71.4 59.5 50.0
別 九州管外

42 30 25 21

回
覇

答 上
の

数
讃
度

例.

10α0 825 7息4 7仕2
全 体

63 52 50 48

ioα0 9ぴ2 86.3 78.4
工 業

51 46 44 40

業 電気機械 100.0 10α0 81.3 68.8

器具製造業 16 16 13 11

100.0 28.6 42.9 5τ1

種 商 業
7 2 3 4

情 報 10α0 100.0 50.0 5α0

別 処 理 業 2 2 1 1

10α0 66.7 6仕7 10α0

研 究所
3 2 2 3

本 100.0 68.2 77.3 6a6

社 九州管内
所 22 15 17 14
在
地 10砿0 9α2 805 82.9
別 九州管外

41 37 33 34

(内訳はペス ト3)
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5.企 業の状況

回 企 所

姦
答 業 ■

商 T

数 名

口

署 1
10ひ0 754 75.4 65.6

全 体
61 46 46 40

100.0 7&6 81.0 6a7
工 業

42 33 34 28

業 電気機械 10qo 92.3 84.6 61.5

器具製造業 13 12 11 8

10α0 6仕7 58.3 58.3
種 商 業

12 8 7 7

情 報 100.0 6ぽ7 66.7 66.7

別 処 理 業. 6 4 4 4

1000 10α0 !00.0 10砿0
研 究 所

1 1 1 1

本
社 九州管内

1000 8α0 600 650

所 20 16 12 13

地 100.0 73.2 82.9 659
別 九州管外

41 30 34 27

6.県 別就労者労賃の状況

回 男 男
女
別

答

数 金

10α0 88.5 721
全 体

61 54 44

100.0 go.9 7α5
工 業

44 40 31

業 電気機械 10α0 8ぴ7 7a3

器具製造業 15 13 11

100.0 8a3 6仕7
種 商 業

12 10 8

情 報 100.0 66.7 100.0

別 処理 業 3 2 3

100.0 100.0 100.0
研 究 所

2 2 2

本 100.0 8&0 7ao

社 九州管内
所在 25 22 19

地 100.0 88.9 6息4
別 九州管外

36 32 25

7.人 ロ構造

回 年 男 人
齢 女 口

答 別人 別人
皐畿

数 口 口 の

人
口

1000 7a7 60.0 4L7
全 体

60 46 36 25

1000 π8 61」 222
工 業

36 28 22 8

業 電気機械 10α0 10〔10 750 8.3

器具製造業 12 12 9 1
、

100.0 7τ8 6L1 72.2
種 商 業

18 14

.

u 13

情 報 100.0 50.0 25.0 75.0

別 処 理 業 4 2 1 3

100.0 10ぱ0 100.0 50.0
研 究 所

2 2 2 1

本 100.0 89.3 64.3 50.0
社 九州管内
所 28 25 18 14
在
地 1000 65.6 56.3 34.4
別 九州管外

32 21 18 11

8.道 路の状況

回 交 路
嚢

答 通 線 の

数 量 名 纂

10α0 6&1 與.4 44.1
全 体

59 39 38 26

1000 53.7 7a2 41.5
工 業

41 22 30 17

業 電気機械 10α0 500 100.0 41.7

器具製造業 12 6 12 5

100.0 ga3 4仕7 46.7
種 商 業

15 14 7 7

情 報 100.0 100.0 500 5α0

別 処 理 業 2 2 1 1

100.0 100.0 一 1000
研 究 所

1 1 一 1

本 100.0 80.8 5a8 50.0
社 九州管内
所 26 21 M 13
在

雛 九州管外
10α0 54.5 7巳7 39.4

33 18 24 13
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9.土 地面積

回 総 人 可
口

答 面
奉 豊

数 積 の
面
積

1000 724 2息3 155
全 体

田 42 17 9

100.0 8a8 1α5 7.9
工 業

38 33 4 3

業 電気機械 100.0 90.0, 10.0 . 100

器具製造業 10 9 1 1

100.0 4a8 68.8 31.3

種 商 業
16 7 ・11 5

情 報 10α0 一 10α0 5α0

別 処 理 業 2 一 2 1

1000 100.0 一 一

研 究 所
2 2 一 一

本 100.0 6軌2 38.'5 192

社所 九州管内
26 18 io 5

在
地 100.0 75.0 21.9 12.5
別 九州管外

32 24 7 4

10.工 業構造

回 業 業
種 種
| 男1 別

答

数 、

100.0 66.1 3乳3 3a3

全 体
56 37 22 22

10ρ0 72.1 302 41.9

工 業
43 31 13 18

業 電気機械 10α0 6&8 50.0 3τ5

器具製造業 16 11 8 6

100.0 25.0 750 125

種 商 業
8 2 6 1

情 報 10α0 80.0 600 60.0

別 処 理 業 5 4 3 3

研 究 所

一

一

一

一

一

一

_,

一

本社
九州管内

10仕0 5α0 5α0 2212

所 18 9 9 4

在
地 100.0 73.7 34.2 47.4

別 九州管外
38 28 13 18

1L官 公庁の企業立地担当部署等

回 所

答 在

数 地

10α0 ga2 75.0 7a2

全 体
56 55 42 41

100.0 97.7 698 69.8

工 業
43 42 30 30

業 電気機械 1000 1000 61.5 61.5

器具製造業 13 13 8 8

種 商 業'

100.0 100.0 9α0 8α0

10 10 9 8

情 報 10軌0 10qo 100.0 100.0

別 処 理 業 1 1 1 1

10α0 100.0 10qo 10α0

研 究 所
2 2 2 2

本
社 九州管内'

1000 95.7 78.3 783

所 23 22 18 18

在
地 100.0 100.0 7a7 69.7

別 九州管外
33 33 24 . 23

12.都 市計画法の用途地域の範囲

回 工 工 準

答

数 業 専 工

10軌0 6a5 53.8 51.9

全 体
52 33 28 27

100.0 7&1 65.6 53.1

工 業
32 25 21 17

業 電気機械 1000 10軌0 87.5 75.0

器具製造業 8 8 7 6

100.0 353 29.4 47.1

種 商 業
17 6 5 8

情 報 10α0 10αP 1000 10α0

別 処 理 業 1 1 1 1

10α0 50.0 5α0 .50.0
研 究所

2 1 1 1

本 100.0 50.0 41.7 45.8

社 九州管内
所 24 12 10 11

在
地 100.0 75.0 64.3 57.1

別 .九州管外
28 21 18 16

一96一



13.新 規学卒者就職者数 14.工 場立地動向

回 高 四 工

等 重 糞
答 大 等 等
学 学 門

学
数 校 校

10α0 7〔10 66.0 58.0
全 体

50 38 33 29

100.0 78.4 62.2 62.2
工 業

37 29 23 23

業 電気機械 10α0 7ag 84.6 61.5

器具製造業 13 10, 11 8

100.0 8a3 66.7 33.3
種 商 業

6 5 4 2

情 報 100.0 40.0
'
8qo 40.0

別 処 理 業 5 2 4 2

100.0 100.0 100.0 10α0
研 究 所

2 2 2 2

本 1000 87.5 68.8 50.0
社 九州管内
所 16 14 11 8
在
地 100.0 70.6 64.7 6L8
別 九州管外

34 24・ 22 21

回 業
種 工.

別
'

答
定

数

100.0 10α0 34.7
全 体

49 49 17

100.0 100.0 37.2
工 業

43 43 16

業 電気機械 100.0 100.0 26.7

器具製造業 15 15 4 、

10α0 1000 250
種 商 業

4 4 1

情 報 10α0 10砿0 一

別 処 理 業 2 2 一

研 究 所

一

一

}

一

一

一

本 10α0 100.0 727

社 九州管内
所在 ll 11 8

地 10qo 10qo 23.7
別 九州管外

38 38 9

15.産 業公害対策の状況 16.住 宅状況

回 産 公
業 害
公 防 の

答 警 防 止
止
条 疑

数 例

10α0 93.8 8L3
全 体

48 45 39

100.0 93.3 80.0
工 業

45 42 36

業 電気機械 10σ0 92.3 84.6

器具製造業 13 12 11

1000 10α0 100.0
種 商 業

1 1

.

1

情 報 100.0 100.0 100.0

別 処 理 業 1 1 1

100.0 100.0 100.0
研 究 所

1 1 、1

本 100.0 81.8 100.0
社 九州管内
所在 11 9 1i

地 100.0 97.3 75.7
別 九州管外

37 36 28

回

答

数

公

価格

建
築
時
期
別 住宅

数

全 体
100.0

47

59.6

28

596

28

51.1

24

業

種

別

工 業
10α0

29

62.1

18

759

22

55.2

16

電気機械

器具製造業

100.0

12

58.3

7

75.0

9

33.3

4

商 業
10α0

14

57.1

8

35.7

5

5α0

7

情 報

処 理 業

100.0

4

5qo

2

25.0

1

25.0

1

研 究 所

一

一

一

一

一

一

一

一

本社

所
在地

別

九州管内
100.0

21

66.7

14

42.9

9

3a3

7

九州管外
100.0

26

53.8

14

73」

19

65.4

17
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17.工 業適地 ・不適地の状況

回 業 業
種 種
別 別 不

答 適
地
区

数 域

100.0 93.6 57.4

全 体
47 44 27

100.0 92.7 56.1

工 業
41 38 23

業 電気機械 100.0 100.0 5&3

器具製造業 12 12 7

100.0 100.0 5ぴ0

種 商 業
2 2 1

情 報 100.0 100.0 10α0

別 処 理 業 2 2 2

100.0 100.0 50.0
研 究 所

2 2 1

本 10(10 go9 45.5

社 九州管内
所 11 10 5

在
地 100.0 94.4 6Ll

別 九州管外
36 34 22

18.県 民経済の状況

回 県 県
'県

民 民 民
答 総 総
所 生 支

数 得 産 出

10α0 71.7 52.2 47.8
全 体

46 33 24 22

100.0 64.0 6&0 36.0
工 業

25 16 17 9

業 電気機械 10ぴ0 556 77.8 33.3

器具製造業 9 5 7 3

10qo 87.5 1&8' 6&8

種 商 業
16 14 3 11

情 報 1000 5α0 100.0 50.0

別 処 理 業 4 2 4 2

10α0 10ぴ0
一 一

研 究 所
1 1 一 一

本 100.0 77.3 3L8 59.1

社 九州管内
所 22 17 7 13

在
地 100.0 66.7 70.8 37.5

別 九州管外
24 16 17 9

19.電 力事業の状況

回 .電 大 発
力 口 業 電
料 電 種

答 金
単
価

カ

数

全 体
100.0

44

68.2

30

31.8

14

27.3

12

100.0 70.3 32.4 32.4
工 業

37 26 12 12

'業
電気機械 100.0 69.2 30.『8 46.2

器具製造業 13 9 ・4 6

100.0 33.3 3a3 一

種 商 業、

3

F

1・ 1 一

情 報 100.0 50.0 50.0 一

別 処 理 業 2 1 1
一

100.0 100.0 一 一

研 究 所
2 2 一 一

本 100.0 72.2 44・4 lL・1

社 九州管内
所在 18 13 8 2

地 100.0 65.4 23.1 38.5

別 九州管外
26 17 6 10

20.土 地利用の状況

回 、

答
・

数 慧
、

100.0 83.7 605 34.9

全 体
43 36 26 15

100.0 78.1 56.3 250
工 業

32 25 18 8

業 電気機械 100.0 76.9 38
.5
15.4

器具製造業 13 10 5 2

100.0 100.0 87.5 75.0

種 商 業
8 8 7 6

情 報 100.0 100.0 50.0 500

別 処 理 業 2 2 1 1

100.0 10qo 一 一

研 究 所
1 1 一 一

本 10(LO 66.7 50.0 2τ8

社 九州管内
所 18 12 9 5

在
地 10α0 9仕0 68.0 40.0

別 九州管外
25 24 17 10
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輪

③ 情報形態

① 全 体

必要とする情報の入手形態は 「数値」が73%と 最も多 く,

を大きく上回っている。

「説明文書 」42%や 「図面 」27%

co

70

60

50

40

30

20

1O

o

041

9

「
遵
…-…

…20

…

肪

99

撤お

927
.

一

.

.

.

一

一

数

値

説
明
文
書

図

面

そ

の

他

不

明

(N-=総 必要情報数)

図5-9必 要 とす る情報形態(N==2,350)

② 情報ベス ト20での必要な情報形態

次に情報形態別に必要情報(ベ ス ト20)を みると,「 数値情報」でニーズが高いのは雇用状

況 県別就労者労賃の状況 土地価格の状況 産業構造,人 口構造などであり,「 図面」では

都市計画法の用途地域の範囲,土 地面積,土 地価格の状況,道 路の状況,ま た 「説明文書」で

は優遇措置等の状況,官 公庁の企業立地担当部署等,企 業の状況など,情 報形態によって情報

内容 も分かれている。
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表5-9情 報形態別にみた情報名(ベ ス ト20)

気

候

の

状

況

田"

鹿

妻

構

造

11"

産

室

構

造

2020

状

況運輸婁の

別20」

人

口

構

造

11口

人

口

構

造

2121

の

状

況消費支出ーF.ー

詞20

の

状

況気候奪

.

12四

(
そ
の
2
)

2121

動

向工場立地

別20

の
範
囲の

12"

遁

路

の

状

況

222

の

状

況侵遇描口寄

糾20

面

繋

縞

造

12日

動

陶工塙立地

盟22

道

路

の

状

況

部21

住

宅

状

況

12"

雇

用

状

況

2323

高

察

構

造・.,..̀1̀

訂Ω

空

港

の

状

況

1321

技
術
基
盤
(
そ
の
3∨

田23

住

宅

状

況

3923

鉄

連

の

状

況

1321

土

地

面

積

田23

土

地

面

積

4023

地

質

の

状

況

14Ω

の
範
囲の

田23

の

状
.

況電力事案

.

4023

動

向工場立地

1422

(
そ
の
ー)

田23

・

.

物

価

の

状

況

4023

工案

の
状
況1

17"

住

宅

状

況

四"

の

状

況」県民経済.

4426

の
範
囲地域開発法の

i

1828

の

状

況土地利用

2424

4426

の
状
況

20Ω

地

質

の

状

況

別24

4627.rFFF..ー1.46"

不
適
地
の
状況工禦適地.11)FF

幻36

不
適地

の
状況

頒26

全

集

の

状

況

-F
..
.1

.1

.

ー

ー

-

工

案

構

造

の

状

況土地利用

a38

の

状

況土地価格

カ27

人

目

績

造.̀.......1し

ー
1産案構造

σ

502F.1,1臼勺

の
範囲

箒計

画法

道

路

の

状

況

抽O

9

の
範囲鶴市計画法の

汐27

'
V

・」

1

!

《.

-.

1

ー.
1
■.

31"

の
状況

憩34

の

状

況土地価格労賃の状況

訂33剖34

の

状

況土地価格

鈎54

企

婁

の

状

況

田"

】
1
.

ー

l

FF

ー
.1

ー1

}
...

1土地面

積

.

3555

立
地但官公庁の企

婁

刺"

雇

用

状

況
1

6035

の
範
囲都市計画法の

ー
～
1
|

出"

の

状

況優遇播口寄ー

4950

送

回

答

数].-.F.トー

乃

棚ooL1

廷

回

答

数

o

随m

延

回

答

散

…

鵬1

名報惰

鱈影叙情

徳教

名相情

態影叙情

面図

名相情

態形報惰

書文明眼

.
1

「

(6) データの地域範囲

① 全 体

必要なデータの範囲としては, 「県別 」58%と 「市区町村別 」48%が 多 く,「 九州全体 のみ」

とい った広域 また は 「小学校区別」 とい った小地域での要望 は少ない。

co

60r.m.2

50

40

30

20

10

0

不
」

明

そ

の

他

小
学
校
区
別

九
州
全
体
の
み

市
区
町
村
別

県

別

(N・=ta必要情報数}

 

P

図5-10必 要 なデータの地域範囲(N=2,350)
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1

② 情報ベス ト20での地域範囲

地域別に必要データの範囲をみると,『まず最 も希望の多い 「県別」では官公庁の企業立地担

当部署等,県 別就労者労賃の状況,優 遇措置等の状況,工 業構造,雇 用状況 企業の状況,産

業構造,土 地価格の状況,道 路の状況などが上位にあがっている。

次に,「 市区町村別」では人口構造,土 地価格の状況,優 遇措置等の状況 土地面積 雇用

状況などであり,「 小学校区別」では人口構造,新 規学卒者就職者数,電 力事業の状況,世 帯

構造 とな っている。

空港の状況,土 地価格の状況,技 術基盤(そなお,「 九州全体 」で は,技 術基盤(そ の2)

、

の3)な ど情報によって地域間でのニーズの違いが うかがえる。

地域別にみた必要データ(ベ スト20)表5-10

 

・

.

エ
ネ
ル
ギ
ー
の

520

気候

の
状況

拠O

消費

支出

の
状況

21抽

冨布

基
盤
の
状
況その他の

224

の
状況

520

土
地中

年
の
状況

26日

対策

の
状況産嬢公害

2"

の
状況

224

道
路
の
状
況

「

.

520

運始

集
の
状
況

肪"

の
状
況

2口

の状

況行政・

224

貿易

の
状
況

520

人

口

構

造

部け

企
莫
の
状
況

2"

物
価
の
状
況

224

工期

6U

対
策
の
状況産業公害

拍21

労賃

の
状況者

田20・

の
状
況スポーツ施設

224

の
範囲地域開発法の

6臼

碇
頃
者数

(

3022

の
範囲都市計画法の

別21

文
化施

設
の
状況

224

尊人

地
域
の
範
囲農工法の工寅

1Ω

の
状況

.

624

の
範
囲都市計画法の

3022

世

帯

構

造

お22

遅槍

鎮
の
状
況

224

の
状況

1翻

土

地

面

積
,

624

不
適地

の
状
況

3022

工

鍍

構

造

田22

の
状
況

224

の
状
況.

153

対
策
の
状況産婁公害

624

3022

の
状況

η24

の
状況

336

の状

況河川・地下水

1臼

不湾

壇
の
状況工婁適地

624

の
状況9

泣23

遡
路
の
状況

凶26

ン
の
択
況モータリゼ

イ
シ
●

336

空
港
の
状
況

)"

624

物価

の
状
況

田24

商

婁

構

造

拍26

道
路
の
状
況

336

企
業
の
状
況

163

物
価
の
状況

624

遁路

の
状
況

蕊26

の範

囲鶴市計画法の

酋26

就

学

状

況

336

農林

水産

宴
の
状況

1昭

労賃

の
状
況

728

⊥
工
地
価格

の
状況

3826

住

宅

状

況

泣28

商

薬

構

造

336

1Ω

企
集
の
状況

833

産

婁

塙

造

3626

玉
測担

当
.
置
,̀̀官公庁の企業

銘28

産

室

胡

造

336

9貿易

の
状況

1臼

(
そ
の
ー)

937

企
婁
の
状況

訂27

産

室

胡

造

認28

⊥工

地

面

積

3"

土

地

面

積

163

軍

用

状

況

.

9U

雇

用

状

況

留27

眉

月

状

況

田29

住

宅

状

況

4"

の
範
囲の

153

F「

(
そ
の
3
)

101

U

工

察

構

造

田28

土

地

面

積

銘33

世

帯

構

造

560

の
範
囲の

▲Ω

土地

価
格
の
状況1「～

10U

の
状況

41⑪

の
状
況

鵠33

の
状況

5臼

運輸

黍の

状況

」臼

空
港
の
状況

11"

労賃

の
状
況者

4432

の
状
況

QU

6"

商

嬢

構

造

1翻

(
そ
の
2)

14日

官
公庁

の
企
業

"Ω

人

0

構

造

48Ω

人

口

檎

造

871

の
状
況

2251

送

回

答

数

o

蹴皿

廷

回

答

散

』

㎝ooLI

廷

回

答

数

0

おo乱ロー

廷

回

答

鼓

』

與m

廷

回

答

数

16'0㈹

縦

樋なの要↓必テ

みの体全州九

名楠

碑なの碧
別県

名順

、
醐なの響
別材町医市

名隔

、

鯛なの碧
別区校学小

名㎜

鋼鶏
必
テ

他のぞ

「
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(7)入 手 状況

① 全 体

情報の入手 につ いて は,「 十分に入手 」 「まあ まあ入手」とい う企業が55%,逆 に 「不足 し

てい る」 と 「入手不能 」が43%と,ほ ぼ2分 され る。

しか し,入 手 で きる とい って も,「 十分に入手 」で きるとい う企業 は7%と 少 な く,情 報 の

入手 に関 して はまだ十 分でない ことが うかがえ る。

不明L6

(N=惚 腰 情報数)

図5-11情 報の入手状況

② 情報ベス ト20での入手状況

情報ベス ト20での入手状況をみると,ま ず 「十分に入手」できる情報としては,電 力事業の

状況,空 港の状況,官 公庁の企業立地担当部署等など,ま た,「 まあまあ入手」としては,人

口構造を トップに,産 業構造,土 地面積,道 路の状況,県 別就労者労賃の状況などが比較的容

易に入手 しやすい情報としてあがっている。一方,「 不足 している」情報では雇用状況 県別

就労者労賃の状況,土 地価格の状況,優 遇措置等の状況 企業の状況が上位を占めているが,

その大部分が入手 しやすい情報の上位にランクされているのが注目される。このことは,本 当

に情報収集が しにくいのか,そ れとも情報の入手先がわからないのか,ま たは情報の入手に対

する努力不足なのか検討する必要がある。
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入手状況別にみた情報名(ベ スト20)表5 lI

」

気候

◎
の状

況

424

の
状
況

田20

投資

の
状況

17口

の
状況

220

の
範囲鄭市計画法の

424

工

商

田20

不適

地
の
状況

」

17口

の
状
況

2⑪

の
状況

424

の
状況行政・

圏20

の
状
況

1820

逼
路
の
状
況

220

R間

ゐ
0

実

兄.̀

エ
ネ
ル
ギ
ー
のーー

424

世

帯

構

造

o

田2

の
状
況

1820
.

消
費支

出
の
状況

220

め
状況

530

官
公庁

の
企
集

o

お2

1820

投
資
の
状
況

220

の
状
況

530

の
状況

部23

運輸

察
の状

況

19.21

の
状
況

329

の
範囲

.

都市

計画

法
の

530

裂
況

お23

商

案

構

造

19田

住

宅

状

況

329

の
状
況

530

企
定
の
状況

頒23

対田

の
状
況

1921

運
輸穎

の
状
況

329

不適

地
の
状況工象適地

530

の
範
囲の

田25

1921

産

霞

構

造

329

対
鼠
の
状況産項公害

530

物
価
の
状況

田25

産

投

槍

造

加22'

地
質
の
状況

329

企竈

の
状
況
`

530

工

哀

頓

造

功26

官
公庁

の
企
業

224

対策

の
状
況産室公害

329

・
の
状況河川・地下水

636

拍26

工

室

構

造

224

(
そ
の
3
)

3一⑪.

の
範
囲地域開発法の

636

の
状
況

扮U

(
そ
の
3)

224

(
そ
の
ー
) 一

329

人

口

構

造

7Ω

雇

用

状

況

3026

(
そ
の
2)

224

雇

用

状

況

329

道
路
の
状
況

7Ω

の
状況

3127

住

宅

状

況

別28

気
候等

の
状
況

439

の
状
況」ー

72「▲

労賃

の
状
況

鎗29

金
集
の状

況

加乱2

不適

地
の
状況

4⑪

...

.

.官公庁の企婁

8"

通
路
の
状況

鵠29

の
状
況

酒30

施
設
の
状況

4U

空
港
の
状
況

8"

土

地

面

積

部31

土
地
⊂
格の

状況

功田

(
そ
の
2)

439

の
状
況

`

954

産

家

胡

造

訂33

労賃

の
状
況

田31

企竈

の
状
況

4"

土

地

面

積̀

1166

人

口

構

造

3934

雇

用

状

況

30U

5"

廷

回

答

数

0

研o臥11

廷

回

答

数

o

鵠帆U1

送

回

答

敦

0

11.9咽、

廷

回

答

歓

0

皿oα11

純情

観入

手入に分十

名田情

況状手入

手入紡あま

名報情

況状手入

喝ぽ足不

名相情

況鍬入

能不手入

.

「

「

「

,
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③ 入手しに くい情報内訳

情報入手が 「不足 している」または 「入手不能」といった情報名についてその内訳をみると,

まず,不 足 している情報の第1位 にランクされた 「雇用状況」ではUタ ーン希望の人材 リス ト

や有効求人者数,第2位 の 「県別就労者労賃の状況」では,男 女別平均賃金や男女別学歴別初

賃給に対する情報不足が指摘される。第3位 の 「土地価格の状況」では工業用地推定価格や住

宅地の平均地価公示価格,以 下 「優遇措置等の状況」では補助金制度,税 制上の措置及び誘致

条例,'「 企業の状況」では主要製品 ・商品名や出荷額 ・売上額などが入手 しに くい情報 として

上位にあがっている。企業秘密に入り絶対に入手できないものや,Uタ ーン希望の人材 リス ト

のように実態調査でしかわからないもの もあるが,し かし,よ くみるど 比較的簡単に入手で

きるデー タも少な くないよ うで ある。

表5-12不 足 している情報(ベ ス ト5)

L眉 用状況 2県 別就労看労賃の状況 3.土 地価格の状況 4,優 遇槍■専の状況 5全 室の状況

回

答

数

u
タ
1の
ン 人
希 純
量 リ.』
ス
ト

8

回.

答

数

5

=

:男

初
任給

そ

・の

他

回

答

敷

住宅

地 亀
の 価

番i
格

商
貢
地
の
平
均

回

答

数

悦鋼

あ

目

企
類
誘致

条
例

回

答

数

・

曹署

出荷

9
売
.上

額

企

真

名

100.0

30

7a3

22

πLO

2!

66.7

⑳

10α0

田

96.4

酒

7a6

22

10.了

3

100.0

28

78.6

22

図.3

18・

10.了

3

100.o

カ

77.8

21

74.1

20

7旺4

19

`00.0

26

肚6

2

73.1

19

6乳2

18

回

答

数

鼠

別

九
州全

体

2

回

答

数

県

別

九
州全

体

2

回

答

数

県

別

九
州全

体

2

回

答

数

県

別

九
州全

体

2

回

答

数

県

別 2

100.0

30

聰L3

22

46了

14

6.6

2

100.0

28

75」0

21

39.3

11

14.3

4

100.0

28

60.7

17

50.0

14

τ1

2

100.0

口

6617

18

6ao

I7

T.4

2

100.0

26

69.2

18

蹴6

9

11.5

3

C内訳はペスト3)

表5-13入 手 不能の情報(ベ ス ト5)

L工 定立埴動向 2企 類の状況 3枝 術基盤(そ の2) 4.玉 案用水施設の状況 & 工窺適地・不適地の状況

回 回 企 所在 回 研 ジ
完 工
加
フ

回 取
水

ダ
ム
回

答
・ 答

・

婁 亨
T
香
開 ク
発 トプ
の
企
室
よ
ウ

答
壇点

数
の
別
の 答

数 融 宴 名
E
L 数

ロ リ

《

リ
ス
ト

ス,

《
敏 敬

109.0 100」0 20.0 100.0 ハ00LO 750 75.0 100.0 7SO 5吐0 卸LO 100」0 工o 250 風0 100.0 10CLO 7丘0

5 5 1 4 4 3 3 4 3 2 2 4 1 ▲ 1 4 4 3

回 儂 回 県 回 県 回 県 回 県

答 答 答
答 答

融 オ`' 別 の 敬
.,-9,

.別 の 敦 別 2
敵

』別 の
み
数 の
み
別

み み

100.0 40.0 20.o 20.0 傾LO 5α0 250 25.0 100.0 斑0 50.0 10喝LO 50.0 25」0 25」0 噸LO 50.0 50.0

5 2 1 1 4 2 1 1 4 2 2 4 2 ` 1. 4 2 2

(内訳 はベスト3)
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④ 入手しにくいが必要.度(大)

入手 しにくいが必要度が高い情報としては 「土地価格の状況」,「 雇用状況」,.「 県別就労

者労賃の状況」,「 優遇措置等の状況」などである。先の必要度(大)で 上位にあがった情報

と同じ傾向を示し,入 手 しにくさがますます必要性を高める結果となっている。

表5-14入 手 しに くいが必要度(大)(ベ ス ト20)

情報名

入手不足

廷

回

答

敬

土地

価格

の
状
況

運

用

状

況
召

寮
況

`

蕩
状況

企 ・

寅

の

状

況

商'

察

椀

造

住

宅

状

況

† 七
夕 イ
リ シ

;
の
状
況

幕

sき
法 区
の 域
の

語

墓

雰

§
.

技術

基
但

♀
の・

3

技'婿

基盤

♀

9
.》

産

8§

胃鏡

消
費支

出
の
状
況

工
婁適

亨

部
市叶帰

塁 叢
の 域
の
範
囲

苔墓

工
婁用

水'̀施

設
の
状
況

土地

利
用
の
状況

工

纂

筒

造

必要度(大)
100.0

310

6.5

20

55

17

ag

12

3.9

12

a5

11

29

9

26

8

26

8

26

8

26

8

2」⑨

7

23

7

23

7

2」3

7

2」3

7

23

7

1.9

6

1.9

6

1.9

6

L9

6

⑧ 入手媒体

① 全 体

入手媒体としては 「通常の印刷物」で入手するケースが圧倒的に多 く 「コンピュータ印字

物」,「 磁気媒体」,「 オ ンライン」での入手はほんの数%し かない。

co

100

go

to

0

坐.9

通
常
の
印
刷
物

オ
ン
ラ
イ

ン

印
字
物

コ
ン
ピ

ュ
ー
タ

磁
気
媒
体

そ

の

他

不

明

(N=総 入手可能数)

図5-12入 手媒体(Nニ2,248)
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② 情報ベス ト10での入手媒体

「通常 の印刷物 」で の入手が圧倒 的に多 いため,「 オ ンライ ン」や 「ユンピュ一夕印字物」

で特にみるべき情報名はみあたらない。

入手媒体別にみた情報名(ベ ス ト20)表5-15

の
状況

39B

労賃

の
状
況者

129

港
湾の

状況

125

土

類

領

造

122

4の範囲都市計■法の

40ω

玉

章

構

造

129

鉄
道
の
状況

125

土

地

面

積

P

122

の
状況

.

40日

産

婁

筒

造

129

企黄

の
状況

125

の
状況

122

物
価
の
状況

.

4220

人

口

債

造

129

125

の
範
囲都市計画法の

122

対領

の
状
況産婁公害'

4320

都市

基但

の
状
況その他の

129

の
状況

125

等
の
範
囲

122

住

宅

状

況

4320

(
そ
の
3)

129

エ
ネ
ル
ギ
t
の

125

.

の
状
況スポーツ施設

1Ω

の状

況F

"21

(
そ
の

↓　

9

12

運輸

裏
の
状況

1"

の
状況

122

向

4421

の
状
況河川・炮下永

1"

土

地

面

積

125

■

.

の
状況

122

の
範
囲郡市計画法の

4823

就

学

状

況

129

(
モ
の
3
)

125

補間

支出

の
状
況

122

就
職者

散

4823

物
価
の
状況

129

.

(
そ
の
2
}

125

の
状
況

1Ω

土

地

面

積

望24

消
費支

出
の
状況

129

(
そ
の
ー
)

,25

商

婁

槍

造

122

官公

庁
の
企
哀

臼24

の
状
況

129

世

帯

檎

造

125

世

帯

筒

造

122

工

哀

傷

造

図.52

の
伏況

129

の
状
況

250

人

n

構

造

122

企案

の
状
況

図25

口
鉾水

産婁

の
状
況

L29

消費

支出

の
状況

2抽

遁
路
の
状
況

2"

人

口

胡

造

釘27

の
状
況

▲29

労賃

の
状
況県別就労者

1671

の
状況

2⑪

不適

地
の
状況

2".

雇

用

状

況

臼28

高

察

篇

造

1四

(
そ
の
3)

167▲

工

寅

簡

造

250

投資

の
状
況

2"

労
賃
の
状
況者ー

印28

257

.

(
そ
の
2
μ

1臼1

産

類

楠

造

,

250

雇

用

状

況

3臼

の
状況

艶28

雇

用

状

況

257

(
そ
の
ー
)

1臼1

人

口

檎

造

250

の
状況

3出

産

葉

柄

造

6028

企
業
の状

況

4"1

企
婁
の
状況

1田1

物価

の
状
況

250

金
換
の
状
況

3臼

土地

価格

の
状
況

6229

(
そ
の
2)　

4…
⊥
工

地

面

積

1田1

商

雄

篇

造

3"

の
状
況

489

廷

回

答

数̀

σ

」

33.-oo21

廷

回

答

敏

おqm

廷

回

答

数

6』m

麩

回

答

数

』

舶陶

送

回

答

数

0

45m

色奴情

偉媒手入

物鱗印の富.通

名田情

体・縄入

↓

鋤ユ印パコ

名翰補

体媒手入

侍蟻◆気磁

名叙情

体楮入

ンイランオ

名隔

体甜、入

他のぞ

「

(9)入 手先

① 全 体.

データの入手先としては, 「官 公庁 」が77%と 最 も多い。以下,.「 市 販」29%,「 自企業内」
「

9%と 続 き,「 外部デー タベー ス」か らの入手 は少 ない。

.
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co

so77 .3

?0

40

30

20

'0

官

公

庁

市

販
1ジ
ム 他

不

明

(N;稔 入手可能数)

図5-13デ ー タの入手先(N=2,248)'

② 情報ベス ト20での入手先

入手先別の情報名をみると,「 自企業内」で調達できる情報数は少ないが,企 業の状況,工

場立地動向,電 力事業の状況,運 輸業の状況,雇 用状況等が上位にあげられる。一方,「 官公

庁」では優遇措置等の状況をはじめとし,雇 用状況,土 地価格の状況,人 口構造,産 業構造,

官公庁の企業立地担当部署等,都 市計画法の用途地域の範囲,県 別就労者労賃の状況,工 業構

造,土 地面積等,多 様な分野で収集 され,「 市販」の道路の状況,世 帯構造,産 業構造,土 地

面積,商 業構造などと比較 しても質 ・量 とも官公庁に大きく依頼しているのが実状である。

その他では,「 外部データベース」で企業の状況と技術基盤(そ の2) ,住 宅の状況が上位

にあがっているが数自体は少ない。
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入手先別にみた情報名(ベ ス ト20)表5-16

」

の
状
況

4口

の
状
況

翁"

の
状
況レジャー施設

11口

エ
ネ
ル
ギ
ー
の

2U

(
そ
の
3) 一

9

2L

住

宅

状

況}

4日

道路

の
状況

'

訓20

土地

価
格
の
状況

12"

田林

水産

寡
の
状
況

2ω

(
そ
の
2
)

2口

.

の

状況1

40

の
範
囲地域開発法の

渕20

空港

の
状況

1320

投
資
の
状況

2"

2(そのー)9

L

エ
ネ
ル
ギ
ー
の

4抽

の
範
囲都市計■法の

糾20

軍

用

状

況

1320

ガ
ス
事案

の
状
況

2日

港
湾
の
状況

2口

金融

象
の
状況
」

4日

の
状
況

留21

住

宅

状

況

1320

運
輸
案
の
状況

328

2"

商

寝

憤

造

524

訂21

農林

水産

婁
の
状
況

1320

不適

壇
の
状
況

.

328

の
状
況

2"

対霞

の
状
況産集公害

524

不適

埼
の
状
況

・

鵠22

運輸

案
の
状
況

1421

画

集

構

造

328

人

口

胡

造

2口

土

地

面

積

524

の
状
況

3822

鉄
道
の
状況

1421

工

察

檎

適

328

建

路

状

況

329

物価

の
状
況

524

向

鵠22

の
状
況

1625

空
港
の
状
況

328

エ
ネ
ル
ギ
ー
の

329

労賃

の
状況者

628

対
策
の
状況

4023

の
状況

1625

(
そ
の
3
}

3,28

運翰

婁
の状

況

329

の
状況

628

土

地

面

積

4325

消費

支出

の
状況

1726

の
状況

328

投資

の
状
況

39.2

工

妻

田

造

「

628

工

婁

構

造

4325

労賃

の
状
況

234

鉄
道
の
状況

437

空港

の
状況

3.29

の
状況

628

労賃

の
状況県別就労者

47U

人

0

構

造

.

別37

土

地

面

積

4U

.

.

貿
易
の
状
況

329

浪路

の
状
況

T33

9

の
範囲部市計画法の

4828

工

貢

檎

造

別37

(
そ
の
ー)

437

.

土

地

面

楓

329

ガ
ス
事
婁
の状

況

733

官公

庁
の
企
婁

4928

企
婁
の
状況

別37

の
状況河川・地下水

4田

軍

用

状

況

438

..

.

ー

眉

月

状

況

838

産

集

檎

造

ω29

商

婁

構

造

田U

労賃

の
状
況

437.

企宴

の良

438

運

輸

婁

の

状

況F'11.」ì

838

人

日

廟

造

5129

土

地

面

積

缶38

今

の
状
況

4U
ガ
ス
事
案
の
状況

438

の
状
況

838

土地

⊂格

の
状
況

田30

産

殿

胡

造

田38

住

宅

状

況

548

の
状況

438

8"

■

用

状

況

品川

世

帯

簡

造

痴38

(
そ
の
2)

5"..,

の
状
況

5"

全
室
の
状況

13Ω

の
状
況

田33

道
路
の
状況

銘40

企婁

の
状況

765
「

の
状
況

707

廷

回

答

敦

.

O

n.2……

括

回

答

散

0

訂.700Ll

嬉

回

答

敦

口

胸回

送

回

答

敬

0

08.-oo,-F

睡

回

答

敦

0

05皿 ー1

名田情

先婦

内案企目

.

名叙情

先時

庁公官

名相筒

先手入

販市

名田筒

先時

スターーベデ部外

名相筒

先手入

他のそ

,

.

.

qo)電 算化の有無

① 全 体

このような情報のうちで,電 算化により自由に取り出すことのできる情報はわずか3%と 少

なく,計 画中の2%を 合わせても5%と1割 にも達 しない。

情報の必要性は感 じているものの,電 算化となるとまだ進展はしていないようである。

1

.

「

「
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不明1.6 有 り2.5

(N=総 入手可能数)

図5-14電 算化の有無

② 情報ベス ト20での電算化状況

情報ベス ト20のうち 「電算化 している」情報名をみると,数 値は小さい ものの,土 地面積,

人口構造,消 費支出の状況等が上位にあがっている。また,「 計画中」の ものとしては,大 規

模小売店舗の状況や人口構造などで,現 在のところ商業に関するデータの整備の方が進んでい

るように思われる。
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電算化 し.ている情報(ベ ス ト20)表5-17・

'

,

1"

の
範囲都市計画法の

1臼

の
範囲地域開発法の

抽O

企婁

の
状
況

1口

「

ガ
ス
ワ集

の
状
況

1"

土
地
■
格
の
状
況

125

の
状
況

四日

1U

の
状
況

1口

基
但
の
状況その他の部市

125

の
状
況

4020

物価

の
状
況

1ほ

エ
ネ
ル
ギ
ー
の

1"

シ
ヨ
ン
の
状況モータリゼイ

-
」25

の
状
況

4120

消費

支出

の
状
況

1日

工

婁

構

造

・

1"

の
状
況

125

不適

地
の
状
況

4120

の
状
況

1"

雇

用

状

況

1"

施設

の
状
況行政・文教

置踊

4220

財
政
の
状況

1口

」

技
術基

盤
(
そ
の
2
)」

26」3

(
そ
の
3
}

1

.

25

対簸

の
状況産婁公害

口21

投
資
の
状況

1"

杓価

の
状況

2U

物
巴
の
状況

ハ25

土

壇

面

積

4522

ガ
ス
事
案
の
状況

1"

の
状
況

236

財政

の
状況

125

4723

の
状況

1踊

財政

の
状
況

236

産

簸

鵠

造

125

.

の
範
囲路市計画法の

4723

のエネルギ
ー

10

.

運輸

集
の
状況

2"

土

地

面

積

125

人

口

檎

造

49別

金融

集
の
状況

1"

商

集

檎

造

2"

気候

等
の状

況

250

立
地官公庁
の
企窺

5125

世

帯

構

造

1口

産

宴

槍

造
.

・

2"

住

宅

状

況

2日

企集

の
状
況

5125

人

口

塙

造

1"

労賃

の
状
況県別就労者

3"

企業

の
状
況

250

工

某

国

造

5125

の
状
況

231

「
{

ー.

ー企業の状況

ぷ

35

直柄

業
の
状
況

250

道
路
の
状況

品26

連槍

婁
の
状
況

231

の
状
況大規模・

354

消費

支出

の
状況

250

産

業

情

造

・

田27

の
状
況

231

世

籍

構

造

354

世

帯

属

造

3口

労賃

の
状
況者

5627

商

鎮

構

造

2田

泊
賃
支
出
の
状
況

4田

「

画

集

構

造

401

の状

況

印29

工

哀

構

造

231

,.

|
-■
|人口

檎

造

4U

人

口

胡

造

401

雇

用

状

況

6130

産

室

構

造

2銅

土

地

面

積

'

751.12
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し無

名報

領情有化の真電

他のそ

(ID処 理装置

① 全 体'

データの処理装置としては, 「汎用機」が50%と 最 も多 く,次 いで 「オ フコン」21%,「 パ

 

,

ソコ ン」11%,「 オ ンライン端 末機」5%の 順 であ る。

なお,「 光 フ ァイル」を利用 している企業 は皆無であ った。

、

「

「

・
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(N=飽 電算機処理数)

図5-15処 理 装 置(N=198)

② 情報ベス ト20での処理装置

コンピュータで処理されている情報は,「 汎用機」,「 オフコン」,「 パソコン」にかぎら

ず,人 口構造,土 地面積,世 帯構造,消 費支出の状況,商 業構造,大 規模小売店舗の状況など

が多い。'
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処理情報(ベ ス ト20)表5-18

気
候
等
の
状
況

220

の
状
況

124

住

宅

状

況

220

施設

の
状
況行政・文教
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土
地
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の
状
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況

124

シ
ヨ
ン
の
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そ
の
3
)

4

12

(
そ
の
ー
y

O

21

2
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の
状
況
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.

道
路
の状
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労賃

の
状
況者
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産

室

模

造

220

就
職者

数

124

の
状況

220

雇

用
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況
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基
鍵
の状

況その他の

1"

財政

の
状
況

220

の
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シ
∂
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の状
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"̀
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婁

構

造

220

ガ
ス
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の
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の
状
況
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全室

の
状
況

3田

気
候等

の
状
況

2"

労賃

の
状況者

1"

(
そ
の
2)ー

331

物
価
の
状
況

2"

物
価
の
状
況

1"

物価

の
状
況
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の

状

況̀|」F
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消
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状
況
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の
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.
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婁
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状
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状
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況
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一
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婁
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造
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「
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の
状況

4い

人

0

構

造
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直

禽

購

造
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世

帯

宿

泊

1U1

世

帯

胡
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土

地

面

積

3U

世

帯

塙

造
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人

口

塙

遣

1m

」

土

壇

面

積
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状
況

4晒

人
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造
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土

地

面

積

1いー

人

口
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造
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の
状
況
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面

積
.
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の
状
況
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.

の
状
況

Iq㎜

飽

回

答

散

』
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飽

回

答

数
ρ

2』4m

総

回

答

敵

泊

2m

揺

回

答

敵

90m

佳

回

答

歓

1』……

名叙情

直願塾

.

箇月汎

名田情

置装理処

ンコフオ

名田情

直願処

ンコソバ

名叙情

直願処

ン

親イ靖万才

名田惰

置㎜

他の .そ

」

.

,

9

.

「

・

.

.

・

「

ρ
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5.2.2技 術開発 ・人材育成

(1)情 報の必要度

技術開発や人材育成を行 う上で必要と思われる36の情報を提示 し,そ の必要度を大,中,小,

不要に分けて回答 してもらった。

まず,そ の中で必要度が最 も高いと思われる大(情 報)は 全体の4分 の1に 当る25%が 該当 し,

次いで中(情 報)23%,小(情 報)13%と いう割合で,不 要情報 も40%含 まれる結果となった。

なお,1社 当りの平均必要情報数は,大(情 報)で9種 類,中(情 報)8種 類,小(情 報)5

種類であり,必 要情報の数は合計すると22種類となる。

(N=総 情奉職}

図5-i6情 報の必要度

(2)情 報名

先の問で提示 した情報名にっいて必要割合をみたが,こ こではその必要度順(大,中,小,不

要)に 具体的な情報名(ベ ス ト20)を あげてみていく。

① 必要度(大)

まず最初に最 もニーズの高い情報名からみていくと,第1位 「試験研究テーマリス ト」をあ

げる企業が27社 中14社(52%),第2位 が 「技術情報提供機関の現況」と 「技術関係補助金等

の現況」各13社(48%),第4位 以下 「民官企業の研究開発部門の現況」,「 産学官等共同研

究等の現況」,「 研究開発プロジェク トの現況」各12社(44%),「 技術力のある企業の概要」

11社(41%)と 続き,研 究開発に関する情報の必要性が強 くうかがえる。
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なお,人 材や企業リス トは全体的には中位にランクされている。
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図5-17必 要 度(大)(ベ ス ト20)(N=27)

② 必要度(中)

次にニーズとしては中程度にあげられた情報名をみると,順 位の入れ代わりはあるものの,

必要度(大)情 報がかなりまじっているなかで,(大)情 報で18位 にあった 「教育訓練機関の

現況」がここでは第1位(13社,48%)に ランクされている。次いで,「 公設試験場の現況」,

「技術情報提供機関の現況」,「 産学官等連携組織の現況」各11社(41%)と 続いているが,

いずれも(大)情 報にあがっていたものがここで第2位 にランクされている。その他(中)

情報で新たにあげられたものとしては,「 人材育成事業の現況」11社(41%)と 「情報処理教

育機関の現況」10社(37%)と なっている。
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図5-18必 要 度(中)(ベ ス ト20)(N=27)

③ 必要度(小)

ニーズとしては小さく,あ まり重きをおかれていない情報名としては,回 答率自体は小さい

が 「県別純生産」や 「職業訓練機関の現況」が各7社(26%),次 いで 「技術指導事業の現況」,

「技能工 ・技能士資格取得者数」各6社(22%)な どがあげられている。
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図5-19必 要 度(小)(ベ ス ト20)(N・=・27)
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④ 不要情報

不要情報 と して は,第1位 が 「工 業集積度」21社(78%),第2位 が 「機械等装 備率 」18社

(67%),第3位 に 「技能工 ・技能士資格取得者数」17社(63%),以 下,「 業種別立地動 向」,

「技術関係就職者 数」,「 システムエ ンジニ ア数」各16社(59%)と 続 き,全 体 に数値情報 に

対す る不要感が強 くみ られ る。

ただ,不 要 情報 にあ げ られたか らといって,全 く不要 とい うことで はな いのは,例 え ば 「業

種別出荷額 」((大)情 報14位),「 人 口構造」((中)情 報13位),「 システムエ ンジニア数 」((中)

情報13位)に ランクされている ことか らもうかがえ る。
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図5-20必 要 度(不 要)(ベ ス ト20)(N・ ・27)

③ 情報形態

① 全 体

必要とする情報の入手形態は,

「図面」の要望は9%と 少ない。

「説明文書 」が68%と 最 も多 く,次 いで 「数値 」51%と 続 き,
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図5-21必 要 とす る情報形態(N=582)

② 情報ベス ト10での必要な情報形態

情報ベス ト10での必要な情報形態をみると,全 体の要望と同様に;各 情報とも 「説明文書」

での形態が多 くなっている。

なお,そ の中にあって技術情報提供機関の現況や,地 場産業の現況では 「数値」の要望が比

較的多 くなっている。
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表5-19必 要 な情報形態(必 要度 「大」情報ベ ス ト10)

地
場
産
業
の
現
況

8」13

2臼1

9昭

一一

一一

組
織
の
現
況

3Ω

1Ω

8"

一一

一一

公
設
試
験場

の
現
況

4"

一一
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1⑪5
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の種類別工
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1Ω

7脳

一一

一一

企
業
の
概要技術力のある

5肥

1脇
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一一
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エ
ク
ト
の
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況研究開発プロ

6Ω

1Ω
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1㏄5

一一

研究

等
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30

1脇
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開
発
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現
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11即

.
一一
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現
況技術関係
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、
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一一

一一

機
関
の
現
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9"1

3U2

12ロー
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テ
ー
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リ
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ト試験研究
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1Ω

120.比
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答

数
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61皿
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12皿

o

……皿

2010

1010

名報情

態形報情

値数

面図

書文明説

他のぞ

明不

(4}デ ー タの地域範囲

① 全 体

必要なデータの範囲としては,「 県別」が69%と 最 も多 く,「 九州全体のみ」といった広域

または 「市区町村別」,や 「小学校区別」といった小地域での要望は少ない。

。
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他
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(N=稔 必要情報数)
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別

図5-22必 要 なデータの地域範囲(N=582)
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② 情報ベス ト10での地域範囲

情報ベス ト10での希望範囲をみても,各 情報とも 「県別」での要望が多い中,技 術情報提供

機関の現況については 「九州全体のみ」で多 くなっている。

表5-20必 要 なデー タの地域範囲(必 要度 「大」情報ベス ト10)
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⑤ 入手情況

① 全 体

情報の入手状況については, 「十 分に入手」が2%と 少 な く,「 まあまあ入手 」の25%と 合

わせて も3割 にも達せず,情 報の入手が容易でないことがうかがえる。
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十分に入手2.1

(N=

図5-23情 報の入手状況

② 情報ベス ト10での入手状況

情報ベス ト10での入手状況をみると,「 十分に入手」という情報はほとんどみられず,「 ま

あまあ入手」で技術関係補助金等の現況や公設試験場の現況が数例みられるだけで,大 部分の

情報で 「不足している」が多 くなっている。

表5-21情 報の入手状況(必 要度 「大」情報ベス ト10)
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82皿

16』蜘

名報情

況状手入

手入に分十

手入訪紡

喧ば足不

能不手入

'
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㈲ 入手媒体

① 全 体

入手媒体 としては,「 通常の印刷物」で入手するケースが圧倒的に多く,「 コンピュータ印

字物」や 「オンライン」での入手は,ほ んの数%し かない。

1三

鷹
20

'o

0

通
常
の
印
刷
物

オ

ン
ラ
イ

ン

印
字
物

コ
ン
ピ

ュ
ー
タ

磁
気
媒
体

そ 不

の

他 明

(N=総 入手可能数)

図5-24入 手 媒体(N-・488)

② 情 報ベ ス ト10で の入手媒体

各情報 と も 「印刷物 」で入手す るケースが多 く,「 コ ンピュータ」や 「オ ンライ ン」で収集

す るケースは数例 しかみ られない。
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↑

表5-22入 手 媒体(必 要度 「大」情報ベ ス ト10)

回 試 技 技 民 ・ 研 技 種 所 公 イ 産 地
情報名 験 術 術 補 間 開 究 ジ 術 類 有 設 場

研 テ 情 関 助 企 発 研 開 エ 力 別 権 試 産
答 究1

マ
報 機
提 関
係 金
等
業 部
の 門

究
等
発 クプ
ト

の 企
あ 業
工 の
案 出

験
場

組
織
業
の

リ 供 の の 研 の 同 の ロ の る の 願 の 携 の 現
入手媒体 数 ス 現 現 究 現 現 現 概 件 現 現 況

ト 況 況 況 況 況 要 数 況 況

100.0 12.1 11.1 1a1 &1 9ユ α1 7.1 7.1 9.1 6.1 &1

通常の印刷物
99 12 11 13 8 9 9 7 7 9 6 8

コ ン ピ ュー タ 100.0 一 6仕7 一 一 一 一 一 33.3 一 一 一

印字物 3 一 2 一 一 一 一 一 1 一 一 一

一 一 一 一 」 　 一 一 一 一 一 一 一

磁 気 媒 体
一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

100.0 一 一 一 一 一 一 50.0 5軌0 一 一 一

オ ン ラ イ ン
2 一 一 一 一 一 一 1 1 一 一 一

100.0 12.5 6.3 6.3 125 la5 12.5 18.8 一 一 125 6.3

そ の 他
16 2 1 1 2 2 2 3 一 一 2 1

不 明
100.0 一 一 一 一 一 10α0 一 一 一 一 一

1 一 一 一 一 一 1 一 一 一 一 一

「自

(7)入 手 先

① 全 体

デー タの入手 先と して は,「 官 公庁」が62%と 最 も多 く,次 いで 「市販 」41%と 続 き,

企 業内」や 「外部データベー ス」での入手 は少ない。

oo

臼

茄

ω

3・

加

肋

0

不

明

そ

の

他

デ
ー
タ

ベ
ー
ス

外

部

自
企
業
内

市

販

官

公

庁

(N=総 入手可能数)

図5-25情 報 の入手先(N=488)
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② 情報ベス ト10の入手先

情報ベ ス ト10に み る入 手先 と しては,全 体 に 「官 公庁」での入手が多いが,そ の中で,「 市

販」では,民 間企業の研究開発部門の現況,技 術力のある企業の概要,試 験研究テーマリス ト

などが比較的多く入手されている。

表5-23入 手 先(必 要度 「大 」情報ベ ス ト10)

地
場産

業
の
現
況

一一

6㏄

3"

一一

1臼

一一

組織

の
現
況産

一一

6⑪

2輌

一一

1Ω

一一

公
設
試
験場

の
現
況

一一

7Ω

2"

1"1

一一

一一

所
有
権
の
出
願
件
数種類別工業

1日2

3㏄

3"

2』お

1翻

i』㎜

企
業
の
概
要技術力のある

205

4日

6"1

1肪1

2U1

一一

ジ
エ
ク
ト
の
現
況研究開発プロ

一一

8田1

5Ul

一一

3日1

一一

研
究
等
の
現況産同

一一

8田1

3"

一一

25n

一一

開
発
部
門
の
現
況民間企業の研究

一一

3U

5…

152

4コ21

一一

補
助
金等

の
現
況技術関係

一一

12日1

1Ω

一一

1昭

一

重,一

機
関
の
現
況技術情報提供

一一

10Ω1

7日1

3口3

1Ω

一一

テ
ー
マ

リ
ス
ト試験研究

1日2

8卯1

7日1

一一

3"1

一一

回

答

数

4010

0

75皿

0

44皿

8010

0

19皿

1010

名報情

先手入

内業企自

庁公官

販市

弓パヂ部外

他のぞ

明不

(8)電 算化の有無

① 全 体

このような情報のうちで,電 算化により自由に取り出すことができる情報はわずか3%と 少

なく,計 画中の2%を 合わせて もわずか5%に すぎず,今 のところデータの電算化については

消極的なようである。
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(N=総 入手可能数)

図5-26電 算化の有無

② 情報ベス ト10での電算化状況

情報ベス ト10のうち,電 算化 している情報をみるど 「有り」または 「計画中」をあわせて

も最大で2例 しかなく,必 要情報 といえども電算化の計画は今のところ少ないようである。

表5-24電 算 化の状況(必 要度 「大」情報ベ ス ト10)

地
場
産
業
の
現
況

一一

一一

8Ω

一一

組織

の
現
況産

一一

「一

7m

一一

公
設試

験
場
の
現
況

一一

一一

9Ω

一一

所有

権
の
出願

件
数種類別工業

102

lO2

6216

一一

企業

の
概要技術力のある

1⑪2

一一

9Ω

一一

ジ
エ
ク
ト
の
現
況研究開発プロ

一一

lO2

10"1

一一

研究

等
の
現
況産学官等共同

一一

一一

10"1

一一

開
発
部
門
の
現
況民間企業の研究

一一

102

8Ω

一一

補助

金
等
の
現
況技術関係

1⑪2

一一

12烈1

一一

機
関
の
現
況技術情報提供

1⑪2

1㏄2

9Ω

一一

テ
ー
マ

リ
ス
ト試験研究

102

1㏄2

9日

一一

回

答

数

5010

5010

0

97.皿

一一

名報情

の
無化有算電

り有

中画計

し無

他のぞ
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(9)処 理装 置

① 全 体

デー タの処理装 置 としてはt「 パソ コン」52%や 「オンライ ン端末機 」33%と な ってお り,

処 理量 自体 も少 ない ことか ら'「汎 用機 」や 「オ フコン」の利用はされて いないよ うで ある。

co

60

50

4e

]O

20

10

0

パ

ソ

コ
ン 讃

オ

ン
ラ
イ

ン

オ
フ

コ
ン

汎

用

光 そ
フ

ァ の
イ
ル 他

(N=総 電算機処理数)

図5-27処 理装 置(N=21)

② 情報ベス ト10での処理装置'

電算化されている情報が少ないためか,特 に目立 った傾向はみ られない。
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表5-25処 理 装置(必 要度 「大」情報ベ ス ト20)

回 試' 技 技 民
も産 研 技 極 所 公 産 ・ 地

情報名 験
研 テ
術
情

術 補
関 助

間 開
企 発 研

究 ジ

開 エ

術
力
類 有
別 権

・設

試

場産

答 究1
マ
報 横
堤 関

係 金
等
業 部
の 門

究
等
発 クプ
ト
の 企
あ 業
工 の
業 出

験
場

組
織
業
の

リ 供 の の 研 の の ロ の る の .願 の 携 の 現

、処理装置 数 ス 現 現 究 現 現 現 概 ・ 件 現 現 況

ト 況 況 況 況 況 要 数 況 況

一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

汎 用 機
一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

100.0 一 33.3 一 33.3 一 33.3 一 一 一 一 一

オ フ コ ン
3 一 1 一 1 一 1 一 ■ 一 一 一 一

100.0 33.3 33.3 一 一 一 一 一 「 33.3 一 一 一

1パ ソ コ ン

3 1 1 一 一 一 一 一 1 一 一 一

一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

・光 フ ァ イ ル
一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 A一

オ ンライン 100.0 25.0 一 25.0 一 一 一 25.0 25.0 一 一 一

端末機 4 1 一 1 一 一 一 1 1 一 一 一

一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

・そ の 他
:

一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一
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5.2.3リ ゾー ト開発

(D情 報の必要度

リゾー ト開発時の事前調査に必要 とする情報は何か,24の 情報を提示 し,そ の必要度を大,中,

小,不 要に分けて回答 してもらった。

それによると,不 要情報というのは少なく,全 体の7割 近 くが必要度(大)に 含まれ,そ れに

(中)情 報の23%を 合計すると,9割 以上の情報がかなりの割合で必要視されている。

畷(ij、)1.9

(N=総 情報数)

図5-28情 報の必要度
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(2)情 報 名

先 の問で提示 した情報名 について必要割 合をみ たが,こ こではその必要度順(大,中,小,不

要)に 具体的 な情報 名(ベ ス ト10)を あ げてみて い く。

① 必要度(大)

まず最初に最 もニーズの高い情報名 か らみて い くと,'土 地 面積」 「地形の状況」,「 道路

の状況 」,「 土地価格」や 「レジャー施設 」.「 リゾー トの状況」並 びに 「対象地域」 とい っ

た,地 域 の地理的 な情報 に対す るニーズが高い。

co
100.0100.0100,0100.0

100

go

80

70

60

レ
ジ

ャ
ー
の
施
設

土
地
価
格

道
路
の
状
況

地
形
の
状
況

土
地
面
積

リ
ゾ

ー
ト

の
状
況

対
象
地
域

地
質
の
状
況

文
化
的
観
光
資
源

人
口
構
造

図5-29必 要 度(大)(ベ ス ト10)(N=9)
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② 必要度(中)

次にニーズとしては(中)程 度としてあげられた情報名をみると,「 気候等の状況」,「 世

帯構造」,「 物価の状況」,「 電力施設の状況」,「 ガス施設の状況」など5種 類の情報が同

率で並んでいる。
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図5-30必 要度(中)(ベ ス ト10)(N=9)
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③ 不要情報

不要情報としては,対 象数 も少なく,明 確にはいえないが,

状況」,「 就学状況」などが上位にあげられている。

「県民経済の状況 」,「 物価の
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図5-31必 要 度(不 要)(ベ ス ト6)(N=9)
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(3)情 報 形態

① 全 体

必要 とす る情報の入手 形態は,「 数値」が84%と 最 も多 く,次 いで 「図面」が60%,'「 説 明

文書 」52%と な'ってい る。 「数値」を中心 に 「図面 」または 「説明文書」の希望が 多いよ うで

あ る。
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図5-32必 要とする情報形態(N=202)
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② 情報ベス ト10での必要な情報形態

情報ベス ト10での必要な情報形態をみると,「 数値」では土地価格や レジャー施設,「 図面」

では地形の状況,「 説明文書」では地質の状況などの要望が多くなっている。

表5-26必 要 な情報形態(必 要度 「大 」情報ベ ス ト10)

情報名
延

回

土

地

地( 粒

形 置
・

道

路

土

地
ヒ

↑

与

{

対

象

地

質

文
化
的
観ピ

人

口

番

数

面

積

の 概
況状 説

'の

状

価

格

施設 の
状
況

地

域

の

状

光
資
源

構

造

情報形態 嬰況
況 況

100.0 9」 9.1 10.6 13.6 は1 10」6 τ6 息1 7.6 10.6

数 値
66 6 6 .7 9 8 7 5 6 5 7

100.0 125 14.1 125 7.8 1α9
.
9.4 125 7.8 9.4 3.1

図 面
臼 8 9 8 5 7 6 8 5 6 2

100.0 106 10.6 10.6 8.5 8.5 10.6 10.6 128 10.6 6.4

説 明 文 書
47 5 5 5 4 4 5 5 6 5 3

一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

そ の 他 一
一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

(4)デ ータの地域範囲

① 全 体

必要なデータの範囲としては,「 県別」や 「市区町村別」での要望が多 く,そ れ以上の広域

またはそれ以下での小地域での要望は少ない。

oo
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県

別 嚢

九
州
全
体
の
み
‖

そ 不

の

他 明

(N=総 必要情報数)

図5-33必 要 なデータの地域範囲(N=202)
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② 情報ベス ト10での地域範囲

情報ベス ト10での希望範囲をみると,「 県別」の要望が多いのは道路の状況 レジャ;tu設,

文化的観光資源,ま た 「市区町村別」では土地価格となっている。

表5-27必 要 なデータの地 域範 囲(必 要度 「大」情報 ベス ト10)

延 土 地( 道 土 レ リ 対 地 文 人
情報名 位 ジ ゾ 化

回 地 形 置 路 地 ヤ | 象 質 的 口
● 1 ト 観

答 面 の 概 の 価 施 の 地 の 光 構

数 積
泥
状 説 状 格 .設

状況
域 状

資源
造

デー タ 明 ,

地域の範囲 況) 況 況

10α0 一 一 5ρ0 50.0 一 一 一 一 一 一

九州全体のみ
2 一 一 1 1 一 一 一 一 一 一

100.0 &9 1α7 12.5 5.4 12.5 125 12.5 7.1 10.7 7.1

県 別
56 5 6 7 3 7 7 7 4 6 , 4

100.0 11.3 11.3 τ5 15.1 75 9.4 1a2 7.5 τ5 翫4

市区町村別
53 6 6 4 8 4 5 7 4 4 5

小学校区別
10α0 一 一 一 33.3 16.7 一 3鋭3 一

」

一 16.7

6 一 一 一 ・2 1 一 2 } 一 1

100.0 20.0 10.0 一 10.0 10.0 一 1α0 10.0 10.0 20.0
そ の 他

10 2 1 一 1 1 一 1 1 1 2
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⑤ 入手状況

① 全 体

情報の入手状況にっいては,「 十分に入手」が13%,「 まあまあ入手」57%と 、全体の約7

割が入手に関してはさほど苦労はしていないようである。

入手不能0.0

(N－ 総必要情報数)

図5-34情 報の入手状況

② 情報ベス ト10での入手状況

情報ベス ト10での入手状況をみるど 特に 「不足 している」情報の中で地形の状況が目立っ

て多 くなっている。
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表5-28情 報 の 入手状 況(必 要度 「大」情報ベ ス ト10)

延 土 地( 道 土 レ リ 対 地 文 人
情報名 位 ジ ゾ 化

回 地 形 置 路 地 ヤ 1 象 質 的 口
● | ト 観

「

答 面 の 概 の 価 施 の 地 の 光 構
況 設 状 資

数 積 状 説 状 格 況 域 状 源 造
,入手状況 ・ 明

況) 況 況 」
1100 .0 91 9.1 27.3 9.1 9.1 9.1 9.1 一 1&2 一

十分に入手
11 1 1 3 1 1 1 .1

一4 2 一

:

まあ まあ 入手 .

100.0 11.9 4.8 4.8 11.9 16.7 14.3 7.1 α5 74 11.9

42 5 2 2 5 7 6 3 4
』3

5

不足している
100.0 1α7 21.4 14.3 1α7 一 a6 14.3 107 711 71

28 3 6 4 3 一 1 4 3 2 2

一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

入 手 ・ネ 能
一 一 一 一 一 一 一 一 一

.
一 一

㈲ 入手媒体

入手媒体としては 「通常の印刷物」で入手するケースが100%で あり,他 のケースでの入手は

ほとんどみられない。

oo100
00_

0

90_

～

0.00.00.00.5

・

30

20

10

0

1

そ

の

他

オ
ン
ラ
イ
ン

‖

(N=

錫
 
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ

(N=202)図5-35入 手 媒体
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口 ・

(7)入 手 先

① 全 体

データの入手先 としては,「 官公庁 」次 いで 「市販」,

の 「その他 」か らの収集 も比較的多い。

「自企業内」の順で あ り,こ れ以外
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図5-36デ ー タの入手先

打;
↓ 他

(N=総 入手可能 数)

(N=202)

② 情報ベス ト10での入手先

情報ベス ト10での入手先をみて も,特 に大きな差はみ られない。
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表5-29情 報 の入手先(必 要度 「大 」情報ベ ス ト10)

1延 土 地( 道 土 レ リ 対 地 文 人
情線名 位 ジ ゾ 化

回 地 形 置 路 地 ヤ | 象 質 的 口
■ | ト 観

答 面 の 概 の 価 施 の 地 の 光 構
況 設 状 資

数 積 状 説 状 格 況 域 状 源 造
入手先 明

況) 況 況

'100
.0 10.7 10.7 14.3 7.1 14.3 10.7 7コ 1α7 a6 10.7

自 企 業 内
28 3 3 4 2 4 3 2 3 1 3

100.0 11.1 11.1 lL1 11.1 7.4 11.1 11.1 τ4' 1正.1 7.4
官 公 庁

54 6 6 6 6 4 6 6 4 .6 4

市 販
100.0 7.5 1α0 1α0 1α0 12:5 125

『10
.0 7.5 100 10.0

40 3 4 4 4 5 5 4 3 4 4

外部 100.0 7.1 7.1 τ1 71 14.3 14.3 14.3 τ1 7.1 14.3

デ ータベ ース 14 1 1 1 1 2 2 2 1 1 2

10α0 1α5 53 158 15.8 10.5 1α5 158 53 53 53
そ の 他

19 2 1 3 3 2 2 3 1 1 1

⑧ 電算化の有無

① 全 体

このような情報のうち,電 算化により自由に取 り出すことができる情報は今のところ皆無で

あり,今 後計画を予定 している割合もわずか6%と 少ない。

有 り0.0

(N=総 入手可能数)

図5-37電 算化の有無
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② 情報ベ ス ト10で の電算 化状 況

情報ベ ス ト10の うち,「 計 画中」の情 報 としては特に 目立 った ものはな く,

て いる。

各分野に分散し

表5-30電 算 化の有無(必 要度 「大」情報ベス ト10)

延 土 地( 道 土 レ リ 対 地 文 人
情報名 位 ジ ゾ 化

回 地 形 置 路 地 ヤ | 象 質 的 口
● | ト 観

答 面 の 概
況
の 価 襲

奴

の
状

地 の 光
資
構

数 積 状 説 状 格 況 域 状 源 造
電算化の 明
有無 況) 況 況

一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

有 り
一 } 一 一 一 一 一 一 一 一 一

100.0 16.7 16.7 1a7 一 16.7 一 一 一 16.7 16.7

計 画 中
6 .1 1 1 一 1 一 一 一 1 1

10軌0 1仕9 10.9 10.9 12.7 9.1 10.9 10.9 9」 7.3 7.3

無 し
55 6 6 6 7 5 6 6 5 4 4

10α0 10.0 1α0 1α0 10.0 1ぴ0 1仕0 10.0 1仕0 10.0 10.0
そ の 他

20 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

(9)処 理装 置

① 全 体

データの処理装置 と して は∴ 「パ ソコン」, 「オフコ ン」な どが多 いよ うで ある。

そ.不

の

他 明

(N=WW

オ
フ
コ
ン

オ 汎

繰:・

拳.

]

 

00

別

"

論

2・

口

o
パ
ソ
コ
ン

図5-38処 理 装置(N==57)
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② 情報 ベス ト10で の 処理装置 ..、, 、t.

電 算 化 されて いる情報が少ないため,特 に目立 った傾向 はみ られない。

表5-31処 理 装 置(必 要度 「大」情報ベ ス ト10)

延 土 地 ⌒ 道 土 レ リ 対 地 文 人
情報名 位 ジ ゾ

回

答

地'層

面

形 置

の 亘

路

の

地

価
↑
施

|

ト

の

家

地

質

の

詣
観光

口

構'況
設 状 資

数 積 状 説 状 格 .況 域 状 源 造
処理装置 明

況) 況 況

一 _「 一 一 一 一 一 一 一 一 一

汎 用 機
一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

10軌0 20.0 2qo 一 一 20.0 一 一 一 2α0 2α0
オ フ コ ン

5 1 1 一 一 1 一 一 一 1 1

10α0 100 1α0 1α0 10.0 10.0 10.0 10.0 1仕0 10.0 1α0
パ ソ コ ン

10 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

} 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

光 フ ァ イ ル
一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

オ ンライン 100.0 一 一 100.0 一 一 一 一 一 一 一

端末機 1 一 一 1 一 『 一 一 一 一 一

一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

そ の 他
一 一 一 一 一 一 一 一 一 」一 ・ 一

不 明
10α0 1α0 1α0 1α0 1α0 1α0 10.0 1α0 10.0 1α0 1α0

10 1 1 1 1 1 1 1 .1 1・ 1

5.2.4基 盤整備

(1)情 報の必要度

地方公共団体が基盤整備をする時に必要とする情報は何か。

66の情報を提示 し,そ の必要度を大,中,小,不 要に分けて回答 して もらった。

それによると,必 要度(大),が 全体の41%,(中)が33%,(小)が17%を 占め,必 要 という観

点からみると実に9割 以上の情報が必要視されている。
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N=1,518

co

必要度(中)

32.5

(N=総 情報 数)

図5-39情 報の必要度

(2}先 の問で提示 した情報 名にっいて必要割合をみたが,こ こではその必要度順(大,中,小,不

要)に 具体 的な情報名(ベ ス ト20)を あ げてみて い く。

① 必要度(大)

まず最初に最 もニ ーズの高い情報名か らみてい くと,第1位 が 「人 口構造」 と 「産業構造」

が23件 中18件(78%),第3位 が 「工業構造 」 「土地利用の状況」各17件 名(74%),第5位 以

下,「 農林水産業の状況」[道 路の状況 」各16件(70%),「 工 場立地動向」,「 技術基盤(そ

の2)」 各15件(65%)と 続 き.,必 要 とされ る情報が各分野 にわた り幅広 く分散 している。

県市別 にみ ると,県 では 「農林水 産業の状況 」や 「土地面積 」,市 で は 「土地利用の状況 」,

「技 術基盤(1)～(3)」,「 雇用状 況」,「 工業適地 ・不適地の状況j,「 優 遇措置等の状況」な

どのニーズが高 くなってい る'。
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鏡河川
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下
水
の

図5-40必 要 度(大)(ベ ス ト20)(N=23)

表5-32呉 市別必要度(大)

サ 人 産 工 土 農 這 工 技 商 財 工 舷 技 土 企 雇 工 土
■

優 河
地 林 場 術 婁 術 術 婁 地 遇 川

ン 口 婁 類 判 水 路 立 基 婁 政 団 基 基 ・地 一径 用 適 価 塘 ・

用 産 地 盤 地 但 但 地 不 格 ● 壇
プ 胡 鵠 筒 の. 婁 の 勤 A 檎 の 等 ( ( 面 の 状 ・ 遜 の 等 下

状 の 向 そ の そ そ 地 状 の 水
ル 造 造 造 呪 状 状 の 造 状 状 の の 積 状 況 の 況 状 の

況 3 況 1 2 状 況 伏
敬 況 ) 況 ) ) 況 況 況

5

全 ・ 体 !⑳o・
7&3
,
7&3 73L9 7ag 6息6

㎡

69.6 652
.
652 6息9 60:9 , 60.9. 60.9 60.9 印5 56.5 閲,5 56】5 56.5 58.5 駝」2

23 18 18 17 17 t6 」6 15 15 14 14 14 14 14 13 13 13 13 .13 13 12

県 県
100.0 100.0 100.0 100.0 50.0 10①.0 飯7 6&7 3a3 風7 50.0 66コ 50.o 33」3 83.3 66.7 33.3 33.3 50.0 3a3 50.0

6 6 6 6
』3

8 4 4 2 4 3 4 3 2 5 4 2 2 3 2 3
帝

劇 市
ハ00.0 7臥6 7α6 64.丁 824 58.8 70.6 図.7 7鼠5 臼L8 64.7 5&8 64.7 706 硯1 臼L9 64.■ 純7 5a8 64.7 臼」9

17
`

12
1
12 11 14 10 12 11 )3 10 11 10 11 12 8 9 11

ト
11 10 11 9

② 必要度(中)

次 に,ニ ーズ としては(中)程 度 と してあげ られた情報名をみる と,第1位 が 「運輸業の状

況」15件(65%),第2位 が 「住宅状況」14件(61%),第3位 が 「大規模小売店舗 の状況 」,

「投 資の状 況」各12件(52%)と 続 いて いる。

呉市別 にみ ると,市 で 「運輸 業の状況」,「 住宅状 況」,「 消費支出の状況 」などのニ ーズ

が特に高 く,こ の ことが これ らの情報 を上位 にランクさせ ているといえよ う。

なお,県 で は 「雇用状況」が(大)情 報で少なか った分 やや多 くな っている。
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必要度(中)(ベ ス ト20)(N=23)図5-41

呉市別必要度(中)表5-33

.

1

・

「

サ 連 庄 大
媛

θ 建 土
地

消
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就 県
別

観
光
金
融
エ

ネ
電力 ガ

ス
題 新
規
上
下
厚
生
産
宴
気
候

ン

プ

他

室 の

宅

状

債
小
売 の店

寅

の

簸

状

改
良
事
婁 等

支
出
の
杖

学
「

状

就
労
者 の
労

施
殴
等
の

婁
の
状
況

ル
ギ
1
の 喬

事
猿
の
伏

事蹟

の
状

用

伏

学
卒
若
蔵

水
道
の
皆

施
設
の
状

公
害
対
策

等
の
状
況

ル 伏 況 結 状 ・状 混 の
範
況 混 賞 状 状

況
給状 況 況 況 職

者
及
状
況 の
状

数 況 況 況 囲 況 況 敵 況 況

100.0 6a2 60L9 52L2 5Z2 47.8 47.8 4a5 4a5 4&5 43L5 39.1 39」1 旬.1 39」 39.1 39.▲ 39.1 39」 鵠.1 39.1

全 体
田 15 M 12 12 11 11 10 lo 10 10 9 ・9 9 9 9 9 ・9 9 9 9

100.0 3a3 33」3 50.o 皿o 3a3 印.0 16.7 5仕0 斑L3 500 3a3 1息7 使 丁 一 66.7 50.0 16」7 3a3 鳳 了 3a3

叙 県
L

6 2 2 3 3 2 3 1 3 2 3 2 1 1 一 4 3 1 2 1 2
.

市
100.0 7a5 7吐6 52L9 529 52L9 47.1 529 41.2 47.1 4L2 4L2 47」 47.1 52」9 29.4 ⑨53 σ」 41.2 47.▲ 4し2

別 市
17 13 ▲2 9 9 9 8 9 7 8 7 7

.

8 8 9 5 6 8 7 8 7

 

.

1

「

.

「・

「

・

③ 必要度(小)

ニーズとして は小さく,あ まり重 きをおかれていない情報名としては, 「貿易の状況」や

 

「

「鉱物資源の状況 」が各11件(48%)と 最 も多 く.,次 い で 「金融業の状 況」,「 エネルギ ーの
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需給状 況」,「 ガス事業の状 況」が各10件(44%)と 続 いている。

県で 「エ ネルギーの需給状況 」,「 ガス事業の状況 」,「 電 力事業の状 況」県市別にみると

な ど(中)情 報で少なか った分 多 くな ってい る。
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(小)(ベ ス ト20) (NT==23)必要度図5-42

(小)県市別必要度表5-34

F

サ
」

貿 鉱 金 工 ガ 電 物 県 電 地 産 世 荊 建 文 ス モ 産 大 断
物 融 ネ ス カ 別 カ 林 費 化 ポ | 案 罎 榎ン 島 賃 集 ル 事 事 価 就 施 質 資 帯 支 .笛 隻 | タ 公 領 竿
源 の ギ 建 窺 労 殴 師 出 殴 ツ り 害 小 卒プ の の 状 | の の の 者 労 の の .の 構 の 状 の 箆 ゼ 対 売 者状. 況 の 爾 .状 状

■

賃` 状 伏 状 状 般 イ 頭 店 就ル 状 況 給 況 況 伏 の 況 伏 況 造 況 況 況 の シ の の 箇 の 職
9

状 状 状 ● 状 状 状 看.数
況 ・ 況 況 況 ・ 況. 況 ン 況 況 況 数

全 体
100.0 47.8. 47.8 43.5 4&5 43.5 別.8 M.8 30.4 30.4 3α4 30.4 26.1 26.1 26.1 26」 蹄.1 2&1 26」 2L7 21.7

勾 11 11 10 10
.
10 8 8 7 7 7 .7 6 6 6 6 6 6 6 5 5

県 県
100.0 66.7 83.3 50.0 66.7 8a3 6仕7 調㌧3 50.0 33.3 16.7 50.0 3a3 50.0 33.3 3a3 3a3 別LO 50.o' 3a3 la7

.

6 4 5 3 4 5 4 2 3 2 1 3 2 3 2 2 2 3 3 2 1
.

市

別 市
100.0 4L2 353 41.2 3i3 .2α4 2a5 蕊.3 2a5 29.4 35.3 2a5 2a5 1τ6 2a5 2a5 圏L5 17.6 17.6 17L6 2a5

17 .7

「
6 7 6 5 4 6 4 5 6 4 4 1 3 4 4 4

.
3 3 3 4
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回答件数自体はあまり多くないが,「 農工法の工業導入地域の範囲」の

④ 不要情報

不要情報としては

9件(39%)を トップに 「漁業権の状況」8件(35%),以 下 「地質の状況jと 「鉱物資源の

状況」各7件(30%)と 続 いている。

各情報とも県に比べ市での不要度が高 くなっている。県南別にみると

「

.
.

「

oo

40

30

20

10

0

必要度(不 要)(ベ ス ト20)(N=23)図5-43

呉市別必要度(不 要)表5-35

サ

ン

プ

ル

数

日
工
裡…導
の 人
工 埴
案 域
の
範
囲

漁
集
電
の
状
況

地

質

の

状

況

鉱
物
資
源
の
状
況

港

湾

の

状

況

工
類
再 摘
記 定
■ 地
法 域
の の
.範
囲

官
公
庁 立
の 地
企 但'寮 当 .

部
署
等

電
力
施
設
の
状
況

轟
村
費節

の
状
況

竃
『力

車
集
の
状'況

.

鉄

道

の

状

況

土
地
改
良
事
秦 等
の
範
囲

都
市
計 指
栖 定
法 区
の 域
の
範囲

ガ
ス
事
蹟
の
状
況

行

c
文敏

施
設 の
状
況

教
育
円
墳
の
状
況`

厚
生
施
設
の
状
況

そ
の
他
の
部 基
市 盤
の
状
況

地
域
開 指
発 定
法 地
の 域
の
範
囲

産室

公
害対

領
の
状
況

全 体
100.0

田

39.1

9

34.8

8

3α4

7

30.4

7

26d

6

26」1

6

2&1

6

2L7

5

2L7

5

i7L4

4

1τ4

4

17.4

4

17.4

4

1ao

3

1ao

.3

1ao

3

1ao

3

lao

3

1ao

`3

1ao

3

臼

市

別

県
10〔10

6

凪?

1

鳳7

1

Ia7

1

一

一

砥7

1

凪7

1

16」7

1

1a7

`

ハ6.7

1

一

一

1仕7

1

凪7

1

16.7

1

一

一

16」7

▲

瓜7

1

田」7

1

怜」7

'1

一

一

16.7

』

1

市
loo.0

17

47」

8

4L2

7

3S3

6

41.2

7

29.4

5

29.4

5

29.4

5

2a5

4

2a5

4

2a5

4

1τ6

3

1τ8

3

17.6

3

17.6

3

1L8

2

1L8

2

1L8

2

1L8

'2

17.6

3

1L8

2
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5-36)で あ る 。

な

は

が80%を 越 えて いる。

 

表

報

((ベ ス ト10)の 内訳(ベ ス ト3)を み たのが

 

報

内訳をみても大部分の情ともニーズが高いため

 

訳

情

報

内

)

情

報

大

各

必要な情

必要度(

 

⑤

体的に

で「産業構造」「人口構造jで は産業別就業者数100%必 要という情報名をみると

 

全

お

「工業構造」では業種別事業所数と業種別製造品出荷額が主なものである。産業別事業所数

必 要 な 情 報 内 訳(ベ ス ト10)

2産 業構造(内 訳はベスト3)

表5-36

人口構造

 

L

回 産
業
別

答 の
従9

数 薯
100.0 100.0 94.4 88.9

全 体
18 18 17 18

回 年 移

齢 動
答

別 人 人

数 口 口

!00.0 100.0 94.4 88.9
全 体

18 18 17 1θ

土地利用の状況

 

4工業構造

 

a

回

答

数

「

.

計

量

i

全 体
100.0

17

94.1

16'

941

f6

88.2

t5

回 案 ;

:i 篇
1

覧

答 1

数

100.0 100.0 100.0 94.1
全 体

17 17 17 16

道路の状況

 

息農林水産業の状況

 

5

回 交 路 幅

答 通 線

数 量 名 員

100.0. 100.0 87.5 75.0
全 体

16 16 14 12

回 生 所 世

産
答 帯
数

数 量 得 数

100.0 100.0 100.0 93.8
全 体

16 16 16 15

技術基盤(そ の3)

 

&工場立地動向

 

7
,

回
機 研
関 究

答 の の
り 1戊

ス ス
数 ト ト

1000 100.0 100.0 93.3

全 体
15 15 15 14

回 婁 そ(
種 の

答
別 他

工
状
況

数 向 場 )

100.0 100.0 80.0 6.7
全 体

15 15 12 1

、

10.財 政の状況商業構造

 

息

回 財 項
突 目

政 ・ 別
答
力 指 ま決

地 微
方 収

数 数 暴
税 姦

100.0 100.0 100.0 92.9
全 体

14 14 14 13

回 販 商 売

場
答 売 店

.面

数 額 数 積

100.0 100.0 92.9 92.9
全 体

14 14 13 13
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(3)情 報形態

① 全 体

必要 とす る情報 の入手 形態 は,「 数1直」が87%と 特 に多 く,次 いで 「説明文書 」が53%,

「図 面」46%と な ってい る。 「数値 」を中心 に 「説明文書」または 「図面」の希望が多いよ う

で ある。

oo

O

O

O

O

O

O

O

O

O

O

9

8

7

6

5

4

3

2

1

・ 工L

撚
46.4

.

.

白

一

一

.

・

.

‥

0.10.9

数

・

値 璽
図

面

そ
の
他

(N=

不

明

図5-44必 要 とす る情報形態(N=1378)

② 情報ベス ト10での必要な情報形態

情報ベス ト10での必要な情報形態をみると,「 数値」は全体的に多 く,特 徴的なことはみあ

たらないが,「 説明文書」は技術基盤や工業構造,'「 図面」では土地利用の状況や道路の状況

などでの要望が多 くなっている。
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表5-37必 要とする情報形態(必 要度 「大」情報ベス ト10)

回 人 産 工 土 農 道 工 技 商 財 工 技 技
情報名 地 林 場 術 業 術 術

口 業 ・業 利 水 路 立 基 業 政 団 基 基
答 用 産 地 盤 地 盤 盤
構 構 構 の 業 の 状 動 ( 構 の 状 等 ( (

状 の 向 そ の そ そ
情報形態 数 造 造 造 況 状 況 の 造 況 状 の の

況 ∪ 況 ↓ 3 一
100.0 9.0 9.0 8.5 8.5 8.0 8.0 7.0 7.0 7.0 7.0 70 7.0 6.5

数 値
199 18 18 17 17 16 16 14 14 M 14 14 14 13

10α0 10.8 4.9 4.9 15.7 5.9 14.7 7.8 3.9 3.9 4.9 ll.8 6.9 3.9

図 面
102 11 5 5 16 6 15 8 4 4 5 12 7 4

100.0 6.9 8.4 9.2 9.2 3.8 5.3 8.4 9.9 7.6 7.6 6.1 9.2 8.4

説 明 文 書
131 9 11 12 12 5 7 11 13 10 10 8 12 ll

一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

そ の 他
一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

(4)デ ータの地域範囲

① 全 体

必要 なデータの範囲 と・しては・ ・市区・i村別・が83%と 最 も多 く・次1・で ・県別 ・62%と な

って いる。,

「小学校区別」 といった小地域 「九州全体のみ」 とい った広域での要望は少ない。

(%)

0

0

0

0

0

0

0

0

0

9

8

7

6

5

4

3

2

1

0

、顯
.製

市 県 『 小 九 そ 不
区 学 州
町 校 全 の

§ 別 篇 傷 他 明
み(N=総 必要情報数)

図5-45必 要 度 なデータ地域の範囲(N=1,378)

-147一



② 情報ベス ト10での地域範囲

情報ベス ト10での希望範囲をみると,「 県別1で は工場立地動向,道 路の状況や技術基盤

(その3),f市 区町村別」では産業構造,土 地利用の状況や道路の状況,な お,「 小学校区別」

では人口構造の要望が特に多 くなっている。

表5-38必 要 なデータ地域の範囲(必 要度 「大 」情報ベ ス ト10)

情報名
回 人

口

産

業

工

業

土
地
利

農
林水
道

路

工
場
立

技術

基

商

業

財

政

工
業
団

技
術基

技
術基

答 用 産 地 盤' 地 盤 盤
構 構 構 の 業 の 状 動 ( 構 の 状 等 ( (

状 の 向 そ の そ そ

デー タ地域 数 造 造 造 況 状 況 の 造 況 状 の の

の範囲＼ 況 & 況 ↓ ∪一
100.0 一 一 一 一 一 一 一 100.0

一 一 一 一 一

九州全体のみ
1

一 一 一 一 一 一 一 1 一 一 一 一 一

100.0 6.0 6.8 6.8 5.3 6.8 9.8 10.5 9.8 6.8 5.3 9.0 8.3 9.0

県 別
133 8 9 9 7 9 13・ 14 13 9 7 12 . 11 12

100.0 8.5 9.6 9.0 9.6 8.5 8.5 6.8 4.5 7.9 7.9 6.8 7.3 5.1

市 区 町村 別
177 15 17 16 17 15 呈5 12 8 14 14 12 13 9

100.0 29.2 4.2 8.3 16.7 8.3 12.5 4.2
一 4.2 4.2 4.2 4.2 一

小学校区別
24 7 1 2 4 2 3 1 一 1 1 1 ! 一

100.0 14.3 一 一 一 14.3 一 一 i4.3
一 14.3 14.3 14.3 14.3

そ の 他
7 1 一 一 一 1

一 一 1 一 1 1 1 1

(5)入 手状況

① 全 体

情報の入手状況については,「 十分に入手」が9%,「 まあまあ入手1の47%を 合わせても

5割 強にすぎず,情 報収集力の強化が不可欠となっている。
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入手不能1.3

(N・・ta必要情報数)

図5-46情 報の入手状況

② 情報ベス ト10での入手状況

情報ベス ト10での入手状況をみると,「 十分に入手」できる情報としては,財 政の状況が目

立つ くらいで他にみるものはない。また,「 まあまあ入手」では,人 口構造や工業構造・それ

に産業構造があがっている。

なお,「 不足 している」情報としては,技 術基盤に関するものが特に多 くなっている。
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表5-39情 報の入手状況(必 要度 「大」情報ベス ト10)

回 人 産 工 土 農 道 .工 ・ 技 商 財 工 技 技
情報名 地 林 場 ・ 術 術 術

口 業 業 利 水 路 立 基 業 政 碁 基
答 用 産 地 盤 盤 盤
構 構 構 の 業 の 状 動 ( 構 の 状 ( (

状 の 向 そ の そ そ・

入手状況 数 造 造 造 況 状 況 の
造』

況 状 の の
況 色 況 ↓ 3 一

十 分 に入 手
100.0

28

14.3

4

7.1

2

7.1

2

7.1

2

3.6

1

3・6
.

1

7.1

2

3.6

1

τ1:

';2
25.0

7

711

2

3.6

1

3.6

1

まあまあ入手
亘00.0 15.5 1Ll 12.2 7.8 10.0 8.9 5.6 2.2 a竺 6.7 6.7

'3
.3 Ll .

90 14 10 ll 7 9 8 5 2 二8 6 6 3 1

100.0 一

,
7.2 4.8 9.6 7.2 8.4 9.6 14.5 4.81 1.2 7.2 12.0 13.3

不足 している
【

83 一 6 4 8 6 7 8 12
:4

1 6 10 11

100.0 一 一 一 一 一 一 一 一 一 .L 一 一 一 100.0

入 手 不 能
1 一 一 一 一 一 一 一 一

.一

「
_ 一 一 1

f6)入 手媒体

① 全 体

入手媒体としては,「 通常の印刷物」で入手するケースが圧倒的に多 く,「 コンピュータ印

字物」や 「磁気媒体」並びに 「オンライン」での入手はほんの数%し かない。

co

100{η.9

95.

90

15

lo

5

0

↑磁蹴 ←

4.02
.5

・

.

0.1
1ヨ,_.仏 具 ¶...一 ▼0よエ.、

錫

コ

ン
ピ

ュ
ー
タ

‖
オ
ン
ラ
イ
ン

そ 不

の

他 明

(N=総 入手可能数)

図5-47入 手 媒体(N・=!,360)
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② 情報ベ ス ト10で の 入手媒 体

各情報 と も 「通常 の印刷物 」で 入手す るケー スが多 く,「 コンピュータ印字物 」や 「磁気 媒

体」,「 オ ンライ ン」で収集す るケースは,人 口構造,産 業構造,工 業構造 など数例 しかみ ら

れな い。

表5-40入 手 媒体(必 要度 「大」情報ベス ト10)

A

情報名
回
、1

人 産 工 土
地
農
林
道 工

場
技術 商 財 .工1

業.

技
術
技
術

口 業 業 利 水 路 立 基 業 政 ∵ 団 基 基.
答

構, 構 構 男
産
業 の 状

地動 盤
( 構 の 状

地

等 ・
盤
(

盤
(

状 の 向 そ の そ そ
入手媒体 数 造 造 造 況 状 況 の 造 況 状 の の

況 旦 況
'

'1
2

), )

通常の印刷物
1000

1

&5 9.0 8.5 8.5 8.0 8.5 7.5 τ5' 7.0 7.0 7.0 7.0

一

6.5

201 17 18 17 17 16 17 15 15 14 14 14 14 13

コ ンピュー タ 100.0 23.1 15.4 15.4
.

}

15.4 7.7 7.7 一 7.7 7.7 一 一 一

印字物
113

3 2 2 一 2 1 1 一 1 1 一 一 一

磁 気 媒 体
100.0

'

14.3 14.3 28.6 一 一 一 一 一 28.6 !4.3 一 一 一

7 1 1 2 一 一 『 一 一 2 1 一 一 一

'

10α0 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 10.0 一 一

オ ン ラ イ ン

1 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 1 一 一

そ の 他
100.0 互0.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 一 一

10.0 10.0 一

10 1 1 1 1 1 1 1 1 『 一 1 1
一

(7)入 手 先

① 全 体'・ ・

デ ータの入手先 と して は,「 他官公庁 」が77%と 最 も多 く,次 いで 「自官公 庁 内」55%,

「市 販」 は16%と 少 ない。
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( N=総 入手可能数)

図5-48 データの入手先 (N=1,360)

② 情報ベス ト10での入手先

情報ベス ト10での入手先をみると, 「自官公庁内」より 「他官公庁」で収集されるケースが

多 いのは, 工場立地動向や技術基盤 (1～3) などの立地技術情報である。

表5-41 情報の.入手先 (必要度 「大 」 情報ベ ス ト10)

解 名

入手先

回

答

数
1

人

口

構

造

産

業

構

造

工

業

構
.

造

用・
の

状

況

農
林

の
状
況

道

路

の 状

況

工

動
向 ε

9
.).

商

業

構

造

財

政

の 状

況

.'工

等
の

状
況

技

ε

?
).

技 ・
術基

盤

2

9
、).

8.0

11

&0

11

7.2

10

4.3

6

a6

5自官 公庁 内
100.0

138

10.9

15

9.4

13

9.4

13

&7

12

9.4

13

10」

14

6.5

9

4.3

6

他 官 公 庁

100.0

175

8.O

l4

8.6

15

8.6

15

8.6

15

τ4

13

7.4

13

8.6

15

ao

14

6.3

11

7.4

13

6.9

12

7.4

13

仕9

12

市 販
100.0

38

5.3

2

10.5

4

7.9

3

5.3

2

10.5

4
1

15.8

6

凪2

5

5.3

2

7.9

3

2.6

1

5.3

2

26

▲

τ9

3

外 部

デ ータベ ース

100.0

7

一

一

一

一

一

一

14.3

1

14.3

1

一

一

一

一

14.3

1

一

. 一

一

一

28.6

2

14.3

1

143

1

そ の 他
100.O

l7

5.9

1

5.9

1

5.9

1

5.9

1

一

一

11.8

2

5.9

1

17.6

3

5.9

1

一

一

5.9

1

1τ6

3

1L8

2
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⑧ 電算化の有無

① 全 体

このような情報めうち,電 算化により自由に取り出す ことのできる情報はわずか6%と 少な

く,計 画中の2%を 合わせても1割 に達せず,今 のところデータの電算化については進展 して

いないようである。

その他3.8 有 り5.8

(N=総 入手可能 数)

図5-49電 算化の有無

② 情報ベス ト10での電算化状況

情報ベス ト10のうち,電 算化されている情報は人口構造や商業構造などが他の情報に比べる

と多い。

なお,「 計画中」のものとして財政の状況に集中しているが,全 般に電算化が遅れているた

め,そ の回答数自体 も少ない。
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表5-42電 算1ヒの有無(必 要度 「大」情報ベ ス ト10)

情報名
回

答

人

口

構

産

業

構

工

業

構

土
地
利

男

農
林

蓮
業

道

路

の 状

工 技術

基
盤
(

商

業

構

財

政

の 状

工

(

技
術
基盤

(

状 の そ の そ そ

電算化の
有無

数 造 造 造 況 状況 況 9
)

造 況 状
況 ?

.),

9
.)_

100.0 26.9 lL5 19.2 3.8 7.7 7.7 一 一 15.4 7.7
一 一 一

呑'り
26 7 3 5 1 2 2 一 一 4 2 一 一 一

ioO.0 25.0 8.3 一 一 8.3 8.3 一 一 一 4L7 8.3 一 一

計 西 中
12 3 1

一 一 1
1
1 一 一 一 5 1 一 一

100.0 5.3 8.6 7.3 9.9 7.9 7.3 9.3 9.3 6.0 4.6 τ9 8.6 7.9

無 し
151 8 13 11 15 12 h

1

14 14 9 7
「

12 13 12

そ の 他
100.0

一 8.3 83 8.3 8.3 1仕7 8.3 a3 8.3 一 8.3・ 8.3 8.3

12 一 1 1 1 1 2 1 1 1 一 1 1 1

③ 電算化 している情報.

現在,電 算化されている情報 としては,人 口構造10件(44%)や 世帯構造9件(33%)と い

った人口関係のデータが多 く,次 いで工業構造,産 業構造,土 地面積,財 政の状況 となってい

る。

県市別にみると,県 では上位10位 まで(Z?情報でみれば"ほ ぼ半数が電算化されているが,市

では人口構造,』世帯構造を除 くと電算化の割合は低い。

ca

50

4e

30

20

10

0

人

口

構

造

世

.帯

構

造

工

業

構

造

商

業

構

造

土

地

面

積

員
産

業

構

造

物
価
寮

況

就

学

状

況

図5-50電 算 化(有 り)(ベ ス ト10)(N=23)
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表5-43呉 市 別電算化(有 り)

サ 人 世 工 商 土 財 産 県 物 就
情報名

.チ 口 帯 業 業 地 政 業
民
経 価 学

ル 済
数 構 構 構 構 .面 の 状 構 の の 状 状

状

県市別 造 造 造 造 積 況 造 況 況 況

100.0 43.5 .3α1 21.7 2L7 17.4 1τ4 13.0 13.0 1ao 13.0

全 体
23 10 9』 5 5 4 4 3 3 3 3

100.0 50.0 5α0 50.0 50.0 50.0 33.3 50.0 50.0 5α0 33.3

県 県
6 3 3 3 3 3 2 3 3 3 2

市
100.0 41.2 353 11.8 ll.8 5.9 1L8 一 一 一 59

別 市
17 7・ 6 2 2 1 2

r一

一 一 1

④ 電算化を計画中の情報

今後 電算化を計画 している情報としては,財 政の状況が5件(22%)と 多 く,次 いで人口

構造,世 帯構造各3件(13%)と なっている。

県市別にみると,県 の予定はほとんどな く市の方が多くなっている。

oo

お

2。

巳

o

f}

CJ

O

群
商

業

構

造

工

業

構

造

産

業

構

・造

土

地

面

積

世

帯

構

造

人

口

構

造

財
政
の
状
況

、

図5-51電 算 化(計 画中)(ベ ス ト10)(N=23)
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表5-44県 南別電算化(計 画中)

.

匂 一

情報名 ㌻プ

旬

政

人

口

世

帯

r・

土

地

.産

業

'

工

.業

商

業

大規

模

工

場.立

企

業
ル 小 地
数 の 状 構 構 面 構 構 構 売 の 動 の 状

、㍉

店 状 向

県市別 況 造 造 積 造 造 造 舗 況 況

100.0 2L7 13.0 13.0 8.7 4.3 4.3 4.3 4.3 4.3 4.3

全 体
23 5 3 3 2 1 1 , 1 1 1 1

100.0 一 一 一 一 一 一 一 16.7 一 一

県 県
6 一 一 一 一 一 一 一 1 一 }

市
100.0 29.4 17.6 17.6 11.8 5.9 5.9 59 一 5.9 5.9

別 市
17 5 3 3 2 1 1 1 一 1 1

(9)処 理 装置

① 全 体

データの処理装 置 としては 「汎用機」が特 に多 く,

ってい る。

「パソコ ン」や 「オフコ ン」 は1割 を割

2 0………
.

………
目隠

不

明

且……
………2…………… ]巨

そ

の

他

0L
ト

オ
ン

ライ

ン

ω
◆

…}ト

光フ

芽
ル

Ω…………
3

オ
フ
コ

ン

■OO

.

00

…

…
.3●●■■

◆田・.一-.

潟
"認

"
"
""

パ

ソ
コ
ン

ー
傷

ー「

4

柘

・

剥

8

…
◆

乱

….
"
。"

　…

翼…
…………………
烈・
……
…

……

8

……
33

汎

用

機

7

霧…

ぷ…
…"
……
"

嚢"

嚢…

‖

!

1「

購

・・

・

一

〇〇

前

門

"

.

511

10

5

0

(N=総 電算機処理数)

図5-52処 理 装置(N=102)
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② 情報ベス ト10で の処理装置

全体に 「汎用機 」での処理 にな って いるが,そ の 中にあ って財政関係で 「パ ソコ.ン」の利用

が多 い。

表5-45処 理 装置(必 要度 「大」情報ベ ス ト10)

回 人 産 工 土 農 道 工 技 ・ 商
. 財 工 技 ・ 技

情報名
`地

林 噛 場 術 業 ・ 術
術'

口 業 業 利 水 路 立 基 業 政 団 基 基
答 用 産 地 盤 地 盤 盤
構 構 構 の 業 の 状 動 ( 構 の 状 等 ( (

状 の 向 そ の そ そ

処理装置 数 造 造 造 況 状 況 の 造 況 状 の の

況 ξ
'況

↓ 3 一
100.0 30.4 8.7 17.4 4.3 4.3 8.7 一 一 13.0 13.0 一 一 一

汎 用 機
.23 7 2 4 1 1 2 一 一 3 3 一 一 一

100.0 一 一 一 一 50.0 50.0 一 一 一 一 一 一 一

オ フ コ ン
2 一 一 一 一 1 1 一 一 一 一 一 一 一

100.0 14.3 14.3 一 一 一 一 一 一 一 57.1 14.3 一 一

パ ソ コ ン

7 1 1
一 一 一 一 一 一 一 4 1 一 一

一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

光 フ ァ イ ル
一 一 } 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

オ ンラ イン 100.0 一 一 一 一 一 一 一 一 一 100.0 一 一 一

端末機 1 一 一 一 一 一 一 一 一 } 一1 一 一 一

100.0 50.0 一 一 一 一 一 一 一 一 50.0 一 一 一

そ の 他
2 1 一 一 一 一 一 一 一 一 1 一 一 一

↓
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5.3ヒ ア リ ン グ 調 査

5.3.1調 査方法等

この調査は,先 に実施 したアンケー ト調査を補足するために,次 の機関を対象に訪問による聴き取

り方式で実施した。

(対象機関)

開発要素 別 業 種1対 象企業数

企 業 立 地

工 業 11

商 業 2

情 報 処 理 2

研 究 所 1

(小 計) (16)

リゾー ト開発 観光開発実施企業 1

基 盤 装 備

県 2

県 庁 所 在 都 市 1

そ の 他 の 市 3

(小 計) (6)

』(合 言+)1(23)

5.3.2調 査結果

(1)立 地因子等

この調査項目は,企 業立地時における情報利用の状況や重要情報及びその用途を調査するため

に,上 表の企業立地関係16企 業に対 してのみ実施 したものであり,調 査結果は次のとお りであっ

た。

(a)立 地地域 ・地点の選定方法等

① 選定体制

立地地域 ・」也点の選定 と組織等との関係をみると,次 表のとおり,「 ボ トムアップ方式(6

企業)」 と 「トップダウン方式(5企 業)」 は,ほ ぼ同数となっている。

また,ボ トムアップ方式の中には 「プロジェク トチームを組織する」という企業が1社 あり,

併用方式の中には 「ケースバイケニス」が2社,「 立地地域は トップダウンで,立 地地点はボ

トムアップ」という企業が1社 あった。
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(選定体制)

ボ トムアンプ方式 　 6企 業

,トップ ダウン方式
'5

併 用 方 式 3・

無 回 答 2

(合 ・ 計)/161

② 選定方式

立地地域を選定する方法については,次 表のとおり,「 データ調査方式(7企 業)」 が最 も

多 く,次 いで 「地元熱意方式(5企 業)」,「 血縁 ・地縁方式(2企 業)」 の順になっている。

なお,デ ータ調査方式を中心としている企業の主な立地地域選定理由としては,「 輸送 ・交

通の便」 「労働力の確保」 「市場性」が上位にきている。

(立地地域の選定方式)

デ ー タ調査方 式 7企 業

地 元 熱 意 方 式 5

血 縁 ・地縁 方式 2

無 回 答 2

(合 計) 16

また,こ の14企業の主な立地地点選定理由としては,「 地価 用地確保」 「輸送 ・交通の便」

「市町村の斡旋」が上位を占めている。

(b)企 業立地時における重要情報とその用途等

この調査項目は,ヒ アリング対象企業が先のアンケー ト調査時に回答した 「立地時における

重要情報ベス ト10」について,そ の主要用途等を質問 したものであり,調 査結果は次表の とお

りである。

なお,次 表の 「重要情報名」は,先 のアンケー ト調査(企 業立地のみ)で 「必要度が大」と

された上位20の 情報名である。
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(重要情報 とその用途等)

重 要 情 報 名 主 要 用 途 等

① 土地価格の状況 必要土地面積の確保,立 地費用の見積,
将来市場の予想

② 雇用状況 労働力の確保,賃 金水準の決定

③ 優遇措置等の状況 優遇措置の享受,地 元熱意の判断,立 地
コス トの試算,立 地地域の選定

④ 道路の状況 輸送の便の評価,通 勤の便の評価,顧 客
吸引力の評価

⑤ 企業の状況 需給状況評価,競 合 ・協力企業把握

⑥ 土地面積 用地の取得,将 来市場の予想,労 働力の
確保

⑦ 人口構造 労働力の確保,市 場性(購 買力 ・消費構
造 ・商品構成等)の 判断

⑧ 商業構造 商業の将来性の評価,購 買力の評価

⑨ 就労者労賃の状況 賃金の決定材料,労 働力 ・人材確保

⑩ 電力事業の状況 動力の安定供給の評価,経 費の見積

⑪ 新規学卒者就職者数 労働力 ・人材の確保

⑫ 工業適地 ・不適地の状況 立地地点の選定

⑬ 産業公害対策の状況 公害対策経費の見積り

⑭ 世帯構造 購買力 ・将来性等の評価,消 費構造の判定
,労 働力の確保

⑮ 大規模小売店舗の状況 競合状況 ・進出余地の判定

⑯ 官公庁の企業立地担当部署等 立地関連情報の入手

⑰ 工業立地状況 需給状況 ・動向の把握,労 働力確保

⑱ 河川 ・地下水の状況 工業用水の確保

⑲ 工業用水施設の状況 工業用水の確保

⑳ 工業用地等の状況 工業用地の確保

このように,立 地時における重要情報の用途等は,大 別すると,① 用地の確保 ②労働力 ・

人材の確保 ③市場性の評価 ④輸送 ・交通の便の評価 ⑤競合 ・協力企業の把握 ⑥用水 ・

動力の安定供給の評価 ⑦立地コス トの査定等となっている。

(2)詳 細調査

この詳細調査は,先 のアンケー ト調査結果に基づき,前 述の23機 関を対象に,以 下の項目にっ
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いて実施 した。

(a)必 要な情報内訳の用途'

① 企業立地時における 「必要な情報内訳の用途」は,先 の 「企業立地時の重要情報の用途」

と同様の回答傾向であった。

② 基盤整備時における 「必要な情報内訳の用途」は,県 や市において,企 画担当部署が地域

開発に係る総合プランを策定する際やそれぞれの基盤整備等を担当する個々の部署が,そ の現

状分析及び具体的な計画立案を行 う際に活用するとのことであり,従 って用途は多岐に亘って

いる。

(b)必 要な情報形態の具体例

これについては,詳 細な回答は得 られなかったが,概 ね数値は 「一覧表」の形態で,図 面は

情報によって異なるが主に 「地形図」 「分布図」 「地点図」 「グラフ」の形態での出力が望ま

れているようである。

(c)必 要なデータ地域の範囲の用途

企業立地時においては,九 州全体や県レベルのデータは主に立地地域の選定に利用 し,市 区

町村 レベルのデータは立地地点の選定に用いるようである。

基盤整備時においては,県 では主に県レベルや市区町村 レベルのデータを必要としているよ

うであるが,市 では統計区レベルまで必要としている情報 も少な くないようである。

(d)入 手媒体の具体例

これについては,企 業からは詳細な回答は得られなかったが,県 及び市の回答では,国 や自

治体で実施 している調査統計や報告書及び内部資料を,主 に通常の印刷物の形で入手 している

ようである。

(e)入 手先の具体例

これにっいて も,企 業からは詳細な回答は得 られなかったが,県 及び市では,総 務庁 ・通産

省 ・経企庁 ・運輸省 ・農水省 ・自治省 ・文部省 ・国税庁等の国の機関が発行 したものや自治体

内部の統計担当部署等が保有 しているものを中心に,活 用 しているようである。

(f)電 算化の程度

今回の 「地域開発支援型情報」の電算化にっいては,民 間企業では,大 規模店舗において土

地面積 ・人口構造 ・消費支出の状況等の情報を中心に実施されているものの,こ れ以外の業種

では殆ど実施されていない状況である。

また,県 及び市においては,程 度のバラツキはあるが,土 地 ・人口 ・産業 ・雇用 ・就学等の

情報や住民関連情報を中心に,電 算化が進展 しているようである。

(9)地 域経済等に係る 「予測 ・分析システム」の利用状況

自治体では,電 算機により経済予測や人口推計を行っているところもあるが,企 業では現状
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分析程度 しか実施 していないようである。

(3)「 地域開発支援型情報システム」の利用意思 ・

これは,将 来,当 システムにより情報提供サー ビスが開始された場合の利用意思にっいて質問

したものである。

利用意思

利用形態

企 業 自 治 体
合 計

有り 無 し 不明 有り 無し 不明

有料の場合 11 3 3 6 0 0 23

無料の場合 12 2 3 6 0 0 23

オフラインの場合 8 6 3
　 5

1 0 23

オンラインの場合 12 2 3 6 0 0 23

合計(延 べ)
数 43 13 12 23 1 0 92

% 62.3 18.9 18.8

1

95.8 4.2 0.0

1

100

以上のように,当 システムの利用意思は総 じて高い率を示しているが,オ フラインでの利用意

.思については,企 業では半減している。また,有 料での利用にっいては,料 金の額が問題であり,

他の情報提供サービスより安価であるかどうかや費用対効果の点が,利 用意思を左右するとの回

答が多かった。
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